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I. 外部監査の概要

監査の種類１.
地方自治法第 252条の 37第 1項及び第 2項に基づく包括外部監査

選定した監査テーマ２.

監査対象（１）

鹿児島県の産業・雇用施策に関する事業の管理及び財務事務の執行について

監査対象期間（２）

平成 27年度（平成 27年 4月 1日から平成 28年 3月 31日まで）
ただし、必要な範囲で他の年度についても実施した。

監査テーマの選定理由３.

鹿児島県の状況（１）

鹿児島県内では近年相次いで電機関連企業の工場撤退や縮小等が続いており、地

域経済及び雇用に深刻な影響を与えている。農林水産業においては、後継者不足・

国際的な競争激化などの課題を抱えている。観光においても平成 28 年 4 月の熊
本地震の影響により観光客減が懸念されるところである。そして、平成 25 年度
の一人あたり県民所得は 2,399千円であり、全国平均 3,065千円との格差が大き
い。

雇用面でも、平成 28 年平均の県の有効求人倍率 1.02 倍は全国平均 1.36 倍との
格差が大きい。また、新規高卒者の県外就職率が約 50％と高く、若年層の県外流
出が顕著である。

鹿児島県の対応（２）

平成 20年 3月に策定された「かごしま将来ビジョン」においては、概ね 10年後
を見据えて県が目指す将来の社会像を明らかにするとともに、中長期的な観点か

ら、継続的に又は新たに取り組むべき課題と解決策等を盛り込み、県のあるべき

姿や県政の基本的な方向性を示している。

その中で「新時代に対応した戦略的な産業おこし」「誰もがいきいきと活躍できる
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雇用環境づくり」を掲げており、産業・雇用施策は重要な課題と認識している。

選定した理由（３）

県の産業の活性化・雇用環境の向上が現在及び将来の県民生活に重要な影響を与

えるため、その施策については県民の関心も高いと思われる。

そのため産業・雇用施策に関する事業の管理及び財務事務の執行について、合規

性のほか、経済性、効率性及び有効性を検討することは有意義であると判断し監

査テーマとして選定した。

監査の方法４.

監査の目的（１）

１) 合規性に関する検討 

事業の事務執行手続が、法令、条例、規則、要綱等に準拠して行われているかの

検討。

２) 合理性に関する検討 

事業の事務執行手続が、3E の観点（※）から効果的、効率的、経済的に行われ
ているかの検討。

なお、合規性に関する検討結果は「監査結果」として記載し、合理性に関する検

討結果は「監査意見」として記載した。

※3E の観点とは、監査対象について、目的にかなっているかの有効性

（Effectiveness）、よりよい成果が上がる方法で行っているかどうかの効率性
（Efficiency）、無駄な経費を使っていないかどうかの経済性（Economy）に
注目して検討することである。
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監査範囲（２）

１) 対象事業 

実施した監査範囲は下記のとおりである。

・「かごしま将来ビジョン」の「新時代に対応した戦略的な産業おこし」のうち「新

産業の戦略」に関連する事業と「誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり」

のうち「ふるさとでいきいきと働ける環境づくり」に関連する事業のうち、事

業費 1,000千円以上かつ県の財源比率 50％以上のもの。ただし、平成 27年度
終了事業は除いた。なお、対象とした事業の詳細は「Ⅲ.2．かごしま将来ビジ
ョンと監査対象とした事業の概要」に記載している。

２) 対象科目 

県の予算・決算は、「款」「項」「目」「節」に分類され、「節」が最も小さな単位で

ある。原則として事業費のうち、金額的重要性を考慮し、「負担金補助及び交付金」

「委託料」を対象としたが、必要に応じてその他の節（「備品購入費」「積立金」

等）も対象科目に加えた。

監査要点 （３）

対象科目の監査要点は、以下のとおりである。

１) 「負担金補助及び交付金」の監査要点 

① 申請手続き等の法令等への準拠性

申請、決定、交付等の手続は法令、条例、規則、要綱等に適合しているか。

② 金額算定等の適正性

金額の算定、交付方法、交付時期、交付手続は適正に行われているか。

③ 実績報告等の適正性

実績報告が適正に行われているか。

実績報告の内容、使途は適正か。

交付団体等への指導・監督は適切に行われているか。

補助事業の効果測定及びフィードバックは適切か。
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④ 補助金等対象の適切性

補助金等の対象は適切であり公益上の必要はあるか。

公益性のない事業又は団体に交付されていないか。

補助金等対象事業と交付先団体の独自の事業との区別は明確になっているか。

⑤ 産業雇用施策等との整合性

・事業費が施策の目的に沿ったものとなっているか。

２) 「委託料」の監査要点 

① 契約手続き等の法令等への準拠性

委託契約の契約事務は法令規則に沿って適切に行われているか。

② 金額算定等の適正性

委託契約にかかる予定価格の積算は根拠資料に基づき適切に算定されているか。

また、金額は契約の内容に対し適正な水準か。

③ 契約相手の選定方法の適正性

契約相手の選定方法は公正性かつ透明性をもって行われているか。

④ 契約内容の適切性

委託契約の目的が明確に定まっており、当該目的達成のための契約となっている

か。

⑤ 契約履行状況管理の適切性

委託契約については、コストの管理は適切に行われているか。

契約締結以降、契約の履行状況確認は、適切に実施されているか。

⑥ 産業雇用施策等との整合性

事業費が施策の目的に沿ったものとなっているか。

３) 「備品購入費」の監査要点 

① 備品購入契約の法令等への準拠性

備品購入契約の事務は法令規則に沿って適切に行われているか。



－5－

② 金額算定等の適正性

備品購入価格は根拠資料に基づき適切に算定されているか。また、金額は購入品

の内容に対し適正な水準か。

③ 契約相手の選定方法の適正性

契約相手の選定方法は公正性かつ透明性をもって行われているか。

④ 契約内容の適切性

契約の目的が明確に定まっており、当該目的達成のための契約となっているか。

⑤ 契約履行状況管理の適切性

契約締結以降、契約の履行状況確認は、適切に実施されているか。

⑥ 産業雇用施策等との整合性

事業費が施策の目的に沿ったものとなっているか。

４) 「積立金」の監査要点 

① 積立金対象基金の法令等への準拠性

・条例や諸規則等に従って、設置目的に沿った運営・管理を適切に行っているか。

・基金の積立てに関して、必要な額が積み立てられているか、又は過剰に積       

み立てられていないか。積立て方針は適切に整備・運用されているか。

・基金の取崩しに関して、充当事業は設置目的に従って適切であるか。取崩し方

針は適切に整備・運用されているか。

・基金の運用に関して、確実性、効率性は確保されているか。運用方針は適切に

整備・運用されているか。

② 積立金対象基金の繰替運用等の効率性

県全体の資金繰りに照らして、繰替運用・一時借入金の借入れ等が効率的に実施

されているか。

③ 積立金対象基金運用の適切性

・行財政改革の観点から、適切な基金制度の運用がなされているか。

・出資法人が有する基本財産及び特定資産に、実質的な県の基金といえるものが

ないか。
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５) 「その他」の監査要点 

① 法令等への準拠性

手続は法令、条例、規則、要綱等に適合しているか。

② 金額算定等の適正性

根拠資料に基づき適切に算定されているか。

また、金額は事業の内容に対し適正な水準か。

③ 産業雇用施策等との整合性

事業費が施策の目的に沿ったものとなっているか。



－7－

監査手続（４）

監査要点を検証するために実施した監査手続は以下のとおりである。

１) 会計データの入手と分析 

平成 27年度決算の一般会計の会計データを入手し、分析を行った。

２) 関係書類の閲覧、検証 

対象とした科目について、その使途を証する関係書類を閲覧し検証した。

３) 関係部署への質問 

関係書類の検証の過程において関係部署に質問を行った。

４) その他の監査手続 

上記以外で必要と認めた手続を実施した。

鹿児島県の主な事務手続（５）

当監査報告書で取り上げた県の主な事務手続の概要・流れを記載する。

１) 支出負担行為 

鹿児島県会計規則別表第 5によると、今回の監査で対象とした「負担金補助及び交
付金」、「委託料」の支出負担行為に必要な書類は以下のとおりである。

節 内容 支出負担行為に必要な書類

負 担 金

補 助 及

び 交 付

金

負担金 1 件 の金額 が

100 万円未満の
もの

請求書

執行伺

交付申請書

議事録又は収支予算書

会議等開催通知文の写し

通知文

1 件 の金額 が

100 万円以上の
もの

執行伺

交付申請書

議事録又は収支予算書

通知文

契約書

課税事業者届出書又は免税事業者届

出書
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節 内容 支出負担行為に必要な書類

補助金 実績に基づき交

付決定するもの

請求書

執行伺

実績報告書又は交付申請書

事業実績書

収支決算書

契約書の写し

その他 執行伺

交付申請書

事業計画書

収支予算書

交付金 実績に基づき交

付決定するもの

請求書

内訳書

執行伺

実績報告書又は交付申請書

事業実績書

収支決算書

契約書の写し

その他 内訳書

執行伺

交付申請書

事業計画書

収支予算書

委託料 － 執行伺

一般競争入札の公告文又は指名競争

入札の公示文

資格者推薦委員会会議録又は入札参

加指名推薦決定通知書

指名競争入札参加指名通知の伺

予定価格調書

入札書又は見積書

委任状

入札執行調書又は見積執行調書

契約書

課税事業者届出書又は免税事業者届

出書
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２) 補助金 

交付規則で定める基本的フローを図示すると次のようになる。

①通常のケース

提出

添付書類

　②収支予算書等
　③実施設計書等（工事施工の場合）

●審査
●交付決定

↓

↓
提出

添付書類

●補助金等の実績審査と額の決定

↓

●補助金等交付請求書の作成

↓ 提出書類
　補助金等交付請求書

提出

●確定した補助金の受領 ●補助金等の交付

(6)補助事業の確定額の通知

(7)補助金等の交付請求と請求書の受
付

(8)確定した補助金の交付と受領

補助事業の実績報告
報告書類
　補助事業等実績報告書

　要綱等で定める書類

(5)審査及び補助金額の確定

(4)

事業者による補助事業の遂行

(2)

申請書の内容の審査及び
補助金等交付決定

補助金等交付決定の通知と
受領

(3)

手続内容補助事業者等 鹿児島県

(1)
補助金の交付申請の受付

申請書類
　補助金等交付申請書

　①事業計画書

　④その他知事が必要と認める書類

補助金等交付申

請書他

補助金等交付決定

通知書
補助金等交付決定

通知書

補助事業等実績

報告書他

補助金等確定通知

書

補助金等確定通知

書

補助金等交付請求

書
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交付規則で定める基本的フローを図示すると次のようになる。
②概算払又は前金払（以下、概算払等とする）のケース

提出

添付書類

　②収支予算書等
　③実施設計書等（工事施工の場合）

●審査
●交付決定

提出
　概算払又は前金払申請書
　補助金等交付請求書

●補助金等の概算払の実施

↓

↓
提出

添付書類

●審査及び補助金額の確定
　（超過交付額の算出）

↓

●補助金等交付請求書の作成

↓ 提出書類
　補助金等交付請求書

提出

●確定した補助金の受領 ●補助金等の交付

●補助金の返還 ●返還補助金の受領

補助事業者等 鹿児島県 手続内容

(1)
補助金の交付申請の受付

申請書の内容の審査及び
補助金等交付決定

(3)
補助金等交付決定の通知と

申請書類
　補助金等交付申請書

　①事業計画書

　④その他知事が必要と認める書類

(2)

(9)確定した補助金（超過補助金）の交付と受領

(5)
補助事業の実績報告
報告書類
　補助事業等実績報告書

　要綱等で定める書類

(6)審査及び補助金額の確定、

(7)補助事業の確定額の通知

(8)補助金等の交付請求と請求書の受付

●補助金の受領

　超過交付額の算出

事業者による補助事業の遂行

受領

(4)補助金等の概算払等による交付請求と請求書の
申請書類

補助金等交付申

請書他

補助金等交付決定

通知書
補助金等交付決定

通知書

補助事業等実績

報告書他

補助金等確定通知

書

補助金等確定通知

書

補助金等交付請求

書

補助金等概算払

等申請書
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３) 委託料 

契約規則等で定める基本的フローを図示すると次のようになる。

①1件の金額が100万円以上かつ前払金がない入札のケース

　資格者推薦委員会議事録

入札書又は見積書
●入札・業者決定 委任状

入札執行調書又は見積執行調書

↓

↓
提出

添付書類

●業務内容の検査

検査調書

↓

●請求書の作成

↓

提出

●確定した委託料の受領 ●委託料の交付

(6)検査内容の通知

(7)委託料の交付請求と請求書の受付

(8)確定した委託料の交付と受領

委託業務の完了報告

報告書類
　業務完了届

　契約書等で定める書類

(5)検査
検査調書

(4)

事業者による委託事業の遂行

(2)
予定価格調書の作成・入札

　業務委託契約書
(3)

（入札参加者指名推薦決定通知書）

手続内容受託事業者等 鹿児島県

(1)指名業者の選定

　執行伺
　一般（指名）競争入札の公示文

入札書又は見積

書

委任状

業務委託契約書業務委託契約書

業務完了届

検査調書検査調書

請求書

入札参加者指名推

薦決定通知書又は

指名競争入札参加

指名通知書

入札参加者指名推

薦決定通知書又は

指名競争入札参加

指名通知書
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監査実施期間５.
平成 28年 7月 1日から平成 29年 3月 18日まで

監査担当者６.
包括外部監査人 公認会計士 西  洋 一

外部監査人補助者 公認会計士 田 畑  恒 春

公認会計士 本 田  親 文

公認会計士 森  毅 憲

公認会計士 野 木 村 崇 久

利害関係７.
包括外部監査の対象とした事件につき、鹿児島県と包括外部監査人及び外部監査

人補助者との間には、地方自治法第 252 条の 29の規定により記載すべき利害関
係はない。

なお、この報告書においては、千円未満もしくは百万円未満を切り捨て表示して

いる。また、特に単位を記載していない表は千円単位で表示している。
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II. 鹿児島県の産業・雇用の状況

鹿児島県における産業・雇用の状況を統計データでみると以下のとおりである。

県内総生産１.
県内総生産（名目）は、2年連続で増加しており、緩やかな回復基調にあると考

えられる。

（出所）平成 25 年度県民経済計算・経済活動別県内総生産（名目）（内閣府）、平成２６

年度県民経済計算結果の概要（鹿児島県） 
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一人あたり県民所得２.
一人あたり県民所得の全国平均は、ここ数年間毎年増加しているが、鹿児島県は横

ばいとなっており、全国との差が広がる傾向にある。

（出所）平成 25 年度県民経済計算（内閣府）

鹿児島県は、平成 21年度は全国 36位だったが、近年下降気味で平成 25年度は
全国 45位だった。

1人あたりの県民所得の全国都道府県上位・下位比較

順位 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

1 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都

2 愛知県 滋賀県 愛知県 愛知県 愛知県

3 滋賀県 静岡県 静岡県 静岡県 静岡県

4 静岡県 愛知県 滋賀県 滋賀県 滋賀県

5 大阪府 富山県 富山県 茨城県 栃木県

33 佐賀県 大分県 佐賀県 山形県 大分県

34 愛媛県 北海道 奈良県 北海道 北海道

35 大分県 宮城県 山形県 愛媛県 愛媛県

36 鹿児島県 鹿児島県 熊本県 熊本県 奈良県

37 長崎県 山形県 鹿児島県 佐賀県 佐賀県

38 青森県 長崎県 島根県 青森県 秋田県

39 鳥取県 熊本県 岩手県 秋田県 高知県

40 山形県 青森県 長崎県 奈良県 青森県

41 岩手県 岩手県 青森県 長崎県 島根県

42 島根県 島根県 秋田県 島根県 熊本県

43 熊本県 秋田県 福島県 鹿児島県 長崎県

44 秋田県 高知県 高知県 高知県 宮崎県

45 高知県 鳥取県 宮崎県 宮崎県 鹿児島県

46 宮崎県 宮崎県 鳥取県 鳥取県 鳥取県

47 沖縄県 沖縄県 沖縄県 沖縄県 沖縄県

上
位
5
都
道
府
県

下
位
1
5
都
道
府
県
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有効求人倍率３.

鹿児島県の有効求人倍率は全国平均を下回っている。過去 5年間の推移をみると全国

平均との差が広がっている。

（出所）一般職業紹介状況（平成 28 年 12 月分及び平成 28 年分）（厚生労働省）
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県の人口構成４.
県の人口構成は、平成 27年度までの実績としては 65歳以上の割合が高まっていて高
齢化の傾向が認められる。平成 32年度以降では 75歳以上の割合が高まり、さらに高
齢化が進むと推計されている。

（出所）鹿児島県の人口推移（鹿児島県企画部統計課）。2015 年までは国勢調査（総務省）、2020

年以降は日本の将来推計人口・平成 25 年 3 月推計（国立社会保障・人口問題研究所）
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産業別構成（従業者数）５.
従業者の産業別構成を鹿児島県の平成 21年度と平成 26年を比較すると、医療・

福祉の割合が 15.0%から 18.3%に上昇している。また、平成 26年度全国平均と比
較すると製造業が全国 14.9%に対し 11.5%と低く、医療・福祉が全国 12.8%に対し、
18.3%と高い割合となっている。

（出所）経済センサス-基礎調査（総務省統計局）

従業者数
全産業に
占める割
合（％）

従業者数
全産業に
占める割
合（％）

従業者数
全産業に
占める割
合（％）

従業者数
全産業に
占める割
合（％）

A～S　全産業 62,860,514 100.0 756,625 100.0 61,788,853 100.0 747,966 100.0
A～B　農林漁業 387,662 0.6 16,993 2.2 363,981 0.6 14,874 2.0
C　鉱業，採石業，砂利採取業 30,710 0.0 829 0.1 19,916 0.0 440 0.1
D　建設業 4,320,444 6.9 59,673 7.9 3,791,607 6.1 52,331 7.0
E　製造業 9,827,416 15.6 82,741 10.9 9,188,932 14.9 85,684 11.5
F　電気・ガス・熱供給・水道業 302,327 0.5 3,728 0.5 279,215 0.5 3,867 0.5
G　情報通信業 1,724,978 2.7 6,586 0.9 1,631,128 2.6 5,719 0.8
H　運輸業，郵便業 3,611,602 5.7 40,327 5.3 3,284,028 5.3 34,138 4.6
I　卸売業，小売業 12,696,990 20.2 162,120 21.4 12,032,863 19.5 152,589 20.4
J　金融業，保険業 1,588,681 2.5 16,191 2.1 1,513,397 2.4 14,638 2.0
K　不動産業，物品賃貸業 1,551,345 2.5 12,107 1.6 1,496,139 2.4 11,617 1.6
L　学術研究，専門・技術サービス業 1,897,680 3.0 18,267 2.4 1,891,364 3.1 17,853 2.4
M　宿泊業，飲食サービス業 5,736,967 9.1 69,400 9.2 5,520,648 8.9 65,430 8.7
N　生活関連サービス業，娯楽業 2,750,705 4.4 31,741 4.2 2,540,029 4.1 30,179 4.0
O　教育，学習支援業 3,086,902 4.9 40,910 5.4 3,142,070 5.1 40,858 5.5
P　医療，福祉 6,386,056 10.2 113,385 15.0 7,932,400 12.8 136,775 18.3
Q　複合サービス事業 406,970 0.6 9,687 1.3 518,812 0.8 11,578 1.5
R　サービス業（他に分類されないもの） 4,684,389 7.5 39,744 5.3 4,745,745 7.7 37,507 5.0
S　公務（他に分類されるものを除く） 1,868,690 3.0 32,196 4.3 1,896,579 3.1 31,889 4.3

産業大分類

全国 鹿児島県

平成21年度 平成26年度
全国 鹿児島県
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新規高卒者の県外就職率の推移６.
新規高卒者の県外就職率はここ 2 年間若干増加し 50％弱となっている。平成 28 年

度においてはほぼ 2 人に 1 人は県外に就職している。

（出所）新規高等学校卒業者職業紹介状況（鹿児島労働局） 

企業立地協定数７.
企業立地協定数は、ここ 4 年間増加している。増設に比べ新設の比率が低くなって

いる。

（出所）鹿児島県商工労働水産部産業立地課

46.7 46.8
45.7

48.1 48.1

40.0

45.0
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60.0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

新規高卒者の県外就職率の推移

県外就職率

単位 : %
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新規雇用者数８.
鹿児島県の新規雇用者数はここ数年増加しているが、5 年間累計は 3,030 名で県の

目標の 3,500 名には達していない。

（出所）鹿児島県商工労働水産部産業立地課
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III. 監査対象の事業とかごしま将来ビジョンの関係 

かごしま将来ビジョンと 7つの施策との関係１.
平成 20 年 3 月に策定された「かごしま将来ビジョン」においては、概ね 10 年後

を見据えて県が目指す将来の社会像を明らかにするとともに、中長期的な観点から、

継続的に又は新たに取り組んでいくべき課題やそうした課題を解決するための取

組の方向性等を盛り込み、県のあるべき姿や県政の基本的な方向性を示している。

その 5 番目の挑戦として「新時代に対応した戦略的な産業おこし」を掲げ、6 番目

の挑戦として「誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり」を掲げており、県の

産業及び雇用施策はこれに寄与するものである。

今回監査の対象とした分野は、上記の「挑戦 5.新時代に対応した戦略的な産業おこ

し」の中から「基本目標１.新産業戦略の展開」の 4 施策及び「挑戦 6．誰もがいき

いきと活躍できる雇用環境づくり」の「基本目標 1．ふるさとでいきいきと働ける

環境づくり」の 3 施策である。

基本目標 施策

1 持続可能な行財政構造の構築

2
生涯を通じて安心して暮らせる社会づ
くり

3 安心・安全な社会の形成と県土づくり

4
人と自然が調和する地球にやさしい社
会づくり

5
新時代に対応した戦略的な産業おこ
し

1 新産業戦略の展開
施策1.
重点業種に対する企業誘致活動の推進

施策2.
重点業種の振興

施策3.
地域特性を生かした新たな産業の創出

施策4.
知的財産の創造・保護・活用の推進

2 経営基盤の充実と経営革新等

3
新時代に対応した農林水産業の振興
と「安心・安全・新食料供給基地の
形成」

4 戦略的なPRの展開

6
誰もがいきいきと活躍できる雇用環
境づくり

1
ふるさとでいきいきと働ける環境
づくり

施策1.
産業おこしの推進等による新規雇用の
創出

施策2.
多様な就労ニーズに応じた雇用機会と
公正な待遇の確保

施策3.
多様な職業能力開発ニーズに応じた支
援体制の充実

2
仕事と生活の調和がとれた社会づく
り

7 快適で活力ある生活空間の形成

8 農山漁村の活性化と奄美・離島の振興

9
共生・協働による温もりのある地域社
会づくり

10 教育の再生と文化・スポーツの振興

将来ビジョンの挑戦
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かごしま将来ビジョンと監査対象とした事業の概要２.
「Ⅰ.5.（２）１）対象事業」で監査対象としたのは以下の 24 事業である。この

24 事業と「かごしま将来ビジョン」との関連性を示すと下表のとおりである。

負担金補助
及び交付金

委託料 備品購入費 積立金 その他

1 企業誘致促進事業 20,042 1,630 6,811 0 0 11,600

2 企業誘致ネットワー
ク整備事業

19,753 0 15,552 0 0 4,201

3 企業立地促進補助事
業

734,796 734,796 0 0 0 0

4 内陸・臨海工業用地
企業立地促進事業

61,754 48,440 12,401 0 0 912

5 発電用施設周辺地域企業立
地資金貸付基金造成事業

2,829 0 0 0 2,829 0

6 鹿児島臨海環境整備
基金造成事業

12,024 0 0 0 12,024 0

7 発電用施設周辺地域
振興基金造成事業

491,195 0 0 0 491,195 0

8 重点業種企業力向上
支援事業

2,079 0 0 0 0 2,079

9 重点業種広域連携事
業

1,671 722 0 0 0 949

10 工業技術センター試
験研究事業

202,145 330 8,160 125,151 0 68,503

11 下請企業振興事業 32,675 32,675 0 0 0 0

12 トライアル発注・販
路開拓支援事業

5,213 227 0 3,807 0 1,178

13 県内中小企業人材育
成支援事業

1,680 0 1,598 0 0 82

14 鹿児島・神奈川ビジネ
スマッチング支援事業

1,563 0 1,283 0 0 280

15 「知的財産推進戦
略」推進事業

3,331 0 0 0 0 3,331

16 発明奨励事業 1,485 0 0 0 0 1,485

17 若年者就業促進対策
事業

12,150 722 1,367 0 0 10,061

18 ふるさと人材確保事
業

5,659 0 0 0 0 5,659

19 障害者雇用促進事業 11,683 27 4,223 0 0 7,432

20 高年齢者就業機会確
保事業

9,118 8,950 0 0 0 168

21 認定職業訓練振興事
業

25,995 25,914 0 0 0 81

22 技能向上促進事業 33,306 33,004 100 0 0 202

23 職業能力開発校施設
整備事業

18,655 0 286 0 0 18,369

24 職業能力開発校設備
整備事業

9,598 0 0 5,322 0 4,276

1,720,409 887,439 51,785 134,280 506,048 140,855
100% 51.6% 3.0% 7.8% 29.4% 8.2%比率

雇
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政
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6
誰
も
が
い
き
い
き
働
け
る
環
境
づ
く
り

1
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る
さ
と
で
い
き
い
き
働
け
る
環
境
づ
く
り

施策2.
多様な就労ニー
ズに応じた雇用
機会と公正な待
遇の確保

施策3.
多様な職業能力
開発ニーズに応
じた支援体制の
充実

合計

平成27年度
決算

節明細

産
業
立
地
課

5
新
時
代
に
対
応
し
た
産
業
お
こ
し

1

新
産
業
戦
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施策1.
重点業種に対す
る企業誘致活動
の推進

施策2.
重点業種の振興

施策3.地域特性

を生かした新た
な産業の創出

施策4.
知的財産の創
造・保護・活用
の推進

所
管
課

挑
戦

基
本
目
標

施策 事業
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IV. 選定した事業における監査結果と監査意見

選定した事業における項目、内容及び監査結果・監査意見の区分は以下のとおり

である。

事業 項目 内容 

結果・意見 

の区分 
記載

箇所
結果 意見

企業誘致促進事業

電子関連産業の企業誘

致促進に係る情報収集

業務 

情報収集業務の成果検証の

必要性 
● 

1.(3)
1)①

企業誘致ネットワ

ーク事業 

企業誘致活動業務委託 
企業誘致専門員制度の見直

し 
 ● 

2.(3)
1)①

鹿児島県産業創生アド

バイザー業務 

鹿児島県産業創生アドバイ

ザー制度の有効活用 
● 

2.(3)
2)①

企業立地促進補助

事業 

企業立地促進補助金及

び生産設備投資促進補

助金 

雇用の増大及び維持と補助

金支給との関連性 
● 

3.(3)
1)①

設備増設と雇用増加の関連

性 
● 

3.(3)
1)②

補助金の対象とすべきでな

い設備投資額 
● ● 

3.(3)
1)③

固定資産の取得方法と補助

の取扱い 
● 

3.(3)
1)④

個々の設備投資額の下限の

設定の必要 
● 

3.(3)
1)⑤

ソフトウェアに対する補助

の取扱い 
● 

3.(3)
1)⑥

親会社と子会社が一体とな

って設備投資する事例 
 ● 

3.(3)
1)⑦

BCP 緊急対策補助金 

補助対象経費に係る消費税

の取扱 
●  

3.(3)
2)①

補助対象とすべき修復工事

の範囲 
● 

3.(3)
2)②

内陸・臨海工業用

地企業立地促進事

業 

事業全般 工業団地の有効利用 ● 
4.(3)
1)①

「平成２７年度「しご

と」創生～巡る。かごし

まの工業団地ツアー事

業」業務委託 

事業費内容の検証の必要性 ● 
4.(3)
2)①

参加者募集方法ごとの効果

検証の必要性 
● 

4.(3)
2)②

ツアーの有効性・経済性の検

証 
● 

4.(3)
2)③

発電用施設周辺地

域企業立地資金貸

付基金造成事業 

鹿児島県発電用施設周

辺地域企業立地資金貸

付基金運用益の同基金

への積立 

貸付基金の利用状況の低迷 ● 
5.(3)
1)①

鹿児島臨海環境整

備基金造成事業 

鹿児島県臨海環境整備

基金運用益の同基金へ

の積立 

鹿児島臨海環境整備基金の

有効活用 
● 

6.(3)
1)①

重点業種企業力向

上支援事業 

報償費 モノづくり企業の経営改善

活動支援のセミナーの管理

方法 

● 
7.(3)
1)①
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事業 項目 内容 

結果・意見 

の区分 
記載

箇所
結果 意見

工業技術センター

試験研究事業 

ＦＥーＳＥＭ装置保守

点検業務委託及び電子

線プローブアナライザ

保守点検業務委託 

委託業務契約書業務仕様書

への記載の必要性 
● 

8.(3)
1)①

検査調書の記載誤り ●  
8.(3)
1)②

リース契約 入札者指名推薦の選定基準

と入札方法 
 ● 

8.(3)
2)①

重要物品の管理 

管理台帳の記載内容の見直

し 
 ● 

8.(3)
3)①

機械設備の現物把握 ●  
8.(3)
3)②

使用不可の機械設備の財務

諸表への今後の対応 
 ● 

8.(3)
3)③

トライアル発注・

販路開拓支援事業
トライアル発注制度 トライアル発注制度の普及  ● 

9.(3)
1)①

「知的財産推進戦

略」推進事業 
知的財産活用推進員 

知的財産活用推進員の活動

状況 
 ● 

10.(3)
1)①

発明奨励事業 事業費に関連する項目 
特許使用料申請書記載事項

の確認 
 ● 

11.(3)
1)①

高年齢者就業機会

確保事業 

高年齢者就業機会確保

事業費等補助金 

決算書等の適正性の検証の

必要性 
 ● 

12.(3)
1)①

計算書類における全体と補

助金部分の不整合ほか 
 ● 

12.(3)
1)②

概算払の必要性  ● 
12.(3)
1)③

補助金の必要性  ● 
12.(3)
1)④

認定職業訓練振興

事業 

認定訓練助成事業費補

助金 

鹿児島観光技能訓練協会に

対する補助金の必要性 
 ● 

13.(3)
1)①
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企業誘致促進事業(No.1)  １.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

名称 内容 支出先
支出額

（千円）

鹿児島県企業誘致推進協

議会負担金

鹿児島県及び県内 36 市

町村により組織された

鹿児島県企業誘致推進

協議会への負担金

鹿児島県企業誘

致推進協議会
648

その他 982
計 1,630

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 60 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的
本県産業構造の高度化と雇用機会の増大を図るため、優良企業の立地を促

進する。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 28,092 20,678 20,969
決算 25,023 19,678 20,042

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 3,000 17,042 20,042

節内訳

負担金補助

及び交付金
委託料 その他 合計

1,630 6,811 11,600 20,042
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２) 委託料 

摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

企業誘致ターゲット調査

業務委託

新たな拠点整備の計画も

しくは可能性がある企業

の抽出

T 社
1,038

電子関連産業の企業誘致

促進に係る情報収集業務

電子関連企業等の最新の

設備投資情報及び業界動

向等について調査する

S 社

2,045

その他 3,728
計 6,811

３) その他 

節 名称 内容 支出先
支出額

（千円）

報酬 進出企業アドバイ

ザー報酬

企業訪問による企業立

地関係情報の収集等

進出企業アド

バイザー1 名
1,857

その他 9,742
計 11,600
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監査結果及び意見（３）

１) 電子関連産業の企業誘致促進に係る情報収集業務 

① 情報収集業務の成果検証の必要性（意見）

a. 現状 

電子関連産業等の企業誘致促進に係る情報収集業務を一者随意契約としている。

その理由は、「S 社は、エレクロトロニクス分野や環境・エネルギー産業等、幅広

い業界に精通している SA 社が、企業誘致コンサルタント業務等を行うために設

立した企業であり、このような幅広い分野における個別企業の具体的な動向に関

する情報収集システムを有し、それに基づいて地方自治体に対するコンサルティ

ングを行う企業は他にない。」ということである。

以下のように 5 年以上継続している。

単位：千円

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

実績額 1,988 1,988 1,988 2,045 2,045
受託業者 全年度、S 社に一者随意契約で委託している。

業務委託契約書の業務仕様書で記載されている業務内容は以下のとおりである。

業務 業務の内容

月例報告 電子関連企業の最新の設備投資情報及び業界動向等について調査

し、鹿児島県に立地可能性が高い個別企業についてレポートを提

出する。

随時報告 立地可能性の極めて高い設備投資状況がある場合は、随時に情報

提供を行う。

期末調査報

告①

調査結果総括レポートとして、電子関連産業等について業界の最

新情報を総括する。

期末調査報

告②

鹿児島県の特徴や優位性を踏まえ、鹿児島県への進出に適した業

種、個別企業などを分析し、最適な誘致戦略について提案する。

企業立地担

当者との勉

強会の実施

企業立地担当者との電子関連産業等の企業誘致促進に係る勉強会

（講演）を実施する。なお、会場の準備等は委託者が行う。

その他 鹿児島県への企業誘致促進に必要な助言等を行う。
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ここ 3 年間、月例報告書でとりあげている「鹿児島県に立地可能性が高い個別企

業」、期末調査報告であげている「鹿児島県への進出に適した業種・個別企業」は

以下のとおりである。

項目 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

鹿児島県に立地可能

性が高い個別企業

98 社 98 社 96 社

鹿児島県への進出に

適した業種

電子デバイス（①

リチウムイオン

二次電池（lib）
②電気二重層キ

ャ パ シ タ

（EDLC）

電機電子機器受託

サービス業（EMS）
電子部品メーカー

鹿児島県への進出に

適した個別企業

3 社 15 社 35 社

ここ 3 年間に注目企業として報告書に掲載された企業について、企業立地協定ま

で至っている新規進出企業はない。

また、平成 27 年度に「鹿児島県に立地可能性が高い個別企業」として月例報告

書において業種別に取り上げた企業の分布は以下のとおりである。

業種
輸送用

機器

電気機器・

精密機器
食料品 医薬品 エネルギー その他 計

企業数 16 27 10 3 1 39 96
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b. 問題点 

 同一企業への継続依頼 

一者随意契約の理由として「幅広い分野における個別企業の具体的な動向に関す

る情報収集システムを有し、それに基づいて地方自治体に対するコンサルティン

グを行う企業は他にない。」と記載されているが、個別企業の設備情報や自治体に

企業立地の情報を提供できる委託先が 1社しかないとは考えられない。

例えば、以下の法人はホームページ上、企業立地に関する事業若しくは業界・市

場調査を実施すると記載されている。

法人名 業務内容

N社 企業立地の相談・調査

企業誘致サポート事業

T１社 業界・市場調査

コンサルティング・サービス

T２社 企業信用調査・市場調査

なお、平成 27 年度の企業誘致ターゲット調査業務委託については上表中の 1
社に委託している。

同じ企業との長年の契約は馴れ合いや業務の質の低下を招くおそれがあるため、

一者随意契約は望ましくない。

 事業目的の成果 

業務仕様書では、「鹿児島県に立地可能性が高い個別企業についてレポートする」、

「鹿児島県への進出に適した業種、個別企業などを分析し、最適な誘致戦略につ

いて提案する」と記載されているが、このレポートの結果を利用して鹿児島県内

に企業立地協定まで至っている実績は 3年間ない。

鹿児島県への企業誘致活動の一環として、報告書でとりあげられた企業へ職員が

訪問を実施する上で参考にしており、また、業界の動向の情報収集に役立ってい

ると思われる。しかしながら、この事業の最終的な目的が企業誘致であるならば、

仕様書で求める「最適な誘致戦略」に基づき委託先が提案した個別企業を鹿児島

県へ誘致できなければ事業成果があるとは言えない。

 事業の継続性 

「鹿児島県に立地可能性が高い個別企業についてレポートする」情報収集業務を

毎年継続的に委託しているが、この事業の成果として企業誘致につながっていな

い現状では、同様の手法で毎年行う意義があるか検討の余地がある。
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c. 改善案 

 同一企業への継続依頼 

「本県産業構造の高度化と雇用機会の増大を図るため、優良企業の立地を促進す

る。」という事業目的に立ち返り、現委託先が今後鹿児島への立地性が高い企業を

提案できるかどうかを再確認し、もし難しいならば一者随意契約ではなく、複数

企業に入札等で委託すべきである。

 事業目的の成果 

この事業の費用対効果の検証については業務仕様書の求める「最適な誘致戦略」

が実際の企業立地につながったかを検証し、経済性の観点から費用に見合う成果

を明確にすべきである。

 事業の継続性 

上記の費用対効果の検証の結果、事業成果が十分でない場合、事業の有効性の観

点から本事業の継続について検討をすべきである。

鹿児島県に立地検討中の企業を個別・具体的に抽出する企業誘致ターゲット調

査など同様の事業と整理統廃合を行い、この事業の継続性について検討すべき

である。
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企業誘致ネットワーク事業(No.2)  ２.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 委託料 

名称 内容 支出先
支出額（千

円）

企業誘致活動業務委託

鹿児島県への企業誘致を

積極的に推進するために

企業等の訪問を行う

鹿児島県企業誘

致専門員 4名 15,552

計 15,552

２) その他 

節 名称 内容 支出先 支出額（千円）

報償費 鹿児島県産業創生

アドバイザー業務

助言等に対

する謝金

鹿児島県産業創生

アドバイザー3名 3,000

その他 1,201
計 4,201

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 18年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的
産業構造などに対する幅広い知識と豊富な人脈等を有する民間企業出身者

等を活用し、企業誘致活動をより一層強化する。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 20,720 20,203 20,173
決算 20,261 19,438 19,753

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

8,000    0 11,753 19,753
節内訳 負担金補助

及び交付金
委託料 その他 合計

   0 15,552 4,201 19,753
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監査結果及び意見（３）

１) 企業誘致活動業務委託 

① 企業誘致専門員制度の見直し（意見）

a. 現状 

企業誘致専門員制度の設置目的は、自らの人脈を活かして誘致の可能性が見込ま

れる企業を訪問し、誘致活動を行うことにある。企業誘致専門員は公募により募

集され、その後選定委員会が開催され、応募者の中から企業誘致について十分な

識見を有すると認める者が選定される。「鹿児島県企業誘致専門員選定委員会設置

要領」によると、選定委員会のメンバーは以下のとおり県職員で構成されている。

委員

東京 東京事務所長

東京事務所 次長（産業振興担当）

東京事務所 企業誘致課長

産業立地課長

大阪 大阪事務所長

大阪事務所 次長（産業振興担当）

大阪事務所 企業誘致課長

産業立地課長

この制度は平成 18 年度から始まり、当初企業誘致専門員は 3 名、その後、平成

21 年度途中から 4 名となっている。報酬は当初、月額 315,000 円の委託料だっ

たが、平成 26年度から月額 324,000円となっている。

平成 23 年度～27 年度の実績は以下のとおりである。なお、平成 27 年度のメン

バーの継続年数は 2年～10年である。
項目 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

1人あたり月額 315千円 315千円 315千円 324千円 324千円
人数 4名 4名 4名 4名 4名

年間委託料合計 14,805千円 14,805千円 15,120千円 14,256千円 15,552千円
訪問件数 748件 671件 655件 581件 630件

なお、平成 18年度から平成 27年まで累計するとこの事業に対し約 1億 3千万円

の委託料を支払っていることになる。

この事業の成果としては、企業誘致専門員のネットワークで企業立地協定に至っ

た企業数が上げられるが、以下の 1件のみである。
企業名 立地場所 事業内容 立地協定日 雇用

I社 姶良市

（旧蒲生町）

自動車関連部

品開発製造
平成 21年 11月 20日 20名
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b. 問題点 

企業誘致専門員の制度がスタートしてから 11 年間で約 1億 3千万円の委託料を

支払った成果が 1件の立地企業では、費用に対する効果が少なすぎるものと考え

られ、有効性・効率性・経済性の観点からも疑問が生じる。

選定委員会で選定した人材が結果を出していないことを考えると、選定委員会自

体のメンバーが県職員だけで構成されており専門家がいないこと、また 10 年以

上継続して選定している者もいることなど選定方法の妥当性に疑問が生じる。

c. 改善案 

個人の人脈を頼った企業誘致専門員の訪問という方法が企業立地につながってい

ない現状では事業の有効性・効率性・経済性の観点からも制度の見直しを検討す

る時期に来ているものと考える。現在の企業誘致専門員制度にこだわらず、企業

立地の成功報酬制度の導入や企業立地仲介会社などの利用等、広く新たな制度の

導入を検討すべきである。

２) 鹿児島県産業創生アドバイザー業務 

① 鹿児島県産業創生アドバイザー制度の有効活用（意見）

a. 現状 

産業創生アドバイザーは、企業の産業構造や立地動向、２１世紀のアジア経済に

おける鹿児島の位置付けなどを踏まえた、本県の産業施策のあり方や企業誘致に

関する総合的な意見や助言をすることになっている。幅広い知識を有する大手企

業の役員等で本県出身者など本県にゆかりのある方を中心に委嘱している。

産業創生アドバイザーの活用結果として書面で確認出来るものとしては、アドバ

イザーが出席した会議についての議事録、県職員がアドバイザーを訪問し意見を

聴取した内容についてまとめられた企業訪問等報告書がある。

平成 27年度の活用状況は以下のとおりである。

氏名 就任
報償費

（1人あたり 1，000千円）
会議

訪問等

（意見聴取）
合計

アドバイザーA 9年目

5名中 2名は辞退

1回 1回 2回
アドバイザーB 8年目 1回 4回 5回
アドバイザーC 7年目 1回 5回 6回
アドバイザーD 7年目 2回 2回 4回
アドバイザーE 6年目 1回 3回 4回
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全アドバイザーが参加した平成 27年 10月 21日に開催された「知事と産業創生

アドバイザーとの意見交換会」の概要としてまとめられているそれぞれの意見は

以下のとおりである

氏名 主な意見

アドバイザーA ・宮崎県が昨年 8月、宮崎県工業会と連携し、自動車産業への
参入を主目的としてサテライト事務所を福岡県豊前市（大分

県中津市に隣接し、トヨタ九州、日産九州とも近い）に設置

した。宮崎県内の自動車関係部品メーカー3社が非常駐で参
画している。

・鹿児島の県内企業がサプライチェーンへ食い込んでいけるよ

う、行政のきっかけ作りとしての宮崎県の取り組みをぜひ鹿

児島県にも提案したい。

その他２意見

アドバイザーB ・付加価値の高い高性能部品に着目し、カーメーカーの動きに

追随できるようにすればどうか。

・県内企業の中には高い技術力を有する企業がある。その技術

力を引き出す場を鹿児島県を始めとして作ってほしい。

その他１意見

アドバイザーC ・M社の 2014年度決算による連結純利益は、海外にある連結
会社からもたらされたものであり、国内大手の商社のほとん

どが同じような状況である。

・2014年度連結決算寄与度でみると、国別では、マレーシア、
タイ、オーストラリアの収益が大きい。これらは、エネルギ

ーによるものである。

その他３意見

アドバイザーD ・水素エネルギーは水素と空気中の酸素が反応してエネルギー

が得られ、排出物は水のみで二酸化炭素は発生しないことか

ら地球温暖化対策の切り札である。

・多発する国際紛争の主要因の一つは国・地域間の貧富の差で

あり、その貧富差の要因の一つはエネルギー産出・非産出の

違いである。水の電気分解から得られる水素エネルギーは太

陽と水があれば実現するので全世界平等であり、貧富差の解

消、ひいては世界平和に寄与するものある。

その他３意見

アドバイザーE ・福祉や農業など様々な分野でロボット開発の研究がなされて
いる。会議において残念ながら鹿児島の話は全く出てこなか

った。鹿児島大学と産業界が連携してロボット開発研究にぜ

ひ取り組んでもらいたい。

・鹿児島焼酎を始めとして特徴的な特産品が多い。

その他２意見
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また、企業訪問等報告書の一部（アドバイザーの発言部分・3 回分）を抜粋した

ものは以下のとおりである。

対応年月日
産業創生アドバ

イザー
内容

H27.4.14 アドバイザーC ・ポルトガルのポルトの国立博物館に屏風があ

り、屏風の中から古紙 3000枚が発見された。
法務大臣室へ行ったときに、その修復を相談

された。修復は 1 枚当たり 5000 円程度かか
るが、日本への輸送に保険等の費用を含め 2
億円かかる。また、解読・修復時間も相当か

かる。同様の修復事例で、石川県の松任谷文

書 256枚がある。内容は鉄砲の輸送記録であ
ったり、寺の記録だったり、時代の背景が分

かる貴重な資料であった。ちなみに、ポルト

ガルはM1社、スペインはM２社が強い。
・県民所得を伸ばすため、観光は手っ取り早く

効果的。今は円安だから外国人観光客を取り

込むべき。JR九州のななつ星はその好例。甑
島の電柱をなくして再生可能エネルギーを使

い、観光だけでなく、エネルギーの学習など

ができるような取組をすればよいと思う。宿

泊施設などのインフラ整備も必要。観光は大

規模開発である。県内に「来て良かった。」と

いう核になる施設が必要。熊本には熊本城し

かない。離島、半島は武器になる。

その他３意見

H27.11.12 アドバイザーA （企業訪問等報告書を作成していないため、出

張復命書の内容を記載）

・企業概要（進出した経緯等）

・現在の業況

・工場や専用港等の見学

H27.4.14 アドバイザーE ・鹿児島は発明が少ない。弁理士も少ない。

・4 月に「未来の科学の夢絵画展」を行った。
子どもたちが抱く夢・自由な発想を絵によっ

て表現することで科学への関心を深めるイベ

ントである。

その他３意見

その他上記以外にも、電話・メールによるアドバイスや企業紹介活動も実施して

いるとのことであるが、それらのすべての活動を網羅的にまとめた書類は作成さ

れていない。
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b. 問題点 

 アドバイザーの有効活用 

「産業施策のあり方」「企業誘致」に関する大所高所からのアドバイス・助言を口

頭で聴取し、県職員が記録する形式での意見聴取回数はそれぞれ年に 2～6 回で

あり、現在の方法では時間的制約や回数の少なさから、アドバイザーの意見・助

言を十分に受けているとは言えず、有効性の観点から問題がある。

 アドバイザーの活動内容の把握 

電話・メールによるアドバイザーの活動を網羅的に確認できる資料がないために、

費用対効果の面からその活動に見合った報償費の当否が判断できないことになる。

書面で活動内容を把握できなければ県の担当課で情報共有及び有効活用につなが

らない可能性がある。

c. 改善案 

 アドバイザーの有効活用 

アドバイザー制度の有用性を高めるためには、現在の口頭での聴取方式ではなく、

より具体的な提言書や意見書という文書で助言・アドバイスを受領する方法も有

用性の観点から検討すべきである。また、アドバイザーの任期を短くする、アド

バイザーの人数を増やすなど、より広い専門家から県の産業施策・企業誘致のあ

り方の意見を集約することも検討すべきである。

 アドバイザーの活動内容の把握 

また、現在文書で残していないアドバイス・助言等の情報については、有効性の

観点から様式、仕組み等を整備・構築し、課内で情報共有するかたちで活かすべ

きである。
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企業立地促進補助事業(No.3) ３.

事業の概要（１）

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 60年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的

県内への企業の立地を促進し、本県産業の振興と雇用の増大を図るため、

事業所の新・増設を行った者に対し、その設置費等の一部を補助するとと

もに、県内における進出企業の設備投資を促進し、本県産業の高度化と雇

用の維持を図るため、工場の増設等を行った者に対し、その増設費等の一

部を補助する。

また、鹿児島臨空団地に事業所を設置する者に対し、土地購入費の一部を

補助する。

根拠法令等

・県企業立地促進補助金交付要綱

・県生産設備投資促進補助金交付要綱

・鹿児島臨空団地企業立地促進補助金交付要綱

・県発電用施設周辺地域振興基金条例

・県発電用施設周辺地域生産設備投資支援利子補給補助金交付要綱

・県発電用施設周辺地域立地企業 BCP緊急対策補助金交付要綱

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 286,067 469,048 752,539
決算 283,948 465,405 734,796

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

0 110,763 624,033 734,796
節内訳 負担金補助金

及び交付金
委託料 その他 合計

734,796 0 0 734,796
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事業費の概要（２）

1) 負担金補助及び交付金 

名称 内容 支出先
支出額（千

円）

企業立地促進補助金

設備投資額と新規

雇用者を要件に、設

備投資額の 2%又は
6%等を補助。

14社 453,182

生産設備投資促進補助金

設備投資額等を要

件に、設備投資額の

2%と移転経費の
1/2を補助。

5社 154,629

発電用施設周辺地域立地

企業 BCP緊急対策補助金

防災対策関連事業

に要する工事費等

の 1/2を補助
2社 28,145

その他 98,840
計 734,796
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2) 補助制度の概要 

① 主な補助制度の概要

従来型の企業立地促進補助金制度に加えて平成 25年度から平成 29 年度の 5年間

は生産設備投資促進補助金が制度として導入されている。また、平成 27 年度か

らは発電用施設周辺地域立地企業 BCP（Business Continuity Plan：事業継続計

画）緊急対策補助金も導入されている。これらの概要をまとめると次のとおりで

ある。

名称 企業立地促進補助金
生産設備投資促進補

助金

発電用施設周辺地域

立地企業 BCP 緊急対

策補助金

目的

産業の振興

雇用の創出、増大

産業の高度化

雇用の維持

防災対策に係る設備

投資の促進と雇用機

会の確保

対象
新設、増設 増設、更新 防災対策に係る施設

及び設備の整備

主な要件

新規雇用者数 11 人以

上

新規雇用者数の要件

なし

設備投資額 2 億円以

上

雇用維持・生産性向上

BCP に基づく防災対

策に係る施設及び設

備の整備

補助率限

度額

①設備投資額 10 億円

未満又は雇用 30 人未

満

補助率：2％＋新規雇

用者数×300 千円

②設備投資額 10 億円

以上かつ雇用 30 人以

上

補助率：6％
限度額：10 億円

補助率：設備投資額×

2％＋移転経費×50％
限度額：10 億円

補助対象経費の 2 分

の 1 以内

限度額：1 千万円

補助対象

設備投資額 設備投資額、移転経費

（更新は既存機械設

備装置の価格を差し

引く）

防災対策関連事業に

要する測量設計費、工

事費、備品購入費及び

附帯工事費

返済規定
あり（10 年間の操業

義務）

あり（10 年間の操業

義務）

あり（3 年以内に事業

の廃止・休止の場合）

分割払
1 年当たりの限度額 2
億円

1 年当たりの限度額 2
億円

概算払いの規定有り

適用期間 －
平成25年度～平成29
年度（5 年間）

平成 27 年度～
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監査結果及び意見（３）

１) 企業立地促進補助金及び生産設備投資促進補助金 

① 雇用の増大及び維持と補助金支給との関連性（意見）

a. 現状 

企業立地促進補助金は補助金交付要件として新規雇用者数 11 人以上との要件が

ある。新規雇用者の増加は正社員として採用することまでは求めておらず、常用

の雇用者であれば足りる。

また、設備の増設時期と雇用の開始時期との関係などについては「鹿児島県企業

立地促進補助金交付要綱」（以下「要綱」という）及び「鹿児島県企業立地促進補

助金交付要綱運用基準」（以下「運用基準」という）に定められている。

要綱 運用基準

（定義）

第２条

（６）新規雇用者数

設置された事業所の操業開始後１年以

内に雇用を開始され、この補助金の交付

申請時に４ヶ月以上継続して雇用され

ている常用の雇用者の数から当該事業

所の設置に伴い県内の他の事業所（当該

事業所を設置する法人等に 50%以上出

資している法人等の事業所を含む。）に

おいて配置転換、解雇等によって減員と

なった常用の雇用者の数を控除した数

をいう。

※「雇用を開始」とは新規に雇用される

こと及び県外他工場からの配置転換

（当該工場内で給与等を支給しない

場合を除く。）又は県内他工場からの

配置転換に伴い、県内他工場において

その補充がなされることをいう。な

お、増設の場合、既存事業所からの配

置替えについては、配置転換に準じて

取り扱うものとする。

※「操業開始後 1 年内に雇用を開始さ

れ」た者とは、操業開始日から 1 年の

間に雇用を開始された者、及び事業所

の設置に伴い雇用された者で、研修・

訓練等のため、操業開始前に雇用され

た者をいう。

※「常用の雇用者」とは、雇用期間の定

めのない者で雇用保険法の被保険者

となっている者（短期雇用特例被保険

者及び日雇労働被保険者を除く。）を

いう。

※「配置転換、解雇等によって減員とな

った常用の雇用者」には、事業所の設

置に伴わない減員者（定年退職者、自

己都合による退職者等）は含まない。

雇用の増大の要件を要約すると以下の 2 つである。

・県内の実質的な雇用者数が増加すること（県内での配置転換等は含まれない）。

・操業開始日から 1 年内に雇用を開始すること（研修・訓練等のための操業開始

前からの雇用を含む）
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b. 問題点 

雇用の始期については操業開始日から 1 年内とのルールがあるものの、研修・訓

練等のため操業開始前からの雇用者も含まれるとされている。

操業開始前からの雇用者については明確な定義付けができないため、工場の増設

との関連性を明確にすべき以下の事例があった。

・F 社

平
成
25
年
12
月

平成 26 年
新規

雇用者

数1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

立地協定

工場着工と完

成

操業開始

新規雇用者数 1   9 2 2 1 4 3    22

立地協定の前年雇用されていた者が雇用者の増加に算入されていた。

・M 社
平

成

25
年

中

平成 26 年 平成 27 年
新規雇

用者数

1
月

･･･
7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

・・・
12
月

立地協定

工場設計開

始と完成

操業開始

新規雇用者

数
2 1 2 1 6 1 1 1 15

立地協定や工事着工の 1 年近く前から雇用関係にある 2 名が雇用者の増加に算入

されていた。
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・M 社

平成 26 年 平成 27 年

新規雇

用者数4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月

立地協定

工場着工

と完成

操業開始

新規雇用

者数
7    1  1 7 16

立地協定日の前に雇用保険被保険者の資格を取得した者が 8 名含まれている。

・D 社

平成 27 年

新規雇

用者数1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

立地協定

工場着工

と完成

操業開始

新規雇用

者数
57 2 1  1    1 1 63

新規雇用者のほとんどが立地協定前に行われた事業買収に伴う転籍者である。
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c. 改善案  

企業立地促進補助金制度の趣旨は対象企業の設備投資により鹿児島県内の雇用が

増大することを目的としている。

つまり、設備の新設や増設に対して補助を行うが、設備投資の結果で鹿児島県内

の雇用が目に見えて増大しなければ補助を実施する意味がないともいえる。つま

り、そのことを明確に確認できる制度の運用を図るべきである。

本補助金制度では市町村との立地協定の締結が要件の一つとされており、通常は

立地協定の締結後に事業所設置に着手すると考えられることから、立地協定日以

後に雇用された者を要件とすることが妥当と考えられる。

そのうえで設備投資の特質によっては研修や訓練も必要であり工事着工前の雇用

もあり得ることを想定し、申請者側にそのことを立証してもらったうえで（新設

増設施設との新規雇用との関連、新規採用者に対する研修スケジュールなど）、設

備投資と新規雇用との関連性の検証を行い、補助交付を行うとする制度運用の仕

組みを構築する必要がある。

また、設備の新設や増設と雇用の増大との明確な関連性を設定することが不可能

と判断するのであるならば、効率的な事務執行のために「工事着工前○○月以内

の雇用を補助の対象」とするというような明確な線引きを行ったルール適用も検

討すべきである。

② 設備増設と雇用増加の関連性（意見）

a. 現状 

前述のように生産設備投資促進補助金には雇用増大は要件にはなく設備投資額 2

億円以上が要件としてある。

例えば、F 社の平成 27 年 4 月に完成操業した設備投資額 572 百万円に対する補

助を平成 27 年 10 月に 11 百万円行っている。なお、事業所台帳異動状況照会に

よれば F 社の人員の推移は以下のとおりであり、雇用の維持が図られている。

F社の人員推移 
平成 24年

1 月  

平成 25 年

11 月  

平成 26年 3

月 
※1

平成 27年

9 月 

人員数 55 → 50 → 46 → 46

 増減 △5人 △4人 －

※1設備投資の実施（平成 27年 4月） 
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b. 問題点  

しかしながら、生産設備の生産性の向上は雇用の減少につながる可能性もある。

例えば上述の F 社の平成 28 年 3 月期の有価証券報告書の対処すべき課題には、

「生産部門においては自動化・省人化を図り作業生産性を向上させる」旨の記載

がある。

c. 改善案 

企業立地促進補助事業の一環として平成 25 年から生産設備投資促進補助金が制

度運用されている。

雇用の維持という制度目的のとらえかた如何によっては、例えば設備の増設や更

新が雇用の削減の防止につながると解釈することも可能である。

そう解釈できるのであるならば、補助対象となる進出企業（県外に本社又は親会

社がある企業）の実施する県内での一定規模以上の設備投資額はこの制度の適用

対象となりうる（つまり、鹿児島県内に設備投資を行ったのならば、企業は設備

投資額を回収するため撤退はあり得ず少なくとも小人数でも雇用は確保できると

の解釈）。

しかし、設備投資の内容によっては生産性の向上が雇用の減少につながることも

ありえる。

鹿児島県内進出企業に対して雇用の維持を要件として、設備の増設、更新に対し

て補助を行うというのであるならば基準とする日を設定し被雇用者の減少が継続

して生じていないことなどを要件として加えることを検討すべきである。

また、県内の有効求人倍率が１倍を超えている現状において、平成 29 年度まで

の時限はあるものの生産設備投資促進補助金が雇用維持施策として継続して適用

すべき有効な施策といえるかの検討も必要である。
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③ 補助金の対象とすべきでない設備投資額（結果・意見）

a. 現状 

補助の対象となる設備投資額は、「鹿児島県企業立地促進補助金交付要綱」で次の

ように定められている。

第 2 条

(5) 設備投資額

事業所並びに事業の用に供する機械装置及び附属施設のうち、地方税法第 341
条に規定する固定資産に該当するものの取得価格（ただし、用地取得費を除く）

並びにこれらに類する経費として知事が必要と認める経費の合計額をいう。

このように、補助の対象となる固定資産は、償却資産税を含む固定資産税が課せ

られる固定資産で土地を除くものとされている。

さらに、要綱の「知事が必要と認める経費」は、「運用基準」で次のように定めら

れている。

＊「知事が必要と認める経費」とは、次のものをいう。

①事業所を新増設する場合で、建物等を賃借する場合の敷金・礼金。

②流通関連業（貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業）の施設の設置に伴う県

内で登録された車両の取得に要する経費。

b. 問題点 

以下のように、補助の対象とすべきでない支出があった。

 補助対象としている除却コスト（結果） 

F 社

建設会社への支払額 4,580 千円のうち、795 千円は既存生産ラ

インの解体工事費であるにもかかわらず、支払総額 4,580 千円

が補助金の対象となっている。

申請書に添付された支払額確定表の金額で補助金額を確定しているため、既存設

備の撤去費用についても補助金の対象としている事例である。撤去費用は「鹿児

島県企業立地促進補助金交付要綱」第 2 条に該当しないため、補助の対象とすべ

き設備投資額ではなく、合規性の観点から問題がある。

 補助対象としている建設工事着手年月日より前に取得した固定資産（意見） 

N 社
建設工事に着手した平成 26 年 2 月 20 日以前に取得された固定

資産 3,876 千円が補助金の対象となっている。

生産設備投資促進補助金交付対象事業所指定申請書によれば、「建設工事着手年月

日」は平成 26 年 2 月 20 日とされているが、「建設工事着手年月日」より前に取
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得された固定資産 3,876 千円が補助金の対象となっている。

いつからの設備投資が対象となるかが要綱上明らかになっていないが、産業立地

課によれば、補助金交付対象事業所指定申請書の「建設工事着手年月日」以後の

設備投資が補助金の対象となるとのことである。したがって、本件の固定資産は

産業立地課による運用上の取扱いとは異なる扱いであり、合規性の観点から疑義

がある。

 補助対象としている「操業開始の日から 1 年を経過する日」後に取得した固

定資産（意見） 

H 社

操業開始の日（平成 26 年 12 月 8 日）から 1 年以上経過後設置

した設備のうち 2 件 93,625 千円が補助の対象となっている。こ

れらはいずれも取得日前の平成 27 年 11 月末までに支払が完了

している。

要綱上、いつまでに取得した固定資産が補助金の対象となるかが明らかでないが、

産業立地課によれば、要綱第 6 条第 2 項「交付申請は、（中略）操業開始の日か

ら 1 年を経過する日までの経費について行う」という経費の取扱を準用している

とのことである。さらにこの場合、1 年を経過する日までに行うのは、「取得」か

「支出」かが明らかでないが、本件では「支出」で判断されている。

このように、要綱等で具体的な取扱いが定められていないにもかかわらず補助の

対象とされており、合規性の観点から疑義がある。

なお、「支出」日で判断すれば、設備の取得前に事業者が意図的に支払を前倒しす

ることで、補助金を受けられるなどの不公平な結果をもたらすおそれがあるとい

う問題がある。

 補助対象としている事務所と駐車場の敷金（意見） 

W 社

事業拡大のために事務所を移転し、新事務所へ入居する際に支

払った敷金 3,564千円と駐車場敷金 60千円が補助金の対象に含

まれている。

「運用基準」に基づいて敷金を補助対象としており、合規性の点では問題ないが、

敷金を補助対象とすることについては次のような問題点が挙げられる。

まず、国土交通省住宅局の「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン（再改訂

版 平成 23 年 8 月）」によれば、敷金とは次のように説明されている。
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賃料が滞納されたり、賃借人の不注意等によって損害を受けた場合に、賃借人

がその損害等を支払わないことがないように、担保として賃貸借契約に付随して

賃貸人が賃借人から預かるのが敷金です。このような性質を有する金銭は、名目

の如何を問わず、－例えば保証金という名目であっても－敷金です。

したがって、賃借物の明け渡しまでに、未払賃料や損害賠償金債務等、賃貸人

に対する賃借人の債務が生じていなければ、敷金は賃借人に対してその全額が返

還されることになります。賃借人の故意や不注意、通常でない使用方法等により

賃借物に損傷・汚損等を生じさせていてその損害を賃借人が賃貸人に対して支払

っていない場合には、賃貸人はその損害額を敷金から差し引いた残額を賃借人に

返還することになります。

このように、敷金は賃借物の明け渡し時に、損害額（原状回復費用等）を差し引

いて返還されるため、将来返還される可能性のある敷金に補助金が交付されれば、

事業者は、無償で補助金を受け取る可能性が出てくる。

したがって、返還可能性のある敷金への補助は、事業者の負担を軽減するという

補助金の目的に合致せず、有効性の観点から問題がある。

c. 改善案 

 補助対象としている撤去費用 

撤去費用は要綱に照らせば補助の対象とならないため、補助金の返還を検討する

必要がある。

 補助対象としている建設工事着手年月日より前に取得した固定資産と「操業

開始の日から 1 年を経過する日」後に取得した固定資産 

これらは、要綱等で具体的な取扱いが定められていないため、要綱等で具体的な

取扱いを定める必要がある。その際、補助の対象とする固定資産は、実際になさ

れた設備投資を補助の対象とすべきであるため、「支出」日ではなく「取得」日で

判断すべきである。

 補助対象としている事務所と駐車場の敷金 

前述のように、敷金は賃借物の明け渡し時に、損害額（原状回復費用等）を差し

引いて返還されることになるため、補助金の対象として適切でない。したがって、

敷金を補助金の対象から除外するよう運用基準を見直すべきである。
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④ 固定資産の取得方法と補助の取扱い（意見）

a. 現状 

 固定資産の取得方法と補助の取扱い 

企業が設備投資を行うにあたっては、自己の資金繰りの状況等を鑑み、以下の方

法のいずれを選択するかの意思決定を行う。

・自己資金で購入

・第三者からの借入により購入

・リース契約あるいは割賦契約の利用

一方、県の補助金の対象は購入先への支払完了が要件となっており、リース契約

や割賦による固定資産の取得は想定していない。

下記のように、割賦購入資産またはリース資産については支払が完了している部

分のみが補助の対象とされている。

F 社
リース会社への既支払済額 7,130 千円（消費税は除かれている

が利子込の金額）が補助金の対象となっている。

N 社

リース会社との間で機械装置の割賦購入を行い、既支払済額

6,243 千円（消費税は除かれているが利子込の金額）が補助金の

対象となっている。

b. 問題点 

 企業の設備投資手法の多様化と県の補助金算定方法 

固定資産の取得方法も多様化しており、雇用増大や維持に資する設備投資の範囲

を代金決済の完了したものに限定する必要はない。つまり、設備投資という実態

に照らして判断すべきであり、補助の目的からしてその取得方法により差を設け

る必要はない。

 リース契約や割賦購入による設備投資額の取扱い 

現状ではリース契約や割賦購入による設備投資に対しては既支払分について補助

対象としているが、申請の時期で補助金額に相違が生じ不公平となりうる可能性

がある。

例えば、同一価額・同一条件のリース契約が存在すると仮定する。

補助金申請は操業開始後 1 年 6 ヶ月以内（操業開始後 1 年を経過する日までの経

費が対象）に実施することが要件であり、割賦で購入直後に申請を行った者は支

払額が少ないために補助金額が少なくなり、申請をぎりぎりまで伸ばした者は支

払額が多額になるために補助金額が大きくなるという結果となる。
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例示（同一の補助申請内容の 2社が存在することを想定）
補助対象となるリース料総額 6億円（利子込）の設備投資を実施
リース期間は平成 28年 1月 1日から平成 32年 12月 31日（5年間で毎月均
等額 10百万円を利子込で支払）
平成 28年 7月 1日に操業開始（A社は平成 28年 12月 31日に申請、B社は
平成 29年 12月 31日に申請）

A社 B社
補助金額 1,200千円 2,400千円
リース債務既支払額 60,000千円（半年間の既

支払額が対象）

120,000千円（1年間の既
支払額が対象）

補助率 ×2％ ×2％

 リース契約や割賦購入での支払利息相当額の留意点 

リース契約や割賦による固定資産取得の全額を認めるとする場合、リース料総額

（リース債務）や割賦未払金総額に金融取引である支払利息相当額が含まれてお

り第三者からの資金調達（借入）による購入の場合と取得価額に相違が生じ、何

らかの対策を講じなければ不公平となるケースがありうる。

例えば、同一価額の固定資産を取得した場合、資金調達方法ごとの補助金の対象

は次のようになる。

資金調達方法 利息相当額の会計処理 補助金の対象

自己資金 該当なし 固定資産の取得価額のみ

金融機関から

の借入

支払利息で計上され、固定資産

の取得価額に含まれない。
固定資産の取得価額のみ

リース契約・

割賦契約

会計処理によって利息相当額

が取得価額に含まれる場合が

ある。

会計処理によって、固定資産の

取得価額に利息相当額が含ま

れる場合がある。

c. 改善案  

 企業設備投資方法に対応できる補助の実施 

問題点で指摘した以下の事項を改善するためには企業の設備投資方法に対応でき

る補助を実施する必要がある。

・企業の設備投資手法の多様化と県の補助金算定方法

・リース契約や割賦購入による設備投資額の取扱い

・リース契約や割賦購入での支払利息相当額の留意点

企業が行った雇用拡大につながる設備投資額であれば、自己資金や金融機関から

借り入れる場合と同様に、リース契約や割賦購入額も利息額を除いたその総額を
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補助の対象とすべきである。

リース契約や割賦購入は原則解約できず、解約等を行った場合は企業に残債相当

額を含む損害金が発生し、よほどの特殊事情でもない限り継続して利用するもの

と想定できる。補助は設備投資を行った時で完結するのではなく設置された事業

所の操業開始の日から 10 年以上、当該事業所の操業を継続することが条件とな

る（要綱第 3 条）。操業の継続や補助を受けた固定設備の継続利用を含めて企業

の特殊事情（リース契約や割賦購入の存在他）を毎年観察し、報告を受ける仕組

みも検討課題とすべきである。

⑤ 個々の設備投資額の下限の設定の必要（意見）

a. 現状 

前述のように補助金の対象となる設備投資額は、「鹿児島県企業立地促進補助金交

付要綱」で地方税法第 341条に規定する固定資産であり償却資産税を含む固定資

産税が課される固定資産で土地を除くものとされている。

なお、一般的な会計のルールでは、固定資産は税法の規定に従い、一定の取得価

額以上（200千円以上あるいは 100千円以上）のものを計上する。

今回、一般的な会計のルールからすると固定資産には該当すると思われないもの

を補助の対象としている以下の事例がみられた。

N1社
100千円未満の少額な支出（中古資産）についてその合計 1,689
千円が固定資産台帳に計上され、支払の証憑もあることから補

助金の対象となっている。

N2社
38千円の少額な支出について、固定資産台帳に計上され、支払
の証憑もあることから補助金の対象となっている。

b. 問題点 

 固定資産計上ルールの継続性の必要 

固定資産の計上基準は各企業の固定資産の計上ルールであり、継続的に適用され

てこそルールとして成り立つ。今回 100千円未満の金額での申請がある 2社につ

いても自社の固定資産計上のルールに基づいて固定資産の計上がなされ補助金申

請がなされているのであるならば問題ない。

しかしながら、補助金を多く申請するがために補助金申請時のみ自社のルールを

曲げてあえて固定資産計上を行っているなどとしたならば問題がある。また、ル

ールが継続的に適用されていることを確認できる仕組みは鹿児島県にはない。

 事務処理の効率性 

設備投資として申請のあった設備投資額について、鹿児島県は固定資産台帳等で
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詳細を確認するとともに現地調査を行い現物との照会を行っている。補助の対象

を確定するためには必要なことではあるが、あまりに少額な支出についてまで現

物照会を行うことは鹿児島県が実施すべき事務処理としては効率的ではない。

c. 改善案 

 補助対象となる設備投資額の 1 件当たりの基準額の設定 

問題点で指摘した以下の事項を改善するためには補助対象となる設備投資額 1件

当たりの基準額を設定することを検討する必要がある。

・固定資産計上ルールの継続性の必要

・事務処理の効率性

固定資産は 1件当たり 100千円あるいは 200千円以上の計上が金額的な基準とし

ては一般的である。また、100千円以上 200千円未満の設備投資や 300千円未満

の設備投資については税制上の政策的な配慮から固定資産計上のルールが様々あ

る。

これらの取扱いは個々の企業のルールに基づき決定されるが、鹿児島県がこのル

ールの継続適用を検証することは不可能と考えられる。

事務処理上の効率性も考慮にいれた場合、金額的な基準（1件当たり 200千円以

上の設備投資で固定資産計上）を設定した上で、該当する投資額を補助の対象と

し、必要となる確認作業を実施するようなルールの変更を検討すべきである。
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⑥ ソフトウェアに対する補助の取扱い（意見）

a. 現状 

現状の規則では無形固定資産に計上されたソフトウェアは、地方税法上で規定す

る固定資産ではないため補助金の対象とはならない。

 ソフトウェアと工場設備との関連性 

多くの工場設備はソフトウェアで制御されている。

工場設備は目に見える有形固定資産であるがソフトウェアは内部に組み込まれた

制御プログラムであるため、一体として購入し利用するようなケースでは、以下

のように固定資産の計上方法が異なる場合がある。

計上方法 説明

設備本体とソフトウ

ェアを区分計上

各々を有形固定資産の各勘定（例えば「機械及び装置」）

と無形固定資産の「ソフトウェア」勘定で計上

設備本体に合算 主体となる部分がどこであるかに着目し有形固定資産の

各勘定（例えば「機械及び装置」）で計上

研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針（公認会計士協会 会計

制度委員会報告第 12号 最終改正平成 23年 3月 29日）第 41項に以下のよう

な記述がある。

パソコンのように、ソフトウェア対応に互換性がある場合には、ソフトウェアと

機器は区分すべきである。しかし、ファームウェアのように機器組込みとしてセ

ットで購入しているものは、次のような理由からソフトウェアを区分することな

く機械等として処理することになる。したがって、機器組込みソフトウェアは機

械及び装置などの有形固定資産の減価償却を通じて費用化される。

 (1) 機器とソフトウェアは相互に有機的一体として機能すること。両者は別個で
は何ら機能せず、両者は一体としてはじめて機能する。

(i) 機能一体であることから機器とソフトウェアの対価は区分されていないの
が通例である。

(ii) 機器、ソフトウェアの技術革新を考えると、一方だけが長く機能するとは
考えにくい。

 (2) 経済的耐用年数も両者に相互関連性が高い。
しかしながら、ソフトウェアの交換（バージョンアップ）が予定されている場

合で、バージョンアップによる機能向上が革新的であるようなときは、機器と

は別個にソフトウェアとして処理することが適切なこともある。

また、機械等の購入時にソフトウェア交換が、契約により予定され、新・旧ソ

フトウェアの購入価格が明確な場合には、ソフトウェア部分を区分して処理す

ることも考えられる。

現状の規則では無形固定資産に計上されたソフトウェアは、地方税法上で規定す

る固定資産ではないため補助金の対象とはならない。
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b. 問題点 

有形固定資産と無形固定資産に区分する会計処理方法によっては補助金の対象と

なり得る場合もあり、公平とはいえない。

確認した事例においても以下のように補助金の対象となっているソフトウェア関

連支出が存在した。

会社名 内容

T社 工場内タンク工事等のソフトウェア分合計 11,740千円が補助金
の対象に含まれている。

F社 検査装置計上調整作業及びソフトウェア更新工事合計 570 千円
を機械装置勘定で計上し、補助金の対象に含まれている。

H社 「自動倉庫検索システムカスタマイズ ソフトサービス」900
千円が補助金の対象に含まれている。

M社 受発注管理ソフト 3,000 千円と発注書・納品書作成ソフト 800
千円が補助金の対象に含まれている。

c. 改善案  

コンピュータ制御される機械設備の実態を考慮した場合、設備投資額としてソフ

トウェア分の価値を無視することはできない。補助対象となる設備投資額を地方

法人税法第 341条に規定する固定資産に限定する必要はない。

つまり、雇用の増大につながる設備投資額の判断の基準は企業の設備投資の実情

に合わせて適合させなければ、施策そのものの有効性が失われてしまうことにな

りかねない。

また、現状でも補助対象となっているソフトウェア部分があることを考えた場合、

少なくとも申請者においては公平な取扱いを行うことも留意しなければならない。

これらの取扱については、規定等において明確化することの検討も必要である。
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⑦ 親会社と子会社が一体となって設備投資する事例（意見）

a. 現状 

N社の補助対象事業等の概要は以下のとおりである。なお、当社は P社の 100%

子会社である。

項目 内容

事業所の新設・増設の

内容

P社 p工場
敷地面積：72,263㎡
建物面積：9,400㎡

新規雇用者数

32 名（うち 3 名は P 社の従業員であるが、工場増設前
からN社へ出向し、既存工場で勤務しており、工場増設
に伴い増設工場へ配属替えとなっている。）

設備投資額 4,770,098千円

補助金交付額 286,205千円

本件では、親会社である P社が事業所を設置しているが（敷地も P社が所有）、

操業は同社が 50%以上出資しているN社であるため、「補助金交付要綱別表※８」

により、N社が施設を取得したものとみなされ、補助金もN社へ交付されている。

本件の補助金は、投資額が 10億円以上であることから、新規雇用者数は 30人以

上であることが要件とされている。この新規雇用者数について、「施設取得者」（P

社）と「操業者」（N 社）を合算して検討して良いかが要綱上明らかでないこと

から、産業立地課では次のように検討した経緯がある。

・ 補助金交付の目的である「産業の振興と雇用の増大」（要綱第 1条）の効果
が得られること。

・ 今回のように、親会社・子会社が一体となった事業計画による設備投資案

件は珍しくなく、企業にとっては、親会社・子会社間の役割分担の上で、

合理的に資本投資や人員配置を行ったものと考えられ、現状交付要綱にお

いて、新規雇用者を合算できない旨の規定がないことをもって、合算しな

いとする積極的な理由がないこと。

・ 今後も同様の事例が発生すると思われ、合算可とすることで、企業立地の

促進がより図られること。

上記の検討結果は、監査人も妥当と判断する。
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b. 問題点 

本件のように親会社と子会社の新規雇用者を合算して要件の適否を検討する場合、

当然に親会社と子会社の新規雇用を確認する必要がある。この点、子会社である

N社の新規雇用者 29名と親会社である P社からの配属替え 3名については、労

働者名簿、賃金台帳、雇用保険被保険者証によって確認されている。したがって、

合算して 30 人以上の新規雇用者という要件を満たすには、P 社の p 工場におけ

る新規雇用者（配属替え含む）が少なくとも 1 名以上であることが必要である。

県では補助の対象を確定するための現地調査の際に聞き取り等を行い、その事実

を確認したとのことであるが、これについて確認された証跡が認められておらず、

合規性の観点で問題がある。

c. 改善案 

補助金の交付要件を満たすか否かの確認は、本事業にとって最も重要な手続の一

つである。特に本件の場合は新規雇用者数 30名以上という要件に対して、29名

分の確認しかされないまま補助金が交付されている。親会社と子会社で合算して

新規雇用者数を検討する場合は、単体企業の場合と同様に配置転換を除いた新規

雇用者数について確認した証跡を残しておく必要がある。

また、前述の検討経緯にあるとおり、「今後も同様の事例が発生すると思われ、合

算可とすることで、企業立地の促進がより図られること」から、補助金の交付要

綱にも、親会社と子会社の新規雇用者数を合算可とする旨を追加すべきである。
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２) BCP緊急対策補助金 

① 補助対象経費に係る消費税の取扱い（結果）

a. 現状 

発電用施設周辺地域立地企業BCP緊急対策補助金の概要は以下のとおりである。

対象企業 ・県外に本社もしくは親会社がある企業

・県外から県内に本社を移転した企業で当該移転日から 10年以内
に交付対象事業書指定の通知を受けたもの

対象事業 BCP（災害時に事業を継続するために作成する事業継続計画）に記
載された内容に基づき事業地域（一部の離島を除く県内全域）に所

在する事業において行う、水害、風害、地震災害その他の災害を防

除するために必要な事業所の改修、避難施設の整備、防災無線設備

の整備その他の防災対策に係る施設及び設備の整備

対象経費 防災対策関連事業に要する測量設計費、工事費、備品購入費及び附

帯工事費

補助金額 補助対象経費の 2分の 1以内に相当する額（上限 1千万円）

また、平成 27年度における補助金の交付状況は以下のとおりである。

企業 事業内容 補助金交付額（千円）

K社 A工場 工場の建屋耐震補強工事 8,145 
K社 B工場 工場の建屋耐震補強工事 10,000 

S社 工場の風水害対策工事 10,000 
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b. 問題点 

「発電用施設周辺地域立地企業 BCP緊急対策補助金交付要綱」第 6条では、「補

助金の交付を申請するにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額を減額して交付申請しなければならない。」と定めている。

しかし、平成 27 年度の上記 3 件の補助金交付額算定にあたっては、対象企業が

課税事業者でないことを示す根拠がないにもかかわらず、いずれも補助対象経費

が消費税込みで算定されていた。消費税抜きの補助対象経費に基づいて補助金交

付額を算定すると次のようになる。

（単位：千円）

補助対象経費

（税抜）①

あるべき補助金②

（① ÷２）
（上限 1千万円）

実際の補助金

交付額③

過大交付額

（③－②）

K社 A工場 15,083
[16,290]

7,541
[8,145] 8,145 603

K社 B工場 18,890
[20,401]

9,445
[10,000] 10,000 555

S社 20,600 10,000 10,000 －

合計
54,573

[57,291]
26,986

[28,145] 28,145 1,158

表中[ ]の数字は、実際の補助金交付申請・交付決定に係る金額

このように、S社では結果的にあるべき補助金交付額は 10,000千円で問題なかっ

たが、K社 A工場と B工場については、合計 1,158千円の補助金が過大に交付さ

れており、合規性の観点で問題がある。

c. 改善案 

消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書の提出を求め、実際に過大に交付さ

れていた場合は、補助金の返還の手続を取るべきである。

次に、今後同様の処理誤りが起こらないように、補助対象事業者が消費税の課税

事業者であるか否かを確認できる書類を、補助金実績報告書の添付書類として提

出を求めるよう改善すべきである。その際には、添付書類の収支報告書の「補助

事業に要した経費」欄に、課税事業者の場合は消費税抜きの金額を記載するよう

注意書きを付しておくことで、さらに処理誤りを防ぐことができると考えられる。
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② 補助対象とすべき修復工事の範囲（意見）

a. 現状 

県は、S社に対して、同社の第 1工場と第 2工場の風水害対策工事について 10,000

千円の補助金を交付している。補助金交付までの大まかな流れは次のとおりであ

る。

日付 書類等の内容

H27/12/1 交付対象事業所指定申請書を提出。

同申請内容には「台風 豪雨による風水害対策 建屋の補強 建屋

補強に伴う、配管、配電工事 25,488千円」と記載されている。
本申請書には県担当者の手書きで、補助金申請は建屋の補強のみ。

（建屋補強に伴う、配管、配電工事）は、自己資金で行うと記載さ

れている。

H27/12/7
（決裁日）

上記申請の際に県担当者が作成した概要説明資料には以下の記載

がある。

・古い建屋であり外観からも見て取れる程度に外壁等の損傷があ

る。

・災害とまではいえない規模の風雨により、水漏れ等が発生する状

況。

・対策の緊急度や資金面から勘案し、まずは風水害対策工事から先

に行う。

・平成 5年第 13号台風及び平成 5年 8月 6日豪雨のレベルに耐え
得る対策とする。

上記の他、「損壊防止のための外壁張替工事及び漏電対策工事を行

う」との記載があり、手書きで「外壁張替工事」について「補助金

申請はこちらのみ」と書かれ、「漏電対策工事」については「自己

資金にて外壁張替工事が終わり次第行う」との記載がある。

H27/12/7 交付申請書に添付された工事業者からの見積書の工事名は以下の

とおり。

(ⅰ)風水害腐食に伴う漏電対策復旧工事 16,500千円（税抜）
(ⅱ)台風災害に伴う外壁張替工事 7,100千円（税抜）
なお、(ⅰ)は S社の第 1工場、(ⅱ)は第 2工場における工事である。

H28/3/15 実績報告書に添付された工事注文請書の工事名と金額は以下のと

おり（請負者は上記見積提出業者と同じ）。

・風水害腐食に伴う漏電対策復旧（第一工場）14,500千円（税抜）
・風水害腐食に伴う漏電対策復旧（第二工場） 6,100千円（税抜）

H28/3/23 上記実績報告の審査の際に担当者が作成した概要説明資料には、補

助金申請は外壁張り替え工事のみ。漏電対策工事は自己資金にて行

ったとの記載がある。

上記のような流れを経て、漏電対策工事等に対して 10,000 千円の補助金が交付

されている。
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b. 問題点 

前述のとおり、交付対象事業所指定申請書の提出段階では、「外壁張替工事」が補

助金申請の対象とされ、「漏電対策工事」は自己資金で行うことが想定されていた。

また、工事業者も当初は漏電対策復旧工事と外壁張替工事というように第 1 工場

と第 2 工場で異なる工事名で見積書を作成していたが、最終的な工事注文請書で

はいずれも工事名が漏電対策復旧工事とされている。

図面及び工事写真から、最終的な工事内容は次のようである。

工事注文請書の工事名 主な工事内容

風水害腐食に伴う漏電対

策復旧（第一工場）

工場外壁の張替（社名の表示も変更）、軽量シャッ

ターの設置、内壁・天井の張替

風水害腐食に伴う漏電対

策復旧（第二工場）
工場外壁の張替（庇、土台水切りの解体撤去含む）

工事注文請書の工事名からは、補助対象事業者と工事業者との間では漏電対策復

旧工事という認識で工事が行われていたと考えられるが、そうであれば、漏電対

策復旧工事は補助の対象とすべきではない。

次に、実際の工事内容から外壁張替工事が中心であったと考えられるとしても、

本件の外壁張替工事が本補助金の交付目的に合致しているかという問題がある。

本補助金は、要綱によれば BCP に記載された内容に基づき、水害、風害、地震

災害その他の災害を防除するための事業所の改修等を対象としている。そこで本

件の外壁張替工事も、「平成 5 年第 13 号台風及び平成 5 年 8 月 6 日豪雨のレベル

に耐え得る」建屋とすることを目的としているが、工事前において「古い建屋で

あり外観からも見て取れる程度に外壁等の損傷が」あり、「災害とまではいえない

規模の風雨により、水漏れ等が発生する状況」であることから、本件工事には、

通常の風雨に耐えられる程度の修復工事が含まれていると考えるべきである。こ

のような通常の修復工事部分は、補助対象事業者の BCP が対象とする災害（震

度 6 弱以上の地震、平成 5 年第 13 号台風レベル、平成 5 年 8 月 6 日豪雨レベル）

を防除するものではなく、有効性の観点から問題がある。

以上を整理すると次のようになる。

漏電対策復旧工事 外壁張替工事

BCP が対象とする災害レベル 補助の対象とすべき 補助の対象とすべき

通常の風雨に耐えられるレベル 補助の対象とすべきでない 補助の対象とすべきでない
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なお、本件の修復工事が、平成 5 年第 13 号台風レベル、平成 5 年 8 月 6 日豪雨

レベルに耐えうるものであるかについては、設計図、県の検査調書、企業訪問等

報告書等からは明らかとなっていない。

c. 改善案 

本件のように、通常の風雨等に耐えられない現況にある工場等が、より大きな被

害をもたらす特定の災害を防除するための改修等を行う場合、通常の風雨等に耐

えられるための工事と、それを上回る補強工事とを区分し、後者の補強工事のみ

を補助対象とすることを要綱等で明確化し、運用していくべきである。
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内陸・臨海工業用地企業立地促進事業(No.4)  ４.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

名称 内容 支出先
支出額（千

円）

万之瀬川導水施設維持管

理負担金、万之瀬川導水施

設改良負担金、および、川

辺ダム維持管理負担金

永田川施設の老朽化や安

定的な水量確保の観点等

から、永田川の取水・浄

水施設を廃止して万之瀬

川導水施設に移行する

鹿児島県工業用

水道事業管理者

48,440

計 48,440

２) 委託料 

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 41 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的
内陸工業団地や臨海工業用地への企業立地等を推進し、本県産業の振興と

雇用の増大を図る。

根拠法令等
・農村地域工業導入促進法等

・万之瀬川導水事業に関する基本協定

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 17,969 20,989 62,753
決算 17,433 16,826 61,754

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

3,655 55,925 2,172 61,754
節内訳 負担金補助

及び交付金
委託料 その他 合計

48,440 12,401  912 61,754
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名称
内容 支出先 支出額

（千円）

鹿児島県工業用地案内広告（日経

ビジネス）の制作掲載業務

企業立地促進を図るた

めの広告の制作及び掲

載

(株)日経 BP ア

ド・パートナー

ズ

2,592

「平成２７年度「しごと」創生～

巡る。かごしまの工業団地ツアー

事業」業務委託

本県の魅力ある立地環

境等を実感してもらう

ため、県内工業団地等

を巡るツアー

鹿児島県旅行

業共同組合
3,581

鹿児島臨空団地環境整備業務委託
適正管理を目的とした

定期巡回点検及び除草
(株)末広 2,376

鹿児島臨海工業地帯１号用地環境

整備業務委託

適正管理を目的とした

定期巡回点検及び除草
(株)加治木建設 1,134

国分上野原テクノパーク環境整備

業務委託

適正管理を目的とした

定期巡回点検及び除草

有限会社西村

造園
1,069

その他 1,648
計 12,401
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監査結果及び意見（３）

１) 事業全般 

① 工業団地の有効利用（意見）

a. 現状 

平成 28 年 12 月末現在の各工業団地の概要は以下のとおりである。なお、国分上

野原テクノパークは、地域振興公社の公益財団法人移行に伴い、平成 25 年 4 月 1

日から、鹿児島臨空団地は、土地開発公社の解散に伴い、平成 25 年 9 月 30 日か

ら、それぞれ県が管理している。

団地名
鹿児島臨海

工業地帯 1 号用地

国分上野原

テクノパーク
鹿児島臨空団地

造成費用 約 686 億円 約 40 億円 約 60 億円（＊1）
分譲開始 昭和 52 年 昭和 62 年 平成 16 年

分譲面積 360.3ha 25.5ha 18.8ha 
分譲済面積 351.0ha 23.6ha 4.0ha 
未分譲面積 9.3ha 1.9ha 14.8ha 
分譲率 97.4% 92.4% 21.3% 
分譲価格 30,550 円/㎡ 7,000 円/㎡ 28,168 円/㎡(有効敷地) 

9,390 円/㎡(法面) 
所有者 県 県 県

（＊1）鹿児島臨空団地は当初土地開発公社が開発しており、平成 18 年度から解

散するまでの平成 25 年度まで、県は土地開発公社の借入金利息に対して

補助を行っていた（累計約 5 億円）

分譲状況実績 

団地名
鹿児島臨海工業

地帯 1 号用地

国分上野原

テクノパーク
鹿児島臨空団地

平成 21 年度 1 件 なし 1 件

平成 22 年度 1 件 なし 2 件

平成 23 年度 なし なし なし

平成 24 年度 なし なし なし

平成 25 年度 なし 1 件（4.4ha） なし

平成 26 年度 なし 1 件（0.6ha） なし

平成 27 年度 なし なし 1 件（1.0 ha）
平成 28 年度 1 件（0.7 ha） なし なし
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分譲価格の推移は以下のとおりである。

団地名
鹿児島臨海工業帯

1 号用地

国分上野原

テクノパーク

鹿児島臨空団地

平成 21 年度 36,800 円/㎡
(～H21.7.31) 
30,550 円/㎡
(H21.8.1～) 

36,916 円/㎡
平成 22 年度 9,000 円/㎡
平成 23 年度

平成 24 年度

平成 25 年度 7,000 円/㎡
(H25.10.1～) 

28,168 円/㎡
(H25.9.30～) 平成 26 年度

平成 27 年度

平成 28 年度

1 号用地は A 区の工場用地のもの、臨空団地は有効敷地のもの

b. 問題点 

上記のとおり、各団地とも過去 5 年間で 1～2 件の分譲しか成立しておらず長期

間未分譲地が残っている。特に鹿児島臨空団地は約 60 億円の造成費及び約 5 億

円の補助金等を使っているにもかかわらず、分譲率が 21.3％であり、ほとんどが

未分譲地であり、県有地が有効に利用されているとは言えない状況である。

なお、宮崎県と補助金制度・分譲価格を比較すると以下のとおりである。

項目 鹿児島県 宮崎県

補助金制度

企業立地促進補助金（設備投資

額と新規雇用者を要件に設備

投資額を補助。限度額 10 億円）

生産設備投資促進補助金（設備

投資額等を要件に、設備投資額

と移転経費を補助。限度額 10
億円）

発電用施設周辺地域立地企業

BCP 緊急対策補助金（防災対

策関連事業に要する工事費等

を補助。限度額 10 百万円）

県外立地企業（設備投資額と新

規雇用者を要件に設備投資額

を補助。限度額 5 億円）

県内立地企業（設備投資額と新

規雇用者を要件に設備投資額

を補助。限度額 2.5 億円）

大型案件（設備投資額と新規雇

用者を要件に設備投資額を補

助。限度額 50 億円）

工業団地の

分譲価格

28,168 円/㎡（臨空団地） 3,500 円/㎡（宮崎フリーウェイ

団地）市町村の補助も合わせる

と 2,950 円/㎡
宮崎県のデータは宮崎県ホームページより
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宮崎フリーウェイ工業団地は以下のとおり 3,500 円/㎡（市町村の補助も合わせ

ると 2,950 円/㎡）で募集されており、臨空団地に比べると安価な設定となって

いる。

補助金限度額は鹿児島県より宮崎県のほうが高く、また、分譲価格は鹿児島県よ

り宮崎県のほうが安い。単純比較はできないものの鹿児島県が宮崎県より企業立

地において優位性があるとは言えない状況である。

c. 改善案 

現状の分譲価格等の条件について検討し、隣県の宮崎県など立地が近い工業団地

に対しての優位性を積極的にアピールしていくなどの対策が必要となる。

特に約 2 割の分譲という臨空団地は、これまでの支出額 65 億円の大部分が企業

誘致・雇用増大につながっていない結果となっている。しかも、最近の分譲状況

から、今後の工業団地として位置づけについても疑問が生じる。臨空団地の有効

利用について外部の専門家の提言や広くアイディアを公募するなどの検討が必要

である。
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２) 「平成２７年度「しごと」創生～巡る。かごしまの工業団地ツアー事業」業務委託 

① 事業費内容の検証の必要性（意見）

a. 現状 

平成 27 年度においては、県外の企業経営者等を対象に本県の魅力ある立地環境

等を実感してもらう目的で、県内工業団地等を巡るツアーを 2 回実施している。

業務受託は企画段階で 2 者の競争となり、業務受託者選定委員会により決定され

た後に一者随意契約を締結している。

ツアーの実施概要は以下のとおりである。

1 回目 2 回目

実施日 平成 27 年 7 月 9 日～7 月 10 日

1 泊 2 日 南薩摩方面

平成 27 年 10 月 15 日～10 月 16 日

1 泊 2 日 大隅半島方面

内容 工業団地の視察および生産者との交流に付随するものとして、以下も企画された。

・バスガイドによる工業団地周辺の観光地および見どころの紹介

・鹿児島らしい歴史、食の紹介

・両地域の有する美しい景観を体感したり施設を利用したりする体験活動

タイトル 南薩摩 山・野・里・海

味のある地元のおもてなしと、ひと味ちが

う魅力体験型工業団地視察ツアー

地域密着＆魅力体験型 工業団地視察ツアー

対象者 食品関連企業担当者

定員は各 20 名

募集方法 ・全国旅行業協会各県支部へのチラシの送

付

・Facebook での周知

・鹿児島県の東京事務所、大阪事務所にチ

ラシを送付し、担当者の募集活動を補助

・県外の新聞への広告掲載

・Facebook での周知

・鹿児島県の東京事務所、大阪事務所にチラ

シを送付し、担当者の募集活動を補助

参加人数 19 名 14 名

訪問先・

行程

10:00 鹿児島空港 10:00 鹿児島空港

10:10～10:25 臨空団地見学 10:05～10:20 臨空団地見学

12:00～12:30 藁焼き体験 10:40～11:00 養豚農場見学

12:30～13:10 昼食 11:15～11 :45 地場企業見学

13:15～13:40 鰹節工場見学 11:45～12:25 昼食

13:50～14:30 誘致企業見学 13:30～14:20 誘致企業訪問

15:00～15:40 茶葉農家青年部と交流 15:50～16:20 ピーマン農家見学

16:15 ホテルチェックイン 17:00 ホテルチェックイン

16:35～17:35 情報交換会 17:00～17:30 地元特産品農産品紹介

17:35～18:35 温泉砂蒸し体験 17:30 入浴

18:40～ 夕食 19:00～ 夕食

8:45 チェックアウト 8:15 チェックアウト

9:10～9:45 指宿オクラ農家見学 8:35～8:50 志布志港新若浜地区港湾関連用

地見学

10:10～11:00 県水産技術開発ｾﾝﾀｰ見学 8:55～9:05 志布志市臨海工業団地見学

11:30～12:20 昼食 9:40～11:10 大隅加工技術研究センター見学

12:40～13:00 鹿児島臨海工業地帯1号用地

見学

13:05～13:20 買物 11:50～12:30 誘致企業訪問

14:20～15:10 地場企業見学 13:00～13:40 昼食

15:15 鹿児島空港 15:30 鹿児島空港
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ツアーの予定価格積算時、委託業者の企画提案時、業務終了時におけるそれぞれ

の事業費内訳は次のとおりである。

単位：千円

予定価格 企画提案時 実績 内容

項目 金額 種別 金額 項目 金額

航空運賃 2,636

旅行原価 1,944

旅費交通費 1,235 参加者の鹿児島

までの往復航空

代・宿泊費
宿泊費 440 宿泊費 290
バス代 299 バス代 540
昼食代 120 昼食代 111
懇親会費 200 懇親会費 58
負担金 △320 負担金 △285
旅行原価小計 3,375  1,944 小計 1,951

広告費

105
広告費 723 広告費 507

チラシ等印刷

費・募集に係る

宣伝等

諸経費 100

通信費 758 通信費 218 通信費（郵送・

電信費）

現地係員

旅費
64 現地係員旅費 115 現地係員旅費

雑費 90
現地視察交通費等 60 現地係員の視察

旅費

企画催行管理費 597
雑費 130

小計 100 913  1,122
計 3,581 3,581  3,581

参加人数 40 名 40 名 33 名

予定価格は、予算要求単価表等に基づき県が積算している。企画提案時の価格は

受託業者が業者選定に先だって提出したものである。また、実績は業務終了後に

受託業者が報告したものである。

上記のように事業費の内訳は、予定価格、提案価格、実績でその内容が大きく異

なっている。
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b. 問題点 

事業費について予定価格、企画提案価格及び実績について以下のように問題点が

生じている。

 参加者旅費の比較 

項目 予定価格 提案価格 実績 問題点

参加者

旅費
3,375 千円 1,944 千円 1,951 千円

・予定価格と提案価格の乖

離が大きい

・参加人数が減少したにも

かかわらず提案価格と

実績でほとんど差がな

い。

参加

人数
40 名 40 名 33 名

1 人あた

り単価
84 千円 48 千円 59 千円

参加者旅費は、予定価格と提案価格との乖離が大きい。県は予定価格の積算では、

予算要求単価表を使っており、例えば、大阪鹿児島間の往復航空運賃は 56,900

円、東京鹿児島間は 74,900 円となっている。それに対し、委託業者は内訳を明

らかにしていないが、予定人数の 40 名で推定すると、宿泊費込みで一人あたり

平均が 48,600 円であり、一般に取り扱われている宿泊パックの相場からすると

おおむね妥当な金額といえると考えられる。したがって、予定価格が高すぎる可

能性があり、無駄な予算が使われるおそれがあり、経済性の観点からも疑問が生

じる

また、企画提案時の参加人数概算の 40 名に対し、実際の参加者 33 名だったにも

かかわらず、企画提案時の旅費金額と実績に差がない。本来この差 7 名分につい

て実績額は減少すると考えるのが通常であるが、逆に増加している。1 人あたり

の単価は 59,121 円と提案価格より約 1 万円上昇している。

 広告費の比較 

項目 予定価格 提案価格 実績 問題点

広告費 105 千円 723 千円 507 千円

・業務仕様書では新聞広告等に

ついて記載がないにもかかわ

らず、新聞広告等を実施して

いる。

募集については、業務契約書の仕様書によれば「ツアーへの参加者を募集するた

め、目的を踏まえた効果的なチラシを作成するとともに、参加者の募集受付や問

い合わせ対応などを行う。」とされている。また、「企画提案募集実施要領」によ

ると、「ツアーへの参加者を募集するため、目的を踏まえた効果的なチラシを作成

するとともに、参加者の募集受付や問い合わせ対応などを行うこと。また、ツア

ー参加者の募集に係る業務は県が主体となって行うが、これらの業務の事務等に

協力すること。」とされている。その内容からするとチラシを作成することは業務

委託契約の範囲内の行為である一方、委託業者が新聞広告等の募集宣伝に関する
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業務を主体として行うことは業務委託契約の範囲外の行為と考えられる。県が予

定価格として積上げた 100千円に対し、企画提案時が 723千円と差異が大きくな

っている原因が新聞広告と考えられる。委託契約書並びに業務仕様書に記載され

ていない委託先による新聞広告の実施は、県が委託した業務の範囲を逸脱してい

るおそれがある。

 諸経費の比較 

（単位：千円）

項目 予定価格 提案価格 実績 問題点

諸経費

通信費

100

758 218 ・提案価格が高い

現地係員

旅費
64 115 －

現地係員

視察旅費
－ 60 －

企画催行

管理費
－ 597 ・内容の把握が不十分

雑費 90 130 －

計 100 723 1,122
諸経費のうち通信費は、企画提案価格に対する実績の減少幅が大きい。また、企

画催行管理費は企画提案時にその項目がなかったにもかかわらず実績のみ発生し

ている。県担当者は実績報告書を受取った際に、事業費明細の内容を把握理解し

た上で、事業費の妥当性を検討しなければならない。しかしながら、提案価格と

実績の差異内容及び支出内容を十分に把握していないため、その事業費が無駄に

使われているとの疑念が生じる。

このように事業費については、業務仕様書の範囲外の支出が行われていること、

参加人数減が経費に反映していないこと、内容の把握が十分でない支出があるこ

となど、委託先の事業費支出の妥当性について疑義がある。

c. 改善案 

提案時・実績報告時にそれぞれ事業費の内容を把握する必要がある。特に、業務

契約書及び仕様書に基づく業務に関係する支出であるかについての精査を行い、

経済性の観点から無駄な経費の有無を検証すべきである。

たとえば、参加者旅費などは参加人数によって変動するため、総額でなく一人当

たりの単価を分析する必要があり、広告費、通信費及び諸経費など固定費はその

支出目的について詳細な説明を受け内容を把握すべきである。

いずれであっても支出内容に疑問があれば原始証憑の提示を要請すること等も必

要である。
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② 参加者募集方法ごとの効果検証の必要性（意見）

a. 現状 

工業団地ツアー1回目は募集 20名に対し 19名、2回目は募集 20名に対し 14名

にとどまっている。また、合計人数は 33 名だが、同一の会社から複数メンバー

の参加や 2回ともに参加している会社があるため、会社数で括ると、29社となっ

ている。

参加者の募集手段としては、旅行業協会各県支部へのチラシ、Facebook、東京事

務所及び大阪事務所の県職員を通じての企業訪問時のチラシ案内、新聞広告によ

っているが、参加者へのアンケート項目に「ツアーをどこで知ったか」など、募

集方法の有効性を把握していない。

b. 問題点 

上述のとおり、最終的には事業費の中に占める広告費の割合が高いにもかかわら

ず、各募集方法の広告効果の検証が十分に行われていないと思われる。効果的な

方法の把握なしでは、参加予定人数を大きく下回っている状況の改善は困難であ

る。

また、工業団地ツアーの最終的な目標である企業誘致との経済性や有効性の面か

らの検証ができなければ、無駄な経費ということにつながりかねない。

c. 改善案 

県の予算で工業団地ツアーを継続するのであれば、参加予定人数を満たす努力が

必要である。そのためには、募集方法の有効性についての検証にはアンケートの

項目の中に「このツアーをどこで知ったか」などを入れる必要がある。

また、インターネット等で情報収集が容易である現在、企業誘致に関する情報の

積極的発信も必要である。さらには企業立地を検討する各社の置かれている状況

が異なることを考えた場合、複数の会社を集めてツアーを行うという方法が企業

立地のための方法として適切かを再検討することが求められる。
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③ ツアーの有効性・経済性の検証（意見）

a. 現状 

ツアー参加者に対して、アンケートを実施している。そのうち鹿児島の立地の可

能性についての結果は次のとおりであった。

1回目 2回目 計

大いにある 0 1 1 
少しは考えられる 7 3 10 
あまり考えられない 6 7 13 
全くない 6 0 6 
無回答 0 3 3 
計 20 14 34 
＊複数回答あり

ツアーの目的は鹿児島県内、特に工業団地への誘致である。上記アンケートで立

地の可能性について、「大いにある」「少しは考えられる」と回答した参加者は 11

名だが会社でまとめると 9社となる。その 9社には、そのツアー終了後、県職員

がアプローチするなど企業誘致のための努力は続けているものの、まだ鹿児島県

への立地には至っていない。

立地の可能性が「あまり考えられない」「全くない」と回答した参加者の中にその

理由として「会社の方向性の構想にない」「関西圏の外食店舗のため出店等は難し

い」「消費地から遠い」との回答もあった。

b. 問題点 

ツアーに参加したにもかかわらず、鹿児島県への立地の可能性のない参加者が 3

分の 2を超える状況をみると、当初より鹿児島県への立地を検討している企業が

どの程度、含まれていたのか疑問が生じる。立地可能性の低い参加者に予算を使

う意義が低いと考えられる。この事業を実施することによって効果的に企業誘致

につながるかという有効性、また使った予算に見合う経済性があるかという点で

疑念が生じる。

c. 改善案 

前述のように工業団地の分譲率が低い状況では、このようなツアーは企業立地を

検討中の企業に直接アピールできる貴重な機会であるため、ツアー参加者を募る

時点で鹿児島県への立地に対する意欲等についての情報把握に関する精度を上げ

る必要がある。

また、立地検討中の企業にとって団体ツアーという形態が鹿児島県の立地を検討

する際のニーズに適合するか定期的な検証も必要である。
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発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金造成事業(No.5) ５.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他 

節 名称 内容 支出先
支出額

（千円）

積立金 鹿児島県発電用施

設周辺地域企業立

地資金貸付基金運

用益の同基金への

積立

定期預金運用による利息

収入が歳入（財産収入）

に計上されており、同額

が基金積立として歳出に

計上

公金振替

2,829

計 2,829

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 57年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的

発電用施設の周辺の地域への企業の導入等のため、当該地域に立地する企

業に対し、土地取得費、設備費等に対する資金貸付を行うために基金造成

を行う。

根拠法令等
・電源立地地域対策交付金交付規則

・県発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金条例

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 2,380 2,180 2,830
決算 2,379 2,179 2,829

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 2,829    0 2,829
節内訳 負担金補助

及び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 2,829 2,829
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２) 鹿児島県発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金の内容 

① 鹿児島県発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金の目的

鹿児島県発電用施設周辺地域企業立地貸付基金（以下、「貸付基金」）は、発電用

施設等の所在市町村及び隣接市町村や近隣住民が通常通勤することができる地域

における企業立地の促進を図るための資金の貸付を行うため、昭和 57年 10月に

設置されたものであり、企業立地資金貸付金の財源に充てている。

基金の原資は国からの電源立地地域対策交付金であり、県の基金のひとつとして

運用されている。企業への貸付時においては、基金からの実質負担額は 3分の 1

（県から金融機関に貸付）、金融機関から 3分の 2（基金からの拠出額と合わせて

企業に融資）であり、実質的には協調融資としての貸付となるように設計されて

いる。

② 事業費計上額と貸付基金との関係

条例により基金の運用方法は最も確実かつ有利な預金や有価証券によるものと定

められており、貸付基金においてはその全額が定期預金によって運用されている。

その運用益は一般会計歳入に計上され、その同額が一般会計歳出として基金に積

み立てる会計処理がなされている。上表における貸付基金の運用益の同基金への

積立 2,829 千円は、平成 27 年度における基金運用益を基金に積み立てた際の歳
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出計上額である。

なお、貸付基金は国庫補助金により造成された基金であるため、電源立地地域対

策交付金の運用について（通達）１１．（４）に基づき、平成 27年 1月 23日に

経済産業大臣の許可を得て基金の処分を行っている。変更承認の際には、変更後

の基金事業が終了し、この事業に係る基金に残余が生じている時は国庫に返還す

べき旨が確認されている。

鹿児島県発電用施設周辺地域企業立地資金条例

第 10条
基金は、事業地域への企業の導入及び事業地域内における産業の活性化のため知

事が必要と認める場合に限り、その全部又は一部を処分することができる。

電源立地地域対策交付金の運用について（通達）

１１．（４）

既に交付金により造成した基金であって次に揚げるものは、社会的経済的事情の

変動により、当該基金の計画内容を変更して他の施設又は事業に当該基金を充当

する必要が生じた場合には、主務大臣の承認を受け、当該基金の計画内容を変更

することができる。

なお、申請については、様式６により行うこととし、当該基金の計画内容の変更

後に実施する事業は交付規則第３条第１項各号のいずれかに該当するものに限

る。

ア 事業運営基金

イ 施設整備基金

ウ 維持補修基金

エ 維持運営基金

オ 企業立地資金貸付事業に係る基金（旧規則附則第３項の規定による廃止前の電

源立地特別交付金交付規則（平成１２年科学技術庁・通商産業省告示第１０号。

以下「旧特別交付金交付規則」という。）第２条第１２号に規定する企業立地資金

貸付事業に係る基金及び旧特別交付金交付規則附則第２項の規定による廃止前の

電力移出県等交付金交付規則（昭和５６年科学技術庁・通商産業省告示第２号）

第２条第１項に規定する企業立地資金貸付事業に係る基金をいう。）
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監査結果及び意見（３）

１) 貸付基金 

① 貸付基金の利用状況の低迷（意見）

a. 現状 

平成 19年度に 66,866千円の新規の基金貸付があったがその後の利用はない。基金貸

付部分の返済が行われた結果、平成 26年度における貸付残高はゼロとなった。

直近 5年間の基金の利用状況は以下のとおりである。
（単位：千円）

年度 貸付基金残高
貸付残高

（内新規貸付高）
基金未利用高

平成 23年度 1,224,892 21,056（－） 1,203,836
平成 24年度 1,227,628 8,411（－） 1,219,217
平成 25年度 1,230,008 2,667（－） 1,227,341
平成 26年度 1,232,188 －（－） 1,232,188
平成 27年度 745,017 －（－） 745,017
なお、平成 27年度の貸付基金残高の減少は発電用施設周辺地域企業立地振興基金（以

下、「振興基金」）へと基金が移管（4.9億円）されたことによる減少である。

b. 問題点 

 政策目的を達成するための貸出期間 

貸出期間として 10 年以内を最長として想定しているが基金の貸付対象者として

製造の事業の用に供する工場を建設しようとする企業に対する設備資金の融資で

あることを考えた場合、10年内という期間は短いと思われる。企業の投下資金の

回収期間を考慮する必要がある。

 政策目的を達成するための貸出金利 

基金借入金の貸出利率は以下のとおりである（平成 25年度より）。
償還期間 3年超 7年以内の場合 年 1.6% 
償還期間 7年超 10年以内の場合 年 2.0% 
一方、市中での平均的な貸出金利は以下のとおである。

日本銀行金融機構局貸出約定平均金利の推移平成 28年 12月より（残高ベース）
金融機関種別 金利

都市銀行 0.870%
地方銀行 1.031%
第二地方銀行 1.237%
信用金庫 1.593%

また、日本政策金融公庫の中小企業事業金利の基準金利 10 年内は 1.21％となっ

ている。
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つまり一般的な企業の資金調達先の貸出条件と比較した場合、企業誘致活動の推

進のために有利といえるような条件ではない。

 県の貸出計画の実行可能性 

県は、平成 27 年度の繰替運用の実施計画時点において、今後の貸付見込みとし

て平成 27年度から平成 29年度にかけての 3年間で貸付見込額を 6億円、基金か

らの預託金額にして 2億円としている。

平成 27年度までの実績を考えた場合この計画の実現は不可能と思われる。
鹿児島県発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金の運用・

処分計画における今後の処分見込み 

(単位: 千円)

年度 

貸付見込額（金融機関→企業） 

 金融機関の貸出見

込額 

うち基金貸出額 

（基金→金融機関）

平成 27 年度 200,000 66,666
平成 28 年度 200,000 66,666
平成 29 年度 200,000 66,666
合計 600,000 200,000

c. 改善案 

 政策目的を達成するための貸出期間 

企業にとって、土地取得や整備費などを含めた新工場の建設には多額の設備資金

が必要となる。また、設備投資資金の回収期間は通常長期化する。

金融機関もそのことを念頭においた貸出金の返済期限を設定している。

県の貸出基金も金融機関における返済期限と同様の貸出期間を設定することによ

り設備投資資金としての利用も可能となる。市中における金融機関の大型設備投

資資金の貸出期間を調査しそれと適合する貸出期間の設定が必要となる。例えば

佐賀県における同基金の貸付期間は 15年以内を設定している。

 政策目的を達成するための貸出金利 

企業立地の促進を図るための資金貸付けであるためには少なくとも市中の貸出金

利の平均値よりは低率でなければならない。平成 25 年以前は長期プライムレー

トと連動した融資利率を設定しそれ以降は融資条件の見直しにより、償還期間 3

年超 7年以内の場合、年 1.6%、償還期間 7年超 10年以内の場合、年 2.0%とし

た。しかしこれは明らかに高率の設定である。長期プライムレートと連動した融

資利率の設定を検討する必要がある。

なお、平成 25年以前の昭和 59年に施行された鹿児島県企業立地資金融資要綱に
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よって当時の長期プライムレートに準じた定めは以下のようであったが現状に適

合した形での変更が必要である。

融資利率の設定 

長期プライムレート 融資利率 

9.0% 7.2% 
8.2% ～ 8.9% 6.6% 
7.5% ～ 8.1% 6.1% 
6.9% ～ 7.4% 5.6% 
6.3% ～ 6.8% 5.2% 
5.8% ～ 6.2% 4.8% 
5.4% ～ 5.7% 4.5% 
5.0% ～ 5.3% 4.2% 
4.6% ～ 4.9% 3.9% 
4.2% ～ 4.5% 3.6% 
3.9% ～ 4.1% 3.4% 
3.7% ～ 3.8% 3.2% 

～ 3.6% 3.1% 

 県の貸出計画の実行可能性 

県の平成 27年度は 66百万円の基金貸出を計画していたが、実際の貸出額はゼロ

であった。策定された計画は実行可能性のある計画でなければならず、貸出計画

を実行可能にするには、金利の低減、貸出期間の長期化等、ＰＤＣＡサイクルを

認識した社会の動きに合致する、つまり、目的にかなっているかの有効性、より

よい成果が上がる方法で行っているかどうかの効率性を勘案したさまざまな改善

策が必要である。

ＰＤＣＡサイクルとは事業活動を円滑に進める手法の一つであり、Plan⇒Do⇒
Check⇒Action の 4 段階を繰り返すことによって、業務活動を継続的・循環的に
改善するものである。つまり、このサイクルを 1 周するごとにより良い業務活動
へステップアップしていくということである。

各プロセスの内容は下記のとおりである。

プロセス 内容

Plan（計画） これまでの実績や将来の予測などをもとにして事業の企

画・立案・計画を行うこと

Do（実行） 事業計画に従って業務を実行すること

Check（評価） 業務の実施が計画に沿っているかどうかという観点から

実績を把握し、計画とこの実績を比較検討し、評価するこ

と

Action（改善） 計画と実績の比較・検討・評価の結果から導き出された改

善の必要な事項を、次の「Plan」に活かすこと
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鹿児島臨海環境整備基金造成事業(No.6)  ６.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他 

節 名称 内容 支出先
支出額

（千円）

積立金

鹿児島県臨海環境

整備基金運用益の

同基金への積立

定期預金運用による

利息収入が歳入（財産

収入）に計上されてお

り、同額が基金積立と

して歳出に計上

公金振替 12,024,274

計 12,024,274

２) 鹿児島県臨海環境整備基金の内容 

鹿児島臨海環境整備基金（以下「臨海環境整備基金」という）は、平成 4年度末

に解散した鹿児島開発事業団の剰余金を活用して、鹿児島臨海工業地帯の環境整

備を図るため、鹿児島臨海工業地帯の緑地及び七ツ島サンライフプールの管理等

に要する経費の財源確保や、万之瀬川導水事業及び川辺ダム建設事業に係る県負

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 5年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進

事業の目的 鹿児島臨海工業地帯の環境整備を図るため、基金造成を行う。

根拠法令等 県臨海環境整備基金条例

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 11,437 12,080 12,025
決算 11,436 12,079 12,024

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 12,024    0 12,024
節内訳 負担金補助金

及び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 12,024 12,024
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担金の財源確保を目的として設置されたものである。

平成 27 年度における基金からの処分事業は、条例の規定に基づき、これまで谷

山緑地や光山・和田公園の緑地帯の維持管理、七ツ島サンライフプールの管理費

や万之瀬川導水事業等に係る県負担金等に充当している。

監査結果及び意見（３）

１) 臨海環境整備基金 

① 臨海環境整備基金の有効活用（意見）

a. 現状 

臨海環境整備基金の基金残高の推移は以下のとおりである。

臨海環境整備基金残高の推移

(単位: 千円)
年度 残高

平成 23 年度末 4,910,768
平成 24 年度末 4,870,834
平成 25 年度末 4,831,703
平成 26 年度末 4,796,568
平成 27 年度末 4,720,955

40 億円以上の基金残高を保有している。

平成 27 年度の状況は下表のとおりである。

平成 27 年度臨海環境整備基金の状況 

(単位: 千円)

区分 金額 備考

平成 27 年度当初

基金残高
4,796,568

平成 27 年度

運用額
12,024 大口定期 4,796,568 千円×鹿児島県信用農業

協同組合連合会（定期）0.250% 
平成 27 年度

基金処分額
48,441 万之瀬川導水事業（産業立地課）

 1,134 1 号用地環境整備（産業立地課）

 0 サンライフプール改修事業（産業立地課）

※民間事業者売却に伴い終了

 15,181 谷山緑地維持管理（都市計画課）

22,882 光山・和田公園維持管理（都市計画課）

87,638 合計

平成 27 年度末

基金残高
4,720,955 当初残高＋運用額－基金処分額
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基金処分額が最も大きい充当事業は万之瀬川導水事業の 48 百万円であるが、そ

の整備計画によれば、県単独施設（浄水・配水施設）として鹿児島市平川に浄水・

配水施設を整備し、鹿児島市との共同施設（取水・導水施設）については老朽化

した監視制御設備やポンプ等の電気・機械設備を更新する予定である。

なお、鹿児島市との共同施設（取水・導水施設）の事業費 16.9 億円のうち、県負

担割合の 20/75 に相当する 4.5 億円を負担することとなっている。

当該事業は平成 30 年度までの完了を予定しており、平成 28 年度以降の臨海環境

整備基金からの支出は、平成 28 年度から平成 30 年度までの処分予定額（共同施

設）の合計で 4.0 億円程度の見込みとなっている。

年度別事業費（平成 28 年度当初予算ベース）

(単位: 千円、税込)

区分 内容 
平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 
合計 

単独施設
浄水・ 

配水施設
30,632 130,779 1,151,600 1,131,933 15,000 2,459,944

共同施設
取水・ 

導水施設
2,643 43,977 101,888 121,046 180,777 450,331

計 33,275 174,756 1,253,488 1,252,979 195,777 2,910,275

単独施設（浄水・配水施設）24.6 億円の事業費は財源が企業債で賄われるため、

臨海環境整備基金からの支出の予定はない。

鹿児島市との共同施設の今後の支出額も基金残高に重大な影響を与える額ではな

い。

つまり、年間 10 百万円以上の運用益もあることから基金残高が大きく減少する

要素はないといえ確実に 40 億円以上の基金残高が維持される形となっている。

b. 問題点 

 基金残高に比して活用実績が僅少 

平成 27 年度末基金残高 47.2 億円の規模に対し、基金処分額が複数課の管轄事業

を合計しても 87 百万円と極めて少額であり、過年度実績からしても 49 億円台か

ら 47 億円台まで巨額の残高のまま推移してきている。

県はこの巨額な基金残高について鹿児島県信用農業協同組合連合会（定期）

0.250%という低金利で運用しているのみであり、実質的な休眠状態といえる点で

問題である。

 基金残高の今後の活用方法が不明確 

臨海環境整備基金の事業費充当による基金取崩予定額は、平成 28 年度以降の万
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之瀬川導水事業負担金として見込まれる 4.0 億円が主であり他に主だったものは

ない。負担金を差し引いても尚、依然として 43 億円という巨額の残高となる見

込みである。基金になんらかの活用方法があればよいがこのままでは休眠状態が

続く形となる。

c. 改善案 

 鹿児島臨海工業地帯の環境整備のための基金の活用 

鹿児島臨海環境整備基金条例によれば、基金の処分について以下のような規定が

定められている。

鹿児島臨海環境整備基金条例

第 6 条

基金は、次の掲げる場合に限り、その全部又は一部を処分することができる。

(1) 鹿児島臨海工業地帯の緑地管理等に要する経費の財源に充てるとき。

(2) 万之瀬川導水事業に関する基本協定書及び万之瀬川総合開発事業川辺ダム

建設工事に関する基本協定書に基づく鹿児島臨海工業地帯 1 号用地に係る

県負担金の財源に充てるとき。

(3) 前 2 号に掲げる場合のほか、第 1 条に規定する基金の設置の目的を達成する

ため知事が必要と認める事業に要する経費の財源に充てるとき。

第 1 条

鹿児島臨海工業地帯の環境整備を図るため、鹿児島臨海環境整備基金を設置する。

現状では上記第 6 条の（1）及び（2）への財源充当を行っている。

さらに第 6 条の（3）で鹿児島臨海工業地帯の環境整備を図るために当該基金を

活用することは可能である。

当該基金の活用方法として鹿児島臨海工業地帯を今後どうすべきかの検討を行い、

必要とされる環境整備に充当することを検討すべきである。
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 基金の取崩の検討 

基金のうち、利用する予定がない部分は取崩を検討する必要がある。なお、鹿児

島臨海環境整備基金条例第 4 条によれば基金の取崩は可能である。

鹿児島臨海環境整備基金条例

(繰替運用) 
第 4 条 

知事は，財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

今後、鹿児島臨海工業地帯の環境整備の枠組みを見直し必要となる資金を試算し

臨海環境整備基金を今以上に活用するとともにその財源として不要と思われる部

分は取崩しを検討しなければならない。

かつて鹿児島県は県政刷新大綱（平成 17 年 3 月県政刷新推進本部）において歳

入確保の取り組みとして「県有基金の活用を図ることを検討する」としていたが

臨海環境整備基金は手つかずのまま残った形となっている。

なお、当該大綱は平成 16 年、鹿児島県が財政再建団体へ転落する危機感からま

とめられたものである。その当時と現在の状況は異なるが、巨額の未利用基金を

保有することは、基金の利用方法として効率的ではなく、平成 16 年当時も効率

的な基金運用の必要性から検討を行ったはずであり基金に対する要否の判断その

ものはその当時と何らかわりはないはずである。
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重点業種企業力向上支援事業（No.8）７.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他  

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

報償費 モノづくり企業の

経営改善活動支援

講師謝金

ものづくりセミナー講師

謝金

㈱トヨタ車体研

究所

756

旅費 モノづくりフェア

他旅費

出張旅費ほか 県職員他 851

その他 需用費・役務費・

使用料及び賃借料

472

計 2,079

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 20 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

② 重点業種の振興

事業の目的

県内企業の脆弱な財務体質等に鑑み、企業力の向上に取り組む県内企業に

対し、技術力、生産力、販売力並びにこれを支える人材の育成、セミナー

の開催等を実施し、重点業種への新規参入、取引拡大を誘発する機会を創

出する。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 5,251 2,617 2,635
決算 2,314 2,163 2,079

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 2,079 2,079
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 2,079 2,079
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監査結果及び意見（３）

１) 報償費 

① モノづくり企業の経営改善活動支援のセミナーの管理方法（意見）

a. 現状 

重点業種企業力向上支援事業の決算額 2,079 千円のうち、756 千円がセミナーの

開催に関係する費用である。

ここ数年間はトヨタ生産方式に関するセミナーが年 2 回（各々5 コマ各回午前 9

時～午後 5 時）、開催されている。

受講生のアンケート結果等をみると「役にたった」「参考となった」との意見が多

く、事業目的である「企業力の向上に取り組む県内企業に対し、技術力、生産力、

販売力並びにこれを支える人材の育成」に大いに役立っているセミナーといえる。

平成 27 年度以前の場合、セミナーは 20 名の定員募集に対して 10 名を若干上回

る程度の応募状況でここ数年定員割れの状態で推移している。なお、平成 28 年

度 10 月実施分より定員を 10 名に削減している。

b. 問題点 

■ セミナーの周知方法 

参加者の人数が伸びない原因としては、当該セミナーの周知不足が考えられる。

現状、県は以下のような周知の方法を採用している。

1 かごしまモノづくり推進協議会会員へのメール送付

2 かごしま産業支援センター及び工業技術センターのメールマガジンの利用

3 鹿児島県ホームページへの掲載

このうち県が積極的に働きかけを行った周知方法として「1 かごしまモノづくり

推進協議会会員へのメール送付」があるが、当該かごしまモノづくり推進協議会

からの参加も平成 27 年度は 16 社中 5 社にとどまっている。

なお、かごしまモノづくり推進協議会は自動車・電子関連産業が対象であり重点

産業分野のうち、食品がカバーされていない。また、当該事業目的は「重点業種

への新規参入、取引拡大を誘発する機会を創出」とあることから重点業種のみの

対象者へ特化する必要はないと思われる。

参考

かごしまモノづくり推進協議会

鹿児島県の自動車・電子関連産業の振興を図るため、該当する企業の従業員等

の資質の向上、販路開拓、企業間における連携の促進等の取組を行い、企業の

開発能力の向上や新たなビジネスチャンスの拡大に努めるために鹿児島県が主

体となり設置した会議体（平成 28 年 11 月 22 日現在 74 社が正会員として登録）
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公益財団法人かごしま産業支援センター

地域産業の高度化、新事業の創出及び中小企業者の経営基盤の強化等を総合的

に支援する事業を行うことにより、本県産業の振興を図るとともに、地域経済

の発展に寄与することを目的として昭和 44 年に設立

工業技術センター

 鹿児島県内企業の技術の拠りどころとして、技術支援と研究開発を通じて企業

活動を支援するために大正 12 年に設けられた鹿児島県の施設

周知方法として採用している鹿児島県ホームページへの掲載は県民に広く知らし

める手段ではあるものの、他の分野も含めて掲載量は膨大であり、ある意味目的

意識がある企業（研修の申込書をホームページ上から入手）を除き、研修の存在

を広く知らしめることは不可能と予想される。また平成 27 年度の第 2 回案内は

平成 27 年 11 月 25 日にホームページ上情報更新され申込期日が平成 27 年 12 月

11 日必着と周知期間が短くなっている（平成 28 年度はホームページ上の情報更

新は平成 28 年 9 月 8 日、申込期日が平成 28 年 10 月 11 日必着と周知期間の改

善が図られている）。

■ 受講者からの情報収集不足 

セミナー終了後の受講者の感想や今後の参考意見は聴取し分析も実施しているが、

受講者が当該セミナーの開催を知ることとなったきっかけやセミナーへの要望等

の情報が入手されていない。

c. 改善案 

事業目的にある「企業力の向上に取り組む県内企業」が対象であることを考慮し

セミナーをさらに活性化する必要がある。

そのためには、募集方法を工夫し広くやる気のある県内企業が知りうる状況にす

るとともに開催場所やテーマについても毎回見直しを行うなど、参加者にとって

さらに有益なセミナーとする検討を行う必要がある。

セミナーを今以上に活性化することは県内企業の企業力向上のため有効かつ効率

的な手段といえる。
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工業技術センター試験研究事業（No.10）８.

事業の概要（１）

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 62 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

③ 重点業種の振興

事業の目的

[1] 研究開発企画調整事業

研究開発推進会議等の開催、研究交流推進事業、特許出願等により、研究部門の総合的

な企画調整を行い、当センターの試験研究開発の充実を図る。

[2] 工業技術支援事業

地域企業等への技術情報の提供、人材育成、依頼分析、技術指導等を行うことにより、

技術開発や新製品開発を支援する。

[3] 研究事業

工業基盤技術研究事業（１０テーマ実施）、地域資源の高度利用研究事業（３テーマ実

施）、生産・加工システム開発研究事業（４テーマ実施）、バイオ・食品開発研究事業

（３テーマ実施）、 環境・生活・デザイン技術開発研究事業（２テーマ実施）、九州・

山口各県工業系公設試連携促進事業（２テーマ実施）

[4] 鹿児島・神奈川工業技術交流事業

鹿児島県工業技術センターと神奈川県産業技術センターの業務（技術相談や情報提供な

どの技術支援や、研究の管理運営）や保有技術・研究課題の調査を行い、人材交流（派

遣・招へい）や、連携可能な分野における共同研究の実施を通じて、中小企業支援の高

度化を図る。

[5] 公募提案型受託研究事業（９テーマ実施）

公簿事業等の外部資金を積極的に導入し、実用化、産業化を目指した産学官共同研究に

取り組む。

[6] 研究機器整備事業

試験研究機能の強化・充実及び県内企業の技術開発力の向上を図る。

[7] かごしまの地域資源シラスを活用した産業支援事業

地域資源であるシラスの全量をコンクリートの材料として活用する技術の特許を取得

し、その実用化を図るための実証試験を行うための機器を整備する。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目

工業技術セ

ンター費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27
年度

予算（最終） 97,596 114,462 203,523
決算 96,306 111,332 202,145

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 45,192 156,952 202,145
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

 330 8,160 193,654 202,145
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事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

負担金 平成 27 年度年会費 全国食品関係試験研究場所長会 30
その他 22 件 300

合計 330

２) 委託料 

名称 内容 支出先
支出額

（千円）

電子線プローブマイクロア

ナライザ保守点検業務委託

（シラス研究開発室）

機械の正常な運転

を維持するために

必要な保守点検の

実施

(株)オーケー社鹿児島 2,592

ＦＥーＳＥＭ装置保守点検

業務委託（シラス研究開発

室）

機械の正常な運転

を維持するために

必要な保守点検の

実施

(株)オーケー社鹿児島 1,562

その他 4,005
計 8,160

３) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

使用料

及び賃

借料
CAD・CG システム

のリース料

CAD・CG システム

（ソフトウェア

とハード）のリ

ース

三菱 UFJ リース(株)

4,907

機械系 CAD システ

ムのリース料

設計構造解析シ

ステムと塑性変

形解析システム

（ソフトウェア

とハード）のリ

ース

芙蓉総合リース(株)

2,974

その他 9,818
小計 17,699

備品購

入費
固液分離装置

食品化学部機械

設備購入

宝来メディック㈱ 1,188

3 次元造形装置
生産技術部機械

設備購入

㈱オーケー社鹿児島 6,156
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節 摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

蒸気吸着測定装置

地域資源部（シ

ラス研究開発

室）機械設備購

入

ヤマト機販㈱

17,258

側方照射型軟X線

装置

生産技術部機械

設備購入

コムスキャンテクノ

㈱
22,140

二段式エアテーブ

ル

地域資源部（シ

ラス研究開発

室）機械設備購

入

ヤマト機販㈱

26,784

ローラーミル粉砕装

置

地域資源部（シ

ラス研究開発

室）機械設備購

入

㈱オーケー社鹿児島

22,356

ローラーミル分級

装置

地域資源部（シ

ラス研究開発

室）機械設備購

入

㈱オーケー社鹿児島

26,438

その他 2,830
小計 125,151

その他 50,804
計 193,654
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監査結果及び意見（３）

１) ＦＥーＳＥＭ装置保守点検業務委託及び電子線プローブアナライザ保守点検

業務委託 

① 委託業務契約書業務仕様書への記載の必要性（意見）

a. 現状 

「ＦＥーＳＥＭ装置保守点検業務委託」及び「電子線プローブアナライザ保守点

検業務委託」においては、定期点検、簡易点検をそれぞれ年に 1回ずつ実施して

いる。

それぞれの委託契約書に添付されている業務仕様書のうち「保守の内容」の記載

事項を比較すると次のとおりである。

項目
ＦＥーＳＥＭ装置

保守点検業務委託

電子線プローブアナライザ

保守点検業務委託

定期点検 正常な運転を維持するために必要

な点検、調整、注油等、装置の整

備を原則として年 1回実施する。

正常な運転を維持するために

必要な点検、調整、注油等、装

置の整備を原則として年1回実
施する。

簡易点検 正常な運転を維持するために必要

な点検、調整を原則として年 1回
実施する。

記載なし

交換部品 R.P のオイル、オイルミストトラ
ップ及び絞りの交換を年 1回実施
する。

記載なし

調整 真空ポンプの真空排気操作の確認

及びオイルの交換を年 1回実施す
る。

鏡筒、試料室の真空度、仕切弁の

動作確認を年 1回実施する。
鏡筒内のノイズキャンセラー、対

物レンズ、検出器の動作確認、ク

リーニングを年 1回実施する。
試料ステージ、電子銃、焦点補正

及び動作確認を年 1回実施する。
制御システム、安全機構の動作確

認を年 1回実施する。

記載なし

故障修理 故障トラブルの対応について、委

託者の要求により契約期間内にお

いて随時対応することとし、全て

無償とする。ただし、故障におい

て部品交換が必要な場合はエミッ

タについては 1本までは無償とす
るが、その他の部品については 10
万円以上は有償とする。

委託者の要求により契約期間

内において随時対応すること

とし、故障修理のトラブル対応

について、全て無償とする。但

し、故障における交換部品につ

いては、部品代が 6万円以上及
びユニット修理代が 20 万円以
上は有償とする。
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点検報告書の内容は以下のとおりである。

項目
ＦＥーＳＥＭ装置

保守点検業務委託

電子線プローブアナライザ

保守点検業務委託

簡易点検 平成 28年 3月 22日
本体装置清掃点検及び動作確認

鏡筒、試料室 動作確認

真空排気系 動作確認

基本動作及び基本画面確認

平成 28年 1月 21日
本体装置清掃点検及び動作確認

電子線分光器キャリブレーショ

ン

試料室の点検整備

EDSキャリブレーション及び分
解能確認

動作確認（標準試料での測定作

業）

保守点検 平成 27年 9月 10日～9月 15日

１．本体装置清掃点検及び動作

確認

２．筒鏡及び試料室点検整備

ノイズキャンセラー交換、対物

レンズ絞り交換、シンチレータ

チップ交換、資料交換棒交換

３．真空排気系及び冷却系点検

整備

真空ポンプ点検整備（オイル交

換、ゴムホース交換、オイルミ

ストトラップ交換）、チラー点検

４．電源ユニット及び操作パネ

ル点検整備

バックアップ用バッテリー交換

５．基本動作及び基本画面確認

平成 27年 7月 28日～7月 30日

１．本体装置清掃点検及び動作

確認

電子線分光器キャリブレーショ

ン

２．真空排気系の点検整備、真

空排気速度、真空度確認

３．電子線分光器及び鏡筒の点

検整備調整

対物レンズ絞り、OM ガラス、

OMパイプ、PCD部交換及び分
光器、ライナーチューブ点検整

備

４．試料室の点検整備

５．動作確認（標準試料での測

定作業）

b. 問題点 

上記の同様の保守点検委託においては、仕様書の記載内容に大きな差が生じてい

る。ＦＥーＳＥＭ装置保守点検業務委託については、仕様書の「保守の内容」に

「定期点検」「簡易点検」「交換部品」「調整」「故障修理」の記載があるものの「電

子線プローブアナライザ保守点検業務委託」においては、具体的な保守点検内容

の記載がなく簡略的なものとなっている。少なくとも報告書に記載されている点

検内容があらかじめ仕様書に記載がされなければ、必要な保守点検を実施したか

どうかの検査確認ができない。委託した保守点検業務の有効性を適正に評価でき

ないまま支出するおそれがある。
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c. 改善案 

工業技術センターで使用する機械設備は産業の振興に寄与する資産であるため、

日常の保守点検等の管理が重要である。このような委託業務において有効に実施

させるため、委託する保守点検業務を双方合意の上、契約書及び仕様書で明確に

しておくべきである。

具体的には仕様書の中に「定期点検」「簡易点検」「交換部品」「調整」等について

の具体的な作業内容を仕様書に含めるべきである。
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② 検査調書の記載誤り（結果）

a. 現状 

鹿児島県契約規則第 36条第 3項及び第 47条によると、契約担当者は、検査を完

了したときは、当該検査の結果（契約の内容に適合した給付がなされていないと

きは、その旨及び状況並びに契約の相手方のとるべき措置とする。）を検査調書に

より、速やかに契約の相手方に通知するものとする、とされている。検査調書の

様式は以下のとおりである。

検査調書

契 約 の 目 的 ○○委任契約 主務課（事務所）名 ○○課

契約履行の場所 ○○市○○町

契約の相手方

住 所

氏 名

鹿児島市○○町○番地

株式会社○○

代表取締役○○○○

契 約 年 月 日 平成○年○月○日

履 行 期 限 平成○年○月○日

契 約 金 額 一金○○○○円也

監 査 所 見

（手直指示）

契約どおり履行されていることを確認します。

合格

上記のとおり検査を完了しました。

  平成○年○月○日

検査員職氏名 主査 ○○○○ ㊞

立会者職氏名 主査 ○○○○ ㊞

鹿児島県知事 ○○○○殿

平成 27 年度の「ＦＥーＳＥＭ装置保守点検業務委託」については、以下のよう

な誤りがあった。

委託契約 項目 現状（誤り） 正しい内容

ＦＥーＳＥＭ装置保

守点検業務委託
契約の目的

電子線プローブア

ナライザ保守点検

業務委託

ＦＥーＳＥＭ装置

保守点検業務委託

また、検査調書は支出命令票の添付書類であり、支出命令票には 8名の職員の印

章も押印されている。このように多くの職員に閲覧され、さらに出納員の審査・

決裁も受けたにもかかわらず、記載誤りが発見されなかったということは、検査

に関する書類及びそれに伴う支出のチェック体制が機能していなかった。
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b. 問題点 

委託業務における事務手続のフローの中で、検査及びそれに伴う支出の審査は、

委託業務の有効性を評価し、その後に支出の妥当性を担保する重要な手続である

にもかかわらず、機能していなかった。このチェック体制が機能しなければ、重

大なミスにつながる危険性がある。

c. 改善案 

明確化されている権限と職務分掌に則り、それぞれの役割が形骸化しないように、

支出根拠に対する確認作業の重要性についての周知徹底が必要である。

２) リース契約 

① 入札者指名推薦の選定基準と入札方法（意見）

a. 現状 

工業技術センターにおけるリース契約の指名競争入札にあたって、CAD・CGシ

ステムのリース及び機械系 CAD システムの入札者指名推薦の選定基準はそれぞ

れ次のとおりである。

CAD・CGシステム 機械系 CADシステム
１．県（管理調達課）の競争入札参加者

の登録業者

１．県（管理調達課）の競争入札参加者

の登録者であること

２．鹿児島県内に事業所等をおく、コン

ピュータ関連機器のリース業務を

行っている企業

２．OA機器賃貸業務を行っており、九
州管内に事業所があること

３．過去に契約実績のある企業 ３．過去に契約・指名実績が有り、CAD
ソフトウェア等の取扱いがある企

業であること

これらの指名推薦を受けた業者及び辞退した業者等は次のとおりである。

CAD・CGシステム 機械系 CADシステム

指名業者数 7社 10社

辞退者数

3社
辞退の理由

・都合により辞退

7社
辞退の理由

・都合により辞退

・仕様書に対応できない

・期限内納品困難

入札参加者数 4社 3社

これらの入札が行われた結果、以下のリース契約が締結されている。いずれも現

物を視察した結果、業務に使用されており、遊休状態ではなかった。また、賃貸

借契約書によれば、いずれもリース契約満了後に工業技術センターへ所有権が移
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転すると定められている。

CAD・CGシステム 機械系 CADシステム

リース料
総額 24,538,500円
年間 4,907,700円

総額 11,897,280円
年間 2,974,320円

リース会社 三菱UFJリース(株) 芙蓉総合リース(株) 

契約時期

平成 24年 7月 27日契約
（リース期間：平成 24年 10
月1日～平成29年9月30日）

平成 26年 4月 25日契約
（リース期間：平成 26 年 6
月1日～平成30年5月31日）

b. 問題点 

 入札者指名推薦の選定基準 

同種のシステムのリース契約であるのに、入札者指名推薦の選定基準が異なって

いるという問題がある。入札者指名推薦の選定基準が契約あるいは部局毎に異な

れば、入札者が公平に指名されないおそれがあるほか、場合によっては入札者を

恣意的に指名できる可能性も出てくるため、公正かつ公平な入札という目的を有

効に達成できない恐れがある。

また、入札者の指名推薦の条件に、いずれも鹿児島県との契約実績があることが

含まれているが、この条件では新規業者の入札への参加は不可能である。したが

って、参加業者が著しく制限され、公正かつ公平な入札が阻害されている。

 入札方法 

入札業者が多いほど公正な取引及びより低額での契約が締結できる可能性がある

が、機械系 CADシステムでは指名された 10社のうち、7社が辞退しており、指

名方法に何らかの問題があったのではないかと考えられる。

例えば、機械系 CAD システムでは、設計構造解析システム（ソフトウェアとハ

ードウェア一式）と、塑性変形解析システム（ソフトウェアとハードウェア一式）

の 2つを 1つのリース契約として入札にかけているが、入札の対象となるシステ

ムが多いことで、対応可能な業者が限定された可能性がある。これにより、入札

による効率的かつ経済的な調達という目的が阻害されている可能性がある。

c. 改善案 

 入札者指名推薦の選定基準 

入札者指名推薦の選定基準は、公平な指名を行うために、少なくとも契約目的が

同じ分類のものは、県として統一すべきである。

また、選定基準から「過去に契約実績のある企業」と「過去に契約・指名実績が
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有り、CADソフトウェア等の取扱いがある企業であること」という条件は廃止し、

より公正かつ公平な入札により適正価格での契約が締結できるようにすべきであ

る。

 入札方法 

入札にあたっては、リース契約を分割して入札にかけることにより、県内の業者

も含めて対応可能な業者が増える可能性がある。機械系 CADシステムの場合は 2

つのシステムから構成されていたため、システム毎に入札を行うことは可能であ

った。

ただし、工事の分割発注で一般的に言われるように全体の契約金額が増加する場

合も考えられる。分割発注のデメリットと、メリット（入札参加者数の増加、県

内業者の保護）を比較考量して、リース契約においても分割発注を選択できるよ

うに入札事務の見直しを検討する必要がある。

３) 重要物品の管理 

① 管理台帳の記載内容の見直し（意見）

a. 現状 

工業技術センターは研究開発・技術支援に対応するために必要となる様々な機械

設備を保有している。

管理の必要上、工業技術センターは鹿児島県が規定する物品管理の方法に則り、

1,000千円以上の設備機器については重要物品原票を使用している。

さらに平成 26 年度以降の購入重要物品については写真も添付し、現物の利用状

況の把握を行うこととしている。

b. 問題点 

研究設備という特性を考えた場合以下のような問題点がある。

 物的保全のための情報不足 

管理台帳では、機械設備等を物的に保全するためのメーカー保証期間、損害保険

の加入状況等の情報が不足している。

 修繕状況等の情報不足 

管理台帳では、修繕状況を入力する箇所はあるものの年度と修繕料のみの記載に

限定されており、機械設備の修繕状況に関する詳細な情報（修繕箇所、実施年月

日、修繕業者等）が不足している。
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 定期的に実施している現物確認の情報不足 

機械設備は定期的な状態確認（使用できるのか、使用に制約がないか、実在する

のか等）が必要となるにもかかわらず、これらの情報が管理台帳上把握されてい

ない。

c. 改善案 

問題点で記載した以下の項目は解消するため固定資産管理台帳の様式を検討しな

ければならない。

・物的保全のための情報不足

・修繕状況等の情報不足

・定期的に実施している現物確認の情報不足

各機械設備の実在性を確認した結果、保守点検のための必要情報を固定資産管理

台帳に反映させる必要がある。現状の県の固定資産管理台帳様式では、十分な情

報が把握できない。そのため、必要な情報を網羅した様式への変更を検討しなけ

ればならない。

一例を挙げると以下のような項目が考えられる

固定資産管理とし

て必要な様式項目
現状の様式 あるべき様式

所属名 工業技術センター 使用している部署の記載が必要

名称 記載あり 記載が必要

取得年月日 記載あり 記載が必要

購入先 記載あり 記載が必要

取得価額 支出負担行為単位で

記載

（例：支出単位として

機械設備を記載して

いるため、○○設備一

式との記載もある）

使用する機能単位毎での記載が必

要

（例：モデル型材料試験等品質検

証用機器一式11,409千円との記載
があるが将来の交換修繕等の単位

を想定し切断等材料処置部分と計

測測定装置部分等の明細記載が必

要）

連絡先 － 機械設備の特性に応じ連絡先（故

障時、付属品関連）の記載が必要

保証期間 － 無償保証期間、有償保証期間、保

証部位等の記載が必要

付保状況 － 損害保険等の付保の必要性、保険

等に入っている場合の期間、保険

会社の連絡先等の記載が必要
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固定資産管理とし

て必要な様式項目
現状の様式 あるべき様式

写真 平成 26 年からの取得
分については作成

使用状況を確認する意味で必要

平成 25 年以前のものについても
現状の状態確認が必要

使用状態が変更した場合は状況確

認の意味で新規写真が必要

修繕状況 年度と金額を記載す

る欄あり

機械設備のどの箇所に修正を行

い、金額がいくらであったのか、

どこに修繕を依頼したのかの情報

記載が必要

実査確認日 － 現物確認を行った場合、その日付

の記載が必要

貸与の状況 － 長期貸出等について相手先保管場

所等を記載が必要

除却・売却 － 除却・売却の事実（年月日）を明

らかにし、現有台帳から除却売却

済固定資産台帳への移行が必要

その他 － 機械設備の特徴に合わせた記載事

項が必要（改良の有無他）
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② 機械設備の現物把握（結果）

a. 現状 

工業技術センターにおいては出納局会計課より購入額が 3百万円以上のものにつ

いて、状況調査の指示がなされ、使用状況などの調査を行って現況を報告し、そ

の内容によっては除却等の対応がなされる。

また、機械設備については毎年度、稼働日数状況を集計し使用状況を把握してい

る（以下「機械等の稼働状況調べ表」という）。

b. 問題点 

各単年度の「機械等稼働状況調べ表」を複数年度で比較し、使用実績や所有目的

等を検討した結果、以下のような問題点が散見された。

 使用不可の機械設備（3 年以上使用実績なし） 

平成 25年度から平成 27年度において使用実績が全くない機械設備が散見された。

以下は調査依頼時に現存するが使用できないもののリストである。

部署 物品名 取得年月
取得価額

(単位：千円)

使用実績が

ゼロとなっ

た開始年度

1 企画支援部
CD-ROM 公報編

集システム
平成 9年 3月 2,060 平成 22年度

2 企画支援部 MSプリンター 昭和 62年 12月 1,080 平成 25年度
3 食品化学部 微量成分濃縮導入装置 平成 6年 11月 5,871 平成 18年度
4 生産技術部 深絞り試験機 昭和 58年 12月 8,050 平成 23年度
5 生産技術部 ピスコメーター 昭和 59年 11月 3,361 平成 24年度
6 生産技術部 アーク溶射装置 平成 3年 3月 1,545 平成 23年度

7 生産技術部
側方照射型軟 X線
装置

平成 15年 3月 1,538 平成 22年度

8 生産技術部 3次元プリンター 平成 15年 9月 10,164 平成 24年度
9 地域資源部 高周波加熱機 昭和 48年 10月 1,650 平成 22年度
10 地域資源部 木材乾燥実験装置 昭和 63年 12月 8,300 平成 22年度
11 地域資源部 表面粗さ測定機 昭和 64年 1月 1,650 平成 24年度

12 企画支援部

（大島紬部）
クリーンベンチ 平成元年 9月 1,421 平成 24年度

13 企画支援部

（大島紬部）
分光反射率計 平成元年 10月 7,004 平成 24年度

14 企画支援部

（大島紬部）
カラーキッチン 平成 3年 10月 11,000 平成 25年度

15 企画支援部

（大島紬部）
分光光度計 平成 4年 11月 2,678 平成 25年度

16 企画支援部

（大島紬部）

パーソナル・コン

ピュータ
平成 8年 3月 1,180 平成 24年度

17 企画支援部

（大島紬部）

二次元測色システ

ム
平成 14年 1月 7,192 平成 25年度
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 使用不可の機械設備（直近 3 年間での使用実績有り） 

直近 3 年間での使用実績があるものの使用頻度が平成 27 年度に大きく減少して

いるものがあった。その使用頻度減少の理由として「修理不能」をあげている以

下の機械設備があった。

部署 物品名 取得年月
取得価額

(単位：千円) 
1 生産技術部 オシロスコープ 昭和 62年 11月 1,352
2 生産技術部 雷サージ許容度試験機 平成 2年 3月 2,999
3 生産技術部 画像処理装置 平成 6年 1月 8,394
4 生産技術部 高速度カメラシステム 平成 12年 10月 3,276
5 生産技術部 熱伝導率測定装置 平成 13年 2月 7,455
6 生産技術部 偏加重評価等計測表示

用機器一式

平成 15年 3月 3,087

 直近 3 年間での使用実績はあるものの新製品に代替された機械設備 

使用頻度が大きく減少しているものの中には、その理由として「一部の機能が他

の機器で簡便に測定可能」つまり新製品に代替された機械設備があった。

部署 物品名 取得年月
取得価額

(単位：千円)
1 生産技術部 測色色差計 昭和 57年 10月 2,375

 同一部署で複数台所有している機械設備 

同一部署で複数の同種機械設備を所有することの合理性を検討したところ、使用

頻度が極端に低い設備や除却処理が漏れている設備が存在した。

使用頻度が極端に低い設備（食品化学部・・・ガスクロマトグラフ）

取得価額

(単位：千円) 取得年月
年間稼働日数

25年度 26年度 27年度
1 4,150 昭和 54年 11月 2 2 2
2 7,980 昭和 61年 12月 2 2 2
3 4,171 平成元年 12月 3 3 2
4 10,867 平成 21年 11月 54 55 46
複数台を所有する理由を確認したところ、以下の回答を得た。

・平成 21年購入装置が最も高性能

・その他の装置は炭酸ガスなどの特定成分を単純に分析する装置として保有

・簡易な分析は旧機器でも対応可能ではあるが新機器では全て分析が可能
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除却処理が漏れている設備（生産技術部・・・雷サージ許容度試験機）

取得価額

（単位：千円）
取得年月

年間稼働日数

25年度 26年度 27年度
1 2,999 平成 2年 3月 10 11 0
2 4,923 平成 8年 3月 35 40 13
平成 2年取得機器は廃棄処分対象とのことであった。

c. 改善案 

 機械設備の除却処理 

問題点で記載した以下の項目を改善するため、機械設備の除却処理を検討しなけ

ればならない。

・使用不可の機械設備（3年以上使用実績なし）

・使用不可の機械設備（直近 3年間での使用実績有り）

・同一部署で複数台所有している機械設備のうち廃棄処分対象

工業技術センターは年に一度、現物確認を含めて稼働率等の調査を行っている。

機械設備の状態を把握した結果として、「使用不可」とされた機械設備は除却処理

を実施しなくてはならない。

また、「使用不可」といった結論に至る過程は様々である（経年劣化による修理不

能、機械設備の操作方法の誤りなどによる補修不能な致命的な故障の発生、保証

期間の終了による補修不能、補修額の発生額と新機械設備購入との比較結果など）。

その発生がどこにあるのかなぜ「使用不可」という結論に達することが合理的で

あるのかの原因分析もなければならない。

そのためにも研究設備として必要となる管理台帳の作成が必要といえる。

 不要な機械設備の抽出と処分の可否の決定

問題点で記載した以下の項目を改善するため、処分の可否を決定しなければなら

ない。

・直近 3年間での使用実績はあるものの新製品に代替された機械設備

・同一部署で複数台所有している機械設備のうち使用頻度が極端に低い設備

「使用不可」である機械設備以外でも機械設備を保有することに合理性があるか

処分を行った方が合理的ではないかを検討しなければならない場合もありうる。

今回、抽出した機械設備にも新しい機械設備の購入や同種機械設備の複数台以上

の所有により使用頻度が乏しいと思われる物件があった。

工業技術センター内の限られたスペースを有効利用するためにも年間で数日の使

用しかなくしかも複数台所有する機械設備等について継続して保有することが合
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理的であるのかを検討しなければならない。

③ 使用不可の機械設備の財務諸表への今後の対応（意見）

a. 現状 

 鹿児島県の公表する財務諸表

鹿児島県は平成 20年度決算より総務省が平成 19年 10月に報告した「新地方公

会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂モデル」に従って、「貸借対照表」・

「行政コスト計算書」・「純資産変動計算書」・「資金収支計算書」の財務諸表４表

を作成している。

鹿児島県が作成する財務諸表（普通会計ベース）の内容を整理すると以下のとお

りである。

財務諸表 内容 固定資産との関係

貸借対照

表

3月 31日現在で整備された資産と
将来返済しなければならない負債

を開示

住民サービスに供されている有

形固定資産を計上

行政コス

ト計算書

4月 1日から 3月 31日の 1年間の
おける人的サービスや給付サービ

スなどの鹿児島県の経常的な活動

に伴うコストを使用料・手数料や

分担金・負担金などの受益者から

の負担でどれだけ賄えているかを

開示

住民サービスに供されている有

形固定資産を基礎として減価償

却費を計上

純資産等

変動計算

書

4月 1日から 3月 31日の 1年間の
純資産（資産から負債を控除した

残余）の変動の状態を開示

行政コストと関連性のない固定

資産の除却損や評価替え等を計

上

資金収支

計算書

4月 1日から 3月 31日の 1年間の
現金の流れを開示

収支を性質に応じて経常的収

支，公共資産整備収支，投資・

財務的収支などに区分して計上

 貸借対照表で計上される資産の内容

このうち、貸借対照表は、公共資産として、以下のように分類されている。

・公的資金によって形成され住民サービスに供される有形固定資産

①生活インフラ・国土保全、②教育、③福祉、④環境衛生、⑤産業振興、⑥

警察、⑦総務

・公用もしくは公共用に供されていないすべての売却可能資産

有形固定資産のうち土地以外については、目的別の区分ごとに総務省方式改訂モ

デルに定められた耐用年数により定額法で減価償却が行われ、行政コスト計算書

上の「物にかかるコスト」を形成することになる。
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b. 問題点 

工業技術センターの所有する機械設備は、住民サービスに供されていないにもか

かわらず使用不可のものについても有形固定資産（⑤産業振興）として計上され

ている。

機械設備としての「使用不可」の状態で補修もできず動かないものは資産として

の価値が既になく、貸借対照表に計上すべきでない。

総務省方式改訂モデル財務書類の記載要領では以下のように定めている。

総務省方式改訂モデル財務書類の記載要領（平成 22年 3月）「総務省」より抜粋

取得原価を基礎として算定する方法としては、昭和 44年度から当年度までの普通
建設事業費の累計額によることができます。ただし、その際には、以下の点に留

意が必要です。

中略

・重要な除売却資産がある場合には、公有財産台帳等をもとに整備事業費を調査

し、減価償却考慮後の金額を公共資産及び純資産の部の公共資産等整備一般財

源等から控除します。

現状これらの機械設備は重要物品原票に記載されたままとなっており鹿児島県の

貸借対照表において有形固定資産を構成し、これらの資産の減価償却費は「行政

コスト計算書」に反映されている。

しかし、実態のない資産を基礎として計上される減価償却費は「行政コスト計算

書」の物的コストではない。

c. 改善案 

実態のない資産は取得価額から既減価償却費計上済額を控除した額を純資産等変

動計算書で「臨時損失」として計上しなければならない。

そのためにも貸借対照表作成の基礎ともなりうる重要物品原票には事実関係を正

確に反映させなければならない。

これに基づく財務諸表の作成が制度化された場合に備え、重要物品管理原票の整

理を行っていく必要がある。
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トライアル発注・販路開拓支援事業（No.12）９.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

負担金補助

及び交付金

平成 27年度鹿児島
県トライアル発注

製品販路開拓支援

事業費補助金

東京での展示会出展経費

の一部を助成するもの

R社 227

計 227

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 17年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 地域特性を生かした新たな産業の創出

事業の目的
県内中小企業等が開発した製品等について、県の機関が試験的に発注し、

販路の開拓や受注機会の拡大を支援する。

根拠法令等 県トライアル発注・販路開拓支援制度実施要綱

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 5,878 5,711 5,961
決算 5,473 5,259 5,213

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 5,213 5,213
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

 227    0 4,986 5,213
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２) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

備品購入費
トライアル発注制

度に係る備品購入

県内各機関が発注した

トライアル発注制度で

選定された商品

(株)岡野エレク
トロニクス他

3,807

小計 3,807
需用費

トライアル発注制

度に係る消耗品費

県内各機関が発注した

トライアル発注制度で

選定された商品

豊和直(株)他
985

その他 33
小計 1,018

その他 160
計 4,986

監査結果及び意見（３）

１) トライアル発注制度 

① トライアル発注制度の普及（意見）

a. 現状 

トライアル発注制度とは、県内の中小企業等が開発した製品等について、県の機

関が試験的に発注し、販路の開拓や受注機会の拡大を支援する制度である。対象

となる製品等は次のとおりである。

① 県内に本社・本店を有する中小企業等が開発したものであって次のいずれかに

該当するものであること。

・新商品（ただし、食品、飲料及び医薬品は除く。）

・上記新商品を利用した役務の提供（ただし、当該新商品を開発した中小企業

等による役務の提供に限る。）

・新役務の提供（ただし、当該役務を開発した中小企業等による役務の提供に

限る。新役務とは、新たに開発された役務をいう。）

・公共工事における工法

② 優れた技術・製品特性を有し、市場性が見込まれる製品等であると認められ、

次に掲げる要件のいずれかに適合すること。

・当該製品等の技術等について、新規性や独創性が認められること。

・優れた特性を有し、環境対応、省エネルギー、省資源等県の行政目的の実現

に有効であると認められること。

③ 県の機関が調達している品目又は使途が見込まれる品目であること。

トライアル発注制度についてのこれまでの応募会社数、選定会社数の推移は次の
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とおりである（重複があるため、件数と会社数は一致しない）。

上記のように、年度によって若干の増減はあるものの、応募数は減少傾向にある。

平成 27年度に選定された 11社のうち、過去に選定されたことのある企業は 7社

であり、中には製品の改良の都度、選定され、平成 26年度以前に 3～4回選定さ

れたことのある企業も複数ある。

b. 問題点 

応募数が減少傾向にあることから、選定される企業や製品が固定化されつつある。

したがって、「県の機関が試験的に発注し、販路の開拓や受注機会の拡大を図る」

という要綱の目的が、県内の一部の中小企業等にしか享受されていないという、

有効性の観点での問題がある。

応募数が減少傾向にある理由としては、県内の中小企業等に本制度が広く認知さ

れていないことや、本制度を知っていても、応募から発注、県による評価までの

期間が約 1年以上あり、使い勝手が必ずしも良くないためと考えられる。

平成 27年度のおおよそのスケジュール

募集受付期間 H27/2/3～H27/4/14 
発注製品等の決定 H27/7 
製品の発注・使用 H27/7～
県による製品の評価 H28/4以降随時公表

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

トライアル発注制度の応募会社数と選定会社数の推移

応募会社数 選定会社数
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このスケジュールによれば、夏場に使用が限定される製品などは、県で実質的に

使用されるのが翌年度となる可能性があり、県による評価の公表も遅れることと

なるため、タイムリーに販路拡大を図りたい中小企業のニーズに応えているとは

いえない。

c. 改善案 

県が試験的に発注し、その製品の評価を公表することは、意欲的な中小企業等の

販路拡大に資するものである。したがって、トライアル発注制度をより広く県内

の中小企業等に知ってもらうための施策が必要である。

そのためには、ホームページだけではなく、県のテレビ番組で製品を紹介するこ

とも有用である。

次に、製品の募集から評価までの期間を短縮化し、販路拡大を図りたい中小企業

等のニーズに迅速に応える必要がある。そのためには、発注製品等の決定と、県

による製品の評価の公表を迅速に行う必要がある。

製品の募集から評価までの期間が短縮化されれば、佐賀県が行っているように、

応募受付を年 2回に増やすことを検討すべきである。これにより、季節性の高い

製品などがタイムリーに評価され、中小企業のさらなる販路拡大につながる。ま

た、応募の機会が増えれば、現在よりも多くの中小企業等がトライアル発注制度

に関心を持ち、県内産業の活性化につながると考えられる。
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「知的財産推進戦略」推進事業（No.15）１０.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

報酬 知的財産活用推進員報酬 報酬 知的財産活用推進員 2,646
小計 2,646

その他 684
計 3,331

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 19年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 知的財産の創造・保護・活用の推進

事業の目的
「鹿児島県知的財産推進戦略」（平成 24年３月改訂）に基づき、知的財産
に関する普及・啓発を図るとともに、戦略の着実な推進を図る。

根拠法令等 改訂鹿児島県知的財産推進戦略

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 3,759 3,777 3,883
決算 3,507 3,488 3,331

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 2,778  552 3,331
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 3,331 3,331
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監査結果及び意見（３）

１) 知的財産活用推進員 

① 知的財産活用推進員の活動状況（意見）

a. 現状 

県では、平成 24 年 3 月に改訂された「鹿児島県知的財産推進戦略」での特許等

の知的財産の活用推進策を次のように掲げている。

産業立地課に「知的財産活用推進員」を配置し、中小企業等の技術シーズ、ニー

ズの把握やマッチング等を行うことにより特許等の活用を推進する。県が保有す

る特許の実施許諾や開放特許(*)等についても積極的に情報提供等に努め活用を促
進する。休眠化している特許については実施許諾する対象企業や条件等について

検討し、活用を促進する。

(*)開放特許：他者に開放する意思のある特許のこと

これを踏まえて産業立地課では、1 名の知的財産活用推進員を設置しており、平

成 23年度から平成 27年度までは同一人物が委嘱されている。

「知的財産活用推進員の設置等に関する要綱」によれば、業務の内容は次のとお

りである。

（業務の内容）

第 4 条 推進員は、所属長の指揮監督を受け、次に掲げる業務に従事するものと
する。

(1) 知的財産の相談業務に関すること。
(2) 知的財産の普及・啓発業務に関すること。
(3) 知的財産の情報発信業務に関すること。
(4) 特許流通業務に関すること。
(5) その他、戦略の普及や知的財産の活用・保護の業務に関して特に命じられた
事項に関すること。

知的財産活用推進員が毎月作成する「鹿児島県知的財産活用推進員業務報告書」

などによれば、知的財産活用推進員のこれまでの活動状況は以下のとおりである。
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訪問

社数

来訪者数

（相談）
電話相談

セミナー

出席回数

セミナー

開催数

訪問外

出日数

平成 23 年度 108 60 85 12 10 83 

平成 24 年度 177 18 62 13 2 77 

平成 25 年度 192 11 17 18 4 94 

平成 26 年度 206 8 21 22 3 100 

平成 27 年度 178 3 17 16 2 91 

「鹿児島県知的財産活用推進員業務報告書」では、主な業務内容を前述の要綱に

定められた「業務の内容」に対応させて毎月整理している。これを基に平成 27

年度の実際の業務内容をまとめると次のようになる。

要綱に定められた業務の内容 実際の業務内容（平成 27 年度）

1 知的財産の相談業務に関

すること

・電話、来訪による知的財産に関する相談

・企業訪問による、知財総合支援窓口、知財料金、

特許情報プラットフォームの概要説明など。

2 知的財産の普及・啓発業務

に関すること

・企業等訪問（1 社当たり約 1 時間）により知的

財産の有無などをヒアリング。

・高校で知財教育の授業

3 知的財産の情報発信業務

に関すること

・推進員チラシ、知財総合支援窓口パンフレット、

知財料金一覧表などの配布

4 特許流通業務に関すること ・開放特許情報データベースから特許情報を紹介

5

その他、戦略の普及や知的

財産の活用・保護の業務に

関して特に命じられた事

項に関すること

・産業立地課関連の報告（出張報告書等）・資料

作成業務

・研修会等出席

報酬額は「非常勤職員の報酬額の改定について（通知）」（平成 26 年 12 月 4 日付

け）に基づき、知的財産活用推進員の日額が 11,290 円以内とされていることから、

日額 11,290 円で計算されている。また、勤務時間は 1 週間当たり 32 時間 30 分

とされている。

なお、平成 23 年度から 27 年度までの間に相談を受けて実際に出願まで行われた

のは、商標登録の 1 件のみであった。
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b. 問題点 

 知的財産活用推進員による普及啓発活動 

まず、「鹿児島県知的財産推進戦略」における基本方策の取組方針では、「知的財

産の活用」策の一つとして知的財産活用推進員が位置づけられていたが、要綱及

び実際の活動では普及・啓発業務が主となっているという問題がある。

 知的財産活用推進員の企業訪問活動 

次に、知的財産活用推進員が企業等へ訪問した際の主な活動は、知的財産の有無

の確認、独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）が公益社団法人鹿児島

県工業倶楽部に設置している知財総合支援窓口などの紹介、特許情報プラットフ

ォームの利用方法の紹介、知的財産関係の資料の提供等となっており、主に県の

保有特許等についての情報提供を行っているに過ぎないという問題がある。

 知的財産活用推進員による相談業務 

また、相談業務については、知財総合支援窓口と業務が重複している上、弁理士

や弁護士による相談が可能な知財総合支援窓口に対して、専門性で見劣りすると

言わざるを得ない。特に平成 27 年 4 月 1 日に、常駐の知財総合支援窓口が工業

技術センター（霧島市）から公益社団法人鹿児島県工業倶楽部（鹿児島市）へ移

転後は、支援窓口としてのアクセスの優位性も失われている。

このように本事業は、その目的にかなっているかという有効性の観点で問題があ

る。

c. 改善案 

知的財産活用推進員には、県の保有する特許について、その紹介や活用可能な分

野の開拓など、県の事業としての独自性を発揮させるような業務を行わせるべき

である。その際には、県の保有特許等が、さらに活用されるよう工業技術センタ

ーとも連携しながら、普及を行っていく必要がある。県の保有する特許が民間に

広く利用されれば、県の産業発展につながるだけでなく、公設試験研究機関に所

属する研究員の発明に対する意識の高揚と知的財産の創造を図るという発明奨励

事業の拡大にもつながる。また、他企業等の公開特許についても、その有効性を

見極めながら、普及を図っていくことが県内中小企業の発展にもつながる。
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発明奨励事業（No.16）１１.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他 

摘要 内容 支出先 
支出額（千

円） 

報償費 職員の勤務発明に対する実施補償金 19 件 19 名 1,348

職員の勤務発明に対する登録補償金 ４件 

（20,000×４＝80,000） 
80

その他 57

計 1,485

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 56 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5(1)新産業戦略の展開

② 知的財産の創造・保護・活用の推進

事業の目的
公設試験研究機関に所属する研究員の発明（特許等）に対する意識の高揚

と知的財産の創造を図る。

根拠法令等 鹿児島県職員の勤務発明等に関する規程

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 1,460 1,560 1,560
決算 1,276 1,402 1,485

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

0 1,485 0 1,485
節内訳 負担金補助

及び交付金
委託料 その他 合計

0 0 1,485 1,485
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監査結果及び意見（３）

１) 事業費に関連する項目 

① 特許使用料申請書記載事項の確認（意見）

a. 現状 

職員の勤務発明に対する実施補償金の財源は、県が所有する特許権（以下「県有

特許」という）の使用に係る実施料である。その納入手続については、県有特許

を使用した者が特許実施契約書に基づいて算定根拠資料を提出し、県はこれに基

づいて支払を求めることになる。

県有特許実施契約書第 5 条（生産数量等の報告）及び第 6 条で下記規程が定めら

れている。（共有特許実施契約書では第 4 条と第 5 条）

第 5 条

乙（特許使用者）は本発明の実施による本契約製品の製造数量、販売数量、販売単価、

販売金額その他甲（鹿児島県）の指定する事項に関して正確に記載した帳簿を常備す

るものとする。

２．乙は本契約製品の製造数量、販売数量、販売単価、販売金額その他甲の指定する

事項に関する報告書を作成し、当該決算期終了後３０日以内に甲に報告するものとす

る。

３．甲は前項の規定にかかわらず、乙から本発明の実施状況その他実施に関する事項

について報告を求め、また乙の事業所に甲の職員、又は甲の指定する代理人を派遣し

て合理的な業務時間内に実施に関する帳簿書類その他の物件を調査できる。この際、

乙は正当な理由なく報告や調査を拒むことはできない。

第６条

乙（特許使用者）は甲（鹿児島県）に対し、本発明の実施料として次の基準で計算し

た額を支払うものとする。この場合において、販売数量とは、第三者に製品の納入引

き渡しの完了した数量のことをいう。また、販売単価とは、消費税を含まないものと

する。

販売数量×販売単価×料率（特許内容によって異なる）

平成 27 年度の報告書は以下のとおりである。
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b. 問題点 

特許使用者の支払う特許使用料は「販売数量×単価」で計算されるため、正確、

適正な販売数量及び販売単価の把握が前提となる。

鹿児島県有特許実施契約に基づく実施料算定 

生産数量報告書 

相手先 商品名 製造数量 販売数量 販売単価 販売金額 結果 

S 社 商品 A 25,226 20,576 175 3,600,800 製造数量＜販売数量

188 183 34,404 製造量の記載なし 

3,520 210 739,200 製造量の記載なし 

14,307 230 3,290,610 製造量の記載なし 

計 7,665,014

S 社 商品 A 27,431 9,913 165 1,635,645 製造数量＞販売数量

15,941 175 2,789,675 製造量の記載なし 

   3,987 230 917,010 製造量の記載なし 

計 5,342,330

N 社 商品 B 6 3 30,000 90,000 製造数量＞販売数量

N社 商品 B 1 1 55,000 55,000 製造数量=販売数量 

     145,000

Y 社 商品 C 
32,823

14,427 1,087 15,682,149
製造数量＞販売数量

商品 D 9,520 435 4,141,200

計 19,823,349

O 社 商品 E ‐ 20,833 778 16,208,074 製造量の記載なし 

商品 F ‐ 8,885 435 3,864,975 製造量の記載なし 

商品 G ‐ 777 535 415,695 製造量の記載なし 

計  20,488,744

OO 社 商品 H ‐ 341 1,422 484,902 製造量の記載なし 

商品 I ‐ 5,815 1,424 8,280,560 製造量の記載なし 

商品 J ‐ 5,114 756 3,866,184 製造量の記載なし 

商品 K ‐ 1,980 645 1,277,100 製造量の記載なし 

商品 L ‐ 360 1,106 398,160 製造量の記載なし 

計 14,306,906

I 社 商品 M 35,000 32,130 2,800 89,964,000 製造数量＞販売数量

商品 N 50 40 2,000 80,000 製造数量＞販売数量

商品 O 8,960 8,640 2,000 17,280,000 製造数量＞販売数量

商品 P 15 10 500 5,000 製造数量＞販売数量

計 107,329,000

S 社 商品 Q ‐ 1,200 1,050 1,260,000 製造量の記載なし 

SS 社 商品 R 0 510 280 142,800 製造数量＜販売数量

商品 S 29,741 33,006 410 13,532,460 製造数量＜販売数量

商品 T 15,835 30,408 300 9,122,400 製造数量＜販売数量

計     22,797,660

Y 社 商品 U 1 1 22,000,000 22000000 製造数量=販売数量 

NN 社 商品 V 128.91 128.91 9000 1,160,190 製造数量=販売数量 
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 製造数量と販売数量の記載方法の不統一 

特許使用者からの製造数量と販売数量に関する報告書を閲覧したところ以下のよ

うになどさまざまな内容の記載が見受けられ、統一されていなかった。

・「製造数量＝販売数量」

・「製造数量＞販売数量」

・「製造数量＜販売数量」

・「製造数量の記載なし」

 鹿児島県の作成する報告書様式 

鹿児島県作成の様式１「生産数量報告書」での記載事項は以下のとおりである。

商品名 製造数量 販売数量 販売単価 販売金額 実施料 備考

前述のように「製造数量＝販売数量」、「製造数量＞販売数量」、「製造数量＜販売

数量」のようなさまざまな記載がなされており、「製造数量＜販売数量」の場合は

前期からの繰越数量があった事が、また、「製造数量＞販売数量」の場合は、次期

への繰越数量が生じている事が判断できる。

しかし、生産数量報告書には製造数量と販売数量の記載欄は設けてあるが、前期

からの繰越数量欄及び次期への繰越数量欄が設けられていない。繰越数量欄がな

いために、製造数量以上の販売数量や製造数量以下の販売数量という報告書、製

造数量が記載されていない報告書等が見受けられた。

 報告書記載の製造数量・販売数量の確認 

特許使用者の申請書に記載されている製造・販売数量について、県有特許実施契

約書第 5 条 3 項に規定されている実地調査はこれまでおこなったことがなく、数

量等については未確認のため、全面的に特許使用者からの報告書に依拠している。

そのため、特許使用料について正確・適正な歳入額であるかの確証が得られてい

ない。

結果としてこれらは鹿児島県の歳入の適正性・正確性に疑問が生じることになる。

c. 改善案 

問題点で記載した事項等についての県の回答は以下のとおりである。結局これが

改善案につながることになる。

 製造数量と販売数量の記載方法の不統一 

製造数量報告書に製造数量が記載されていない報告書について、少なくとも現状

の県の様式であっても記載は必要なため今後は必要事項の記載を徹底する。
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 鹿児島県の作成する報告書様式 

以下のように前期繰越数量欄と次期繰越数量欄を設けられないかを検討すべきで

ある。

商品名
前期繰

越数量
製造数量

販売

数量

次期繰

越数量

販売

単価

販売

金額
実施料 備考

この様式に変えることによって報告書上は記載された製造数量を販売数量の矛盾

はなくなることになる。

 報告書記載の製造数量・販売数量の確認 

現時点では数量の把握はおこなっていないが今後、適正な数量把握に努めたい。

前述の「県有特許実施契約書第 5 条（生産数量等の報告）」等では鹿児島県は使

用者の事業所に鹿児島県の職員、又は鹿児島県の指定する代理人を派遣して合実

施に関する帳簿書類その他の物件を調査できる、旨が規定されているため、この

調査に関しても検討したい。

すべてについて検討したいとのことであるが、特許料使用者からの報告書の適正

性を担保するには少なくとも以下のことを実施する必要がある。

①毎年の調査ではなく、3 年に 1 回程度の実地調査を行う

②契約書に規定されている「正確に記載した帳簿」の提出を必ず求める。

これらの方策を採用することによって、正確・適正な鹿児島県の歳入の確保が図

られることになる。
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高年齢者就業機会確保事業(No.20)  １２.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

摘要 内容 支出先 
支出額 

（千円）

補助金 
高年齢者就業機会 

確保事業費等補助金 

公益社団法人 

鹿児島県シルバー人材センター連合会
8,900

負担金 賛助会員会費 
公益社団法人 

全国シルバー人材センター事業協会 
50

計 8,950

２) 高年齢者就業機会確保事業費等補助金の概要 

高年齢者就業機会確保事業費等補助金とは、シルバー人材センター連合会等の健

全な発展を図るとともに、高年齢退職者の就業の促進を図り、もって高齢者の福

祉の増進に資することを目的として、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第

44 条第１項の指定を受けた公益社団法人鹿児島県シルバー人材センター連合会

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 平成 9 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6(1)ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

① 多様な就労ニーズに応じた雇用機会と公正な待遇の確保

事業の目的
高年齢者の就業を促進することにより、高年齢者自らの生きがいの充実や

活力ある地域社会づくりに寄与する。

根拠法令等
高齢者等の雇用の安定等に関する法律、公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律等

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 労政費 目 就職促進費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 9,154 9,219 9,166
決算 9,096 9,207 9,118

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

0 0 9,118 9,118
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

8,950 0 168 9,118
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に対して交付するものである。

具体的内容としては、シルバー人材センター事業に関する市町村への定着促進等

の普及・援助に係る事務やシルバー人材センター連合及びシルバー人材センター

に対する事業運営上の指導に係る事務等に係る費用を補助するものである。

この補助金交付の流れはまず、県から公益社団法人鹿児島県シルバー人材センタ

ー連合会に「高年齢者就業機会確保事業費等補助金の内示について（通知）」を送

り、その後、公益社団法人鹿児島県シルバー人材センター連合会から鹿児島県知

事宛に補助金交付申請書の提出、県の交付決定通知書の発行、支出負担行為を経

ての交付ということになる。

公益社団法人鹿児島県シルバー人材センター連合会からの交付申請書には 2 号様

式「平成 27 年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター

連合会事業）事業計画」「同予算書」「収支予算書」「事業計画」「定款」等が添付

されている。

また、年央において概算払が行われるが、これは公益社団法人鹿児島県シルバー

人材センター連合会から提出される「概算払申請書」に基づいて行われる。

監査結果及び意見（３）

１） 高年齢者就業機会確保事業費等補助金 

① 決算書等の適正性の検証の必要性（意見）

a. 現状 

公益社団法人鹿児島県シルバー人材センター連合会からの交付申請書には 2 号様

式の「平成 27 年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金事業計画」「同予算書」

「収支予算書」「事業計画」「定款」等が添付されている。

また、県の作成した交付確定通知書には検査調書が添付されており、この検査調

書の「検査所見」には以下のように記載されている。

関係書類と照合した結果、鹿児島県高年齢者就業機会確保事業費等補助金交付要

綱の規定どおり適正に執行されていると認められる。合格。

具体的な手続を質問したところ、鹿児島県高年齢者就業機会確保事業費等補助金

交付要綱第 8 条に基づき提出された実績報告書により、内容を確認し、補助金額

を確定したとの回答であった。

b. 問題点 

公益社団法人鹿児島県シルバー人材センター連合会からの申請書には予算書、決
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算書等が添付されている。提出された収支計算書等は補助金交付先（シルバー人

材センター連合会）事務局作成の申請書であると思われるが、この添付された書

類のうち、特に決算書についての適正性を保証する監事等の監査報告書は添付さ

れていない。

決算書の適正性を保証する書類がないにもかかわらず、鹿児島県補助金等交付規

則による決裁のみでの補助金交付確定の意思決定がなされたということでは的確

かつ適切な判断過程を経たとは考えにくい。

検査調書の記載においても交付先事務局作成の書類のみで判断するのではなく的

確かつ適正な検査を行うべきである。

鹿児島県補助金等交付規則では以下のように規定されている。

第 14 条（補助金等の額の確定等）

知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る前条の報告を受けた場合においては、

報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る

補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合す

るものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等

の額を確定し、当該補助事業者等に通知するものとする。

c. 改善案 

補助金の交付は申請主義に基づいており、その申請書類には決算書の適正性を保

証する監事の監査報告書等は提出必要書類とはなっていない。また、シルバー人

材センター連合会における監事の監査報告書提出は決算期から 3 ヶ月以内となっ

ている。鹿児島県としては、計算書類等の入手は 2 ヶ月以内となっているため、

県が希望する入手時期での監査報告書入手は困難とのことである。しかし、この

補助金が継続する限り、あるいは、次年度補助金の審査のためにも 2 ヶ月経過後

であろうとも計算書類の適正性確認のためには入手しておくべきである。

このことによって提出された書類の適正性が担保されることになり、適正・的確・

公平で透明性の高い補助金の交付が行われることになり、補助金制度の有効性、

効率性、経済性が図られ、結果としてこの補助金の目的でもある雇用の増加にも

資することになる。
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② 計算書類における全体と補助金部分の不整合ほか（意見）

a. 現状 

■ 全体の計算書類と補助金部分の計算書類との不整合 

シルバー人材センター連合会全体の状況を示す「収支計算書」では収益と費用は

不一致であり、この状況が通常であると思われるが、補助金部分についての収支

は予算から決算までのどの段階でも常に一致している。

つまり、全体では一致しないが、補助金部分は常に一致しているという計算書類

（予算）になっている。県の担当者に質問したところ、鹿児島県高年齢者就業機

会確保事業費等補助金交付要綱第 2 条に規定する経費として、法人運営の基礎的

経費の一部に充てられており、当該補助金に対応した収支を確認することは困難

であるとのことであった。

従って、事業全体に対する補助事業の割合や補助金収入額に対応する費用の按分

基準、方法等が不明確であり、金額の適正性についての検証は行われていないこ

とになる。

全体としての計算書類は以下のとおりであり、上述のとおり経常収益（412,873

千円）と経常費用（415,812 千円）は一致していない。

しかし、最終の決算書類（高年齢者就業機会確保事業等補助金（シルバー人材セ

ンター連合会事業）収支精算書でも補助金に関する収入と支出（人件費、管理費、

事業費）の金額は一致しており、しかもそれぞれの費用の金額の千円未満が「000」

というラウンドな数値となっている。

補助金部分の予算書は常に収支一致している状況にあるため、補助金部分の書類

を含め添付書類の適正性が確保されている状況とは判断しにくい。
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要約版（主要科目のみを記載した要約版であるため内訳科目を集計しても全体の合計とはならない。） 

平成 27 年度収支計算書（単位：千円） 

H27.4.1～H28.3.31 

科目 予算額 補正予算額 予算現額 決算額 差異

Ⅰ一般正味財産増減の部 

（１）経常収益 

労働者派遣事業収益 

労働者派遣収益 354,738 178,562 533,300 531,958 1,342
受取補助金等 

受取国庫補助金 8,900 8,900 8,900
受取県補助金 8,900 8,900 8,900

受託事業収益 

高齢者活躍人材育成受託収益 23,248 23,248 23,248
シニアワークプログラム受託収益 28,897 -2,682 26,215 26,215
生涯現役社会実現環境整備受託収益 6,426 -520 5,906 5,906

経常収益計 412,873 198,459 611,332 609,659 1,673
（2）経常費用 

事業費 413,628 193,850 607,478 605,369 2,109
支払会員賃金 288,000 140,800 428,800 428,756 44

管理費 2,184 7 2,191 1,944 247
経常費用計 415,812 193,857 609,669 607,312 2,357
評価損益等調整前当期経常増減額 -2,939 4,602 1,663 2,347 -684
当期経常増減額 -2,939 4,602 1,663 2,347 -684
当期一般正味財産増減額 -2,939 4,602 1,663 2,347 -684
一般正味財産期首残高 16,984 1,025 18,009 18,009
一般正味財産期末残高 14,045 5,627 19,672 20,356 -684

Ⅱ正味財産期末残高 14,045 5,627 19,672 20,356 -684
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■ 補助金部分の計算書類間での不整合 

補助金に関する計算書類は、交付申請時では 3 号様式、中間時では 11 号様式、

決算時では 15 号様式が作成されており、下表のとおりである。

補助金部分に関する計算書（単位：千円） 

第 3号様式

（H27.4.1） 

第 11 号様式 

（H27.10.27） 

第 15 号様式 

(H28.3.31） 

平成 27年度高年齢

者就業機会確保事業

費等補助金（シルバ

ー人材センター連合

会事業）収支予算書

平成 27年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金 

（シルバー人材センター連合会事業）実施状況報告書 

平成 27年度高年齢者

就業機会確保事業費

等補助金（シルバー人

材センター連合会事

業）収支精算書 

科目 予算額 科目 予算 
収入

済額

収入見

込額 
計 科目 精算額

補助金収入

国庫補助金 8,900  4,108 4,792 8,900

県補助金 8,900 8,900 8,900

受取補

助金等 
17,800 17,800  4,108 13,692 17,800

補助金等収

入 
17,800

交付決定額 補助事業支出額 
補助事業

に要する

経費 

補助金

額 

支出

済額

支出見

込額 
計 

人件費 7,790 人件費 7,790 7,790 3,463 4,327 7,790 人件費 7,790

給与手当 6,428

法定福利費 1,128

福利厚生費 14

退職金掛金 220

管理費 6,170 管理費 6,170 6,170 2,688 3,482 6,170 管理費 6,170

臨時雇賃金 930 930 413 517 930 賃金 865

法定福利費 160 160 81 79 160 法定福利費 160

旅費交通費 260 260 46 214 260 光熱水費 35

通信運搬費 62 62 49 13 62 賃借料 1,740

光熱水料費 60 60 23 37 60 委託料 1,258

消耗品費 400 400 273 127 400 旅費交通費 140

印刷製本費 1,860 1,860 555 1,305 1,860 消耗品費 280

賃借料 1,880 1,880 879 1,001 1,880 印刷製本費 1,630

委託料 498 498 347 151 498 通信運搬費 62

支払手数料 60 60 23 37 60

事業費 3,840 事業費 3,840 3,840 1,108 2,732 3,840 事業費 3,840

福利厚生費 6 6 6 6 旅費交通費 70

法定福利費 320 320 133 187 320 消耗品費 432

旅費交通費 70 70 48 22 70 通信運搬費 8

通信運搬費 16 16 16 16 諸謝金 1,630

消耗品費 100 100 39 61 100 法定福利費 290

委託料 1,608 1,608 254 1,354 1,608 福利厚生費 6

諸謝金 1,720 1,720 633 1,087 1,720 委託料 1,404

17,800 17,800 17,800 7,258 10,542 17,800  17,800

b. 問題点 

■ 全体の計算書類と補助金部分の計算書類との不整合 

全体としての予算額の収支は一致していないことは通常の状況と思われる。
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しかし、補助金の予算額についての収支は常に一致している。補助事業の割合や

補助金収入額に対応する費用の按分基準、方法等が明確でなく、結果として収支

を合致させたと判断せざるを得ない。

県の回答である鹿児島県高年齢者就業機会確保事業費等補助金交付要綱第 2 条に

規定する経費として、法人運営の基礎的経費の一部に充てられており、当該補助

金に対応した収支を確認することは困難だとした場合、そのような書類の提出に

意義が見いだせない。

■ 補助金部分の計算書類間での不整合 

１．申請時・中間時・決算時における収支額（17,800 千円）が常に一致

補助金に関する計算書類は次の 3 段階で提出されているが、そのすべてにおいて

補助金に関する収入と支出の合計額は 17,800 千円で常に一致している。

・1 段階：交付申請時に提出される予算書

「平成 27 年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金収支予算書（3 号様式）」

・2 段階：中間時に提出される実施状況報告書

「平成 27 年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金実施状況報告書（第 11 号様

式）

・3 段階：最終段階で提出される実績報告書

「平成 27 年度高年齢者就業機会確保事業費等補助金収支精算書（15 号様式）」

２．記載されている科目等の不統一

交付申請時に提出される 3 号様式での収支予算書の支出項目は人件費、管理費、

事業費の 3 項目のみであり、中間時に提出される 11 号様式と最終段階で提出さ

れる 15 号様式の支出項目の科目名も一致していない。

特に、3 号様式では収支を一致させているための予算書作成をしたと判断されて

も致し方ないような粗い計算書類となっている。

補助金の財源が国民・県民の税金ということを考えた場合、詳細な検討を加えた

予算書等の提出が求められるべきである。

c. 改善案 

■ 全体の計算書類と補助金部分の計算書類との不整合 

常識的に判断した場合、全体の収支は一致していないにもかかわらず、補助金部

分に関する収支は常に一致しているということについては、その理由について理

解困難である。

当該補助金は法人運営の基礎的経費の一部に充てられており、補助金に対応した

収支を確認することは困難であったとしても事業全体に対する補助事業の割合や



－122－

補助金収入額に対応する費用の按分基準、方法等を検証し、明確に説明可能な計

算書類の提出を求める必要がある。提出された数値に根拠がない資料であれば補

助金の適正性判断に必要な他の資料の提出も考慮すべきである。

■ 補助金部分の計算書類間での不整合 

補助金部分の予算時、中間時、決算時の計算書類においても科目等に大きな変更

があるとは考えにくい。もし、変更があったのなら、その旨を注記する等して理

由を明確にすることが求められなければならない。その結果として、補助金の返

還や減額の要否も判断することになると思われる。

補助金部分の収支を一致させていると考えられるような粗い予算書での判断では

適正な補助金行政は行えないはずである。

適正な書類の提出が行われることにより、適正・的確・公平で透明性の高い補助

金の交付が行われることになり、補助金制度の有効性、効率性、経済性の向上が

図られることになる。

また、補助金の目的である雇用の創出、働く場の提供等を考慮した働き方改革に

結びつかせるためには補助金申請時の提出書類の再検討や交付時の更なる明確な

判断基準を持つべきであろうと考える。

③ 概算払の必要性（意見）

a. 現状 

鹿児島県補助金等交付規則第 16 条 2 項には以下のように規定されている。

知事は、特に必要があると認めるときは、補助金額の交付決定額の範囲内におい

て補助金等を概算払又は前払金により交付することがある

また、鹿児島県高年齢者就業機会確保事業費補助金交付要綱＜抜粋＞の第 10 条 2

にも「この補助金は概算払により交付することができる」と規定されている。

概算払という制度は「できる」という規定であり、必ず行うものではない。行う

場合は相応の理由が必要である。提出された資金繰表や計算書類からは中間での

概算払がなくても運営可能と思われ、概算払の必要性は低いと判断できる。現状

は申請主義に基づき、申請されるがままに概算払されていると思われる。

この概算払は鹿児島県シルバー人材センター連合会から提出された「平成 27 年

度年間執行計画」の資金繰計画表（下表）に基づいている。
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b. 問題点 

■ 補助金のみの資金繰表であり、これでは全体の運営の可否は判断できない。 

上表は補助金のみの資金繰表である。シルバー人材センター連合会全体の資金繰

表ではないために、連合会全体の実際の資金繰が把握できない。つまり、補助金

の概算払は提出された補助金のみの「平成 27 年度年間執行計画」で判定されて

おり、シルバー人材センター連合会全体としての財源についての検討が行なわれ

ていないことになる。

■ 流用額があっても６月で資金不足となる。 

この平成 27 年度年間執行計画の資金繰表では 4 月に銀行借入 200 万円と会費 98

万円の他収入からの合計 298 万円の流用額が記載されている。しかし、上表にあ

るようにこの流用額があっても補助金部分の資金繰では 6 月で資金不足となる。

■ 前年度繰越金が記載されていない。 

この平成 27年度年間執行計画の資金繰表には前年度繰越金が算入されていない。

繰越金を考慮しない資金計画ではこの事業自体の資金状況は判別しにくい。つま

平成２７年度年間執行計画 （単位：千円）

収入金額 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

国庫補助金 4,450 2,225 2,225 8,900

県補助金 8,900 8,900

流用額（※１） 2,980 2,980

計 2,980 4,450 11,125 2,225 20,780

※１：流用額：銀行借入2,000千円、会費９８０千円

補助金関係支出

支出科目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

給与手当 470 430 840 470 430 430 470 430 1,048 470 470 470 6,428

臨時雇賃金 86 69 80 80 80 73 86 73 73 73 77 80 930

諸謝金 144 143 143 144 143 143 144 143 143 144 143 143 1,720

法定福利費 121 121 199 121 121 121 121 121 199 121 121 121 1,608

退職給付費用 26 26 26 26 26 26 26 26 12 220

福利厚生費 8 8 5 20

旅費交通費 10 25 70 35 25 25 50 25 45 10 10 330

印刷製本費 60 500 300 250 450 300 1,860

消耗品費 10 100 30 100 30 30 100 30 25 25 10 10 500

光熱水料費 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 60

賃借料 175 155 155 155 155 155 155 155 155 155 155 155 1,880

委託費 13 240 15 15 15 15 15 15 1,718 15 15 15 2,106

通信運搬費 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 78

支払手数料 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 60

計 1,062 1,371 1,530 1,698 1,052 1,335 1,416 1,060 3,872 1,065 1,323 1,021 17,800

単月収支差額 1,919 -1,371 -1,530 -1,698 3,399 -1,335 9,709 -1,060 -3,872 1,161 -1,323 -1,021 2,980

繰越収支差額 1,919 548 -982 -2,679 720 -615 9,094 8,035 4,163 5,323 4,001 2,980
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り、この資金繰計画表では概算払の要否については判断困難であり、概算払の根

拠とは考えにくいということになる。

補助金に関する資金繰りが明確な資金繰表の作成が必要となるが、補助金部分以

外の資金も含めて運営していると考えられるところから、そもそも補助金部分の

みの資金繰表では全体との齟齬が生じることになり、その作成に困難が伴うこと

になる。補助金部分の資金繰表作成のためにはシルバー人材センター連合会にお

いて補助金部分の資金繰り計画表作成のための詳細な基準等を規定し、それに基

づいての作成が前提となる。

■ 概算払の申請理由の不合理性 

概算払申請書には概算払の理由として「シルバー人材センター連合会の運営費の

財源は補助金が主であり、事業運営の円滑化を図るために、補助金の概算払が必

要であるため」と記載されているが、シルバー人材センター連合会の平成 27 年

度収支計算書の決算額をみると、経常収益は合計で 609 百万円（うち、派遣事業

収益 531 百万円）が計上されており、これに対して補助金額は国・県合わせても

17 百万円である。

交付申請時の全体の「平成 27 年度収支予算書」の当期経常増減額は△2,939 千円

であるが、一般正味財産期首残高が 16,983 千円であるため、この金額で不足額

2,939 千円は賄えることになる。このように考えると国、県の補助金合計 17,800

千円全額が不要ということも考えられ、必要であったとしても当期経常増減額の

マイナス分（不足分）2,939 千円の補填のみで運営可能である。

従って、補助金なし、もしくは補助金の軽減があっても運営できるということに

なる。

この資金繰表と同時に提出された概算払申請書に基づいて、県では概算払の決裁

書を作成しているが、事業体全体としては運営可能な収益が計上されている現状

からは概算払の必要性の要否について疑問が生じる。

■ 補助金の概算払の必要性の判断 

条文にある「特に必要と認める場合」とはいつ、誰が、どのように判断するのか

の根拠が明確でない。

連合会の運営はまず、補助金を除く収入で運営し、不足分を補助すると考えるべ

きである。

補助金のもともとの財源が国民・県民の税金ということを考えた場合、補助金の

額、概算払の要否等については慎重に判断すべきところ、補助金の必要性と適正

性についての検証が充分に行われていないという印象が否めない。
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c. 改善案 

改善案としては「適正な資金繰計画表の作成」と「概算払の必要性」の２点に絞

られる。

■ 適正な資金繰計画表の作成 

現状、問題点で記載したとおり、シルバー人材センター連合会全体の作成する資

金繰表には前述のとおり、以下の問題点が存在する。

・補助金のみの資金繰表であり、これでは全体の運営の可否は判断できない。

・流用額があっても６月で資金不足となる。

・前年度繰越金が記載されていない。

これらに共通する改善案としては、適正・正確な資金繰計画表の作成につきる。

補助金部分への按分基準等を明確にし、全体の資金繰を把握した上で補助金の必

要性を判断するべきである。

■ 概算払の必要性 

概算払の必要性についても前述のとおり、以下の問題点が存在する。

・概算払の申請理由の不合理性

・補助金の概算払の必要性の判断

概算払は規定上可能であるが、「できる」という規程であり、必ず行うものではな

い。概算払を行う場合は相応の理由が必要である。申請されるがままに概算払す

るのではなく、資金繰表や計算書類を検証し、その適正性と補助金の必要性を判

断すべきである。

連合会の運営はまず、補助金を除く収入で運営し、不足分を補助するのが補助金

のあるべき姿である。

連合会の受取手数料である 5％の金額は約 26 百万程度になることになり、まずは

この手数料を含めた全体としての資金繰表を作成した上での概算払の要否の検討

が必要である。

補助金の財源は国民・県民の税金ということを考慮した場合、必要な額の補助金

交付でなければならない。そのことにより適正、的確、公平で透明性の高い補助

金の交付が行われることになり、補助金制度の有効性、効率性、経済性が図られ

るはずである。

このことは県のみならず、国においても同様なことが言える。このことによって

雇用の創出、働く場所の提供という補助金の目的が達成されることになる。
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④ 補助金の必要性（意見）

a. 現状 

実績報告時の「平成 27 年度収支計算書」の当期決算額の当期経常増減額では＋

（プラス）2,346 千円となっている。つまり、補助金なしでも運営可能であった

と判断できる。

このような場合、補助金の返還はないのであろうかとの質問を行ったが、「当該補

助金は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第 36 条に基づき地方公共団体

が高年齢者の就業機会の確保のために必要な措置を講ずることとなっていること

から、当該団体の基礎的な運営費として支出しているものであり、補助金の返還

の要否については考えていない」との回答であった。

b. 問題点 

シルバー人材センターは高齢者の就業を援助するために人材派遣業を運営してお

り、人材派遣収益手数料の 10％は地域のシルバー人材センターが受領し、5％を

連合会が受領している。事業活動報告書（損益計算書）を見ると平成 27 年度は

約 531 百万円の労働者派遣収益が計上されており、連合会の受け取る手数料だけ

で約 26 百万円となる。このような状況に鑑みる時、国、県からの合計 17,800 千

円の補助金収入はないとしても運営可能な状況にあったと思われる。

c. 改善案 

補助金部分の計算書類のみではなく、全体の計算書類を検証した上で、補助金が

この事業体の運営に与える影響を検討し、補助金の必要性について判断すべきで

ある。

つまり、高年齢者の就業機会の確保のための基礎的な運営費としての支出であっ

たとしても、この補助金の有無による運営の可否についての判断は必要となるは

ずである。

このことによって適正、的確、公平で透明性の高い補助金の交付が行われること

になり、補助金制度の有効性、効率性、経済性の向上が図られることになる。

その結果としてこの補助金の目的でもある雇用の増加、働く場所の提供にもつな

がるし、最終的には少子高齢化社会における働き方改革にも結びつくことになる。
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認定職業訓練振興事業(No.21)  １３.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

補助金交付額 概算払金額 （単位：千円）

交付対象職業訓練法人 第１回 第 2 回 第 3 回 合計

①鹿児島観光技能訓練協会 0 0 13,100 13,100
②鹿児島市職業訓練協会 2,450 1,710 1,040 5,200
③出水地区職業訓練協会 1,670 550 556 2,776
④川内能力開発協会 0 0 288 288
⑤鹿児島理・美容訓練協会

（鹿児島ビューティーカレッジ）
900 820 430 2,150

⑥鹿児島理・美容訓練協会

（薩摩ビューティーカレッジ）
960 960 480 2,400

計 5,980 4,040 15,894 25,914

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 昭和 44 年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6(1)ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

② 多様な職業能力開発ニーズに応じた支援体制の充実

事業の目的
認定職業訓練校の運営費の補助を行うことにより、認定職業訓練の振興を

図る。

根拠法令等 職業能力開発促進法、雇用保険法等

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 職業訓練費 目

職業訓練総務

費

事業費推移

（千円）

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算（最終） 27,809 26,016 29,174
決算 27,432 25,690 25,995

平成 27 年度

事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

12,957 0 13,038 25,995
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

25,914 0 81 25,995



－128－

２) 補助金及び職業訓練法人の概要 

職業訓練法人とは、職業能力開発促進法に定められた認定職業訓練を行うことを

目的とする法人である。根拠規定は職業能力開発促進法第 4 章であり、その第

31 条において社団と財団の 2 種類が認められている。設立には都道府県知事の

認可を必要とする（職業能力開発促進法第 35 条）。

(1)補助金とは、特定の事業や研究を行う者に対し、その事業や研究の遂行を育

成助長するために公益上必要があると認めた場合に交付するもの、あるいは、

一定の事業行為等の保護、奨励のため交付する経費である。

(2)補助金には、国庫及び県支出金を伴うもの、県単独で奨励的に支出するもの

がある。

補助金は一般的に見返りを求めることなしに交付する給付であるため鹿児島県

が補助金を支出するにあたっては、県民の生活にとって有用であるとの客観的な

判断が必要となる。

３) 認定訓練助成事業費補助金とその流れ 

① 認定訓練助成事業費補助金

助成対象者 助成の要件等
助成者及び負担割合

(上限)

運営費

中小企業事業主又は中小企

業主団体、若しくは職業能

力開発促進法第13条に規定

する職業訓練法人等

左記の者が単独又は共同し

て行う認定職業訓練の運営

に要する経費

国 1／3

県 1／3

施設・

設備費

都道府県、市町村、中小企

業事業主又は中小企業主団

体、若しくは職業能力開発

促進法第13条に規定する職

業訓練法人等

左記の者が行う認定職業訓

練のための職業訓練共同施

設の設置及び職業訓練共同

設備の設置又は整備に要す

る経費

都道府県が設置する

場合は国 1／3

市町村、職業訓練法

人等国 1／3 が設置

する場合は県 1／3

② 補助金の流れ

認定職業訓練を行う

中小企業事業主等

申請 

県 

補助対象経費の 2/3

申請 

厚生労働省 

県の補助額の 1/2 

交付 交付 
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監査結果及び意見（３）

１) 認定訓練助成事業費補助金 

① 鹿児島観光技能訓練協会に対する補助金の必要性（意見）

a. 現状 

■ 鹿児島観光技能訓練協会の平成 27 年度収支決算書の概要 

鹿児島観光技能訓練協会の平成 27 年度収支決算書（予算、決算比較の要約版）

は下表のとおりである。

要約版（1,000 千円以下の数値は省略しために、それぞれの合計は一致しない） 

職業訓練法人 鹿児島観光技能訓練協会 

平成 27 年度収支決算書 

H27.4.1～H28.3.31 （単位：千円）

収入の部 予算額 決算額 決算－予算 

繰越金 40,911 40,911

入学金 4,420 4,420

訓練生負担金 39,000 39,000

補助金 16,242 13,100 -3,142

収入計 101,423 98,172 -3,251

支出の部 予算額 決算額 決算－予算 

補助対象経費 

1 号経費 

専任講師給料 17,500 17,484 -16

教務職員給料 1,400 1,380 -20

講師手当 3,600 2,818 -782

計 22,500 21,682 -818

2 号経費 

賃借料 8,400 8,400

計 9,400 9,302 -98

3 号経費 

計 160 140 -20

4 号経費 

計 1,130 502 -628

6 号経費 

計 670 544 -126

補助対象経費合計 33,860 32,170 -1,690

補助対象外経費 

人件費 6,100 6,064 -36

旅費交通費 1,490 950 -540

厚生費 3,700 3,453 -247

修繕費 4,630 4,472 -158

広報費 5,270 4,903 -367

賃借料 1,710 1,662 -48

予備費 39,048 -39,048

補助対象外経費合計 67,563 26,112 -41,452

支出計 101,423 58,282 -43,142
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鹿児島観光技能訓練協会の運営する職業訓練校は鹿児島のホテルで働く者を対

象にホテル業務のスキルアップを図るための訓練校である。当初の補助金

16,242 千円から 13,100 千円に減額されている。

■ 概算払を必要としない届出書の提出 

鹿児島観光技能訓練協会からは平成 27 年 12 月 8 日に「平成 27 年度認定訓練助

成事業費補助金の第 2 回概算払については概算払を必要としない届出」が提出さ

れている。

概算払を必要としない理由については以下のように記載されている。

平成 26 年度繰越金並びに、平成 27 年度訓練生の学費等の年間分すべての収入

が、順調に入金されたことにより、年度途中での資金繰りに支障をきたすおそれ

がないと予測されるため。

b. 問題点 

■ 予備費計上額の疑問 

前掲した平成 27 年度収支決算書（予算、決算比較）における予算の段階で総支

出 101,423 千円のうち、予備費計上額が 39,048 千円となっており総支出に占め

る割合が 38％にもなっている。通常の予算で予備費がこのような割合を占める

ことはない。しかも予備費以外の千円未満は「000」というラウンドな数値とな

っており、予算策定上、明らかに予備費で収支を一致させているものと判断せざ

るを得ない。

■ 補助金の要否と必要額の算定 

平成 26 年 4 月 1 日付けの厚生労働省職業能力開発局の通知、「平成 26 年職業

能力開発校設備整備等補助金（認定職業訓練助成事業費）における補助対象経費

の算定基準等に係る留意事項について」第 1-2-（ニ）において、以下の記述があ

る。

・収益事業の取扱いについて

「未就職卒業者等を受け入れて訓練を実施した結果、収益が得られることも想

定されるところ、多額の収益が得られた事業まで補助対象とするものでは無い

こと（未就職速業者等本人の費用負担について、総費用や他訓練受講生の受講

料の例えば 3 分の 1 以下にする等、各都道府県において独自の補助基準を定め

ることが考えられる）」

この場合の収益とは「収入（収益）－支出（費用）＝利益」、いわゆる純額とし

ての利益額を指す。前掲の収支決算書の概略は以下のとおりである。

科目 金額（千円）

繰越金 40,911
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収支決算書において前期からの繰越金が 40,911 千円、次期への繰越金が 39,890

千円となっている。

繰越金の残額について鹿児島観光技能訓練協会の回答は「建物が古くなり、補修

や建替え等に資金が必要であり、蓄えている」とのことであるが、この補助金は

運営補助金であり、施設整備（修繕費）は補助対象外経費として計上されている

とはいえ、当年度収入額、支出額に比較して翌年度への繰越金が多額であると言

わざるを得ず、訓練生の負担金や補助金のあり方を検討すべきである。

同じ補助金対象となっている他の訓練校と比較した場合、内部留保が突出して多

額であり、13,100 千円の補助金がなくても充分に運営可能な内部留保額である。

更には、現状で述べたように、平成 27 年 12 月 8 日に「平成 27 年度認定訓練助

成事業費補助金の第 2 回概算払については概算払を必要としない届出」が出され

ており、資金的に困窮しているという状況にはないと判断できる。

補助金の目的である「特定の事業を行う者に対し、その事業の遂行を育成助長す

るために公益上必要があると認めた場合に交付するもの、あるいは、一定の事業

行為等の奨励のため交付するため」ということに鑑みる時、多額の繰越金が残っ

ている事業に関しては相応の補助金であるべきであり、更なる減額や返還の措置

も考慮すべきである。

平成 26 年の会計検査院の検査でも同様の指摘がなされたということであるが、

厚生労働省の定めた補助金であり、鹿児島県としては補助金算定基準に準拠して

交付しているため事務手続上の問題は生じないという考えもあろうと思われる。

しかし、補助金の源泉が国民・県民の貴重な税金ということや効率的な補助金交

付、補助金と効果の最大なる有効性等を勘案した場合、無駄のない適正な補助金

を交付すべきでなかろうかという疑問が生じる。

入学金 4,420
訓練生負担金 39,000
補助金 13,100
その他収入 741
収入計 98,172
補助対象経費 32,170
補助対象外経費 26,112
支出計 58,282
次期繰越 39,890
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c. 改善案 

■ 補助金の返還 

前述の厚生労働省の通知の「収益事業の取扱い」は以下のように定めている。

「未就職卒業者等を受け入れて訓練を実施した結果、収益が得られることも想定

されるところ、多額の収益が得られた事業まで補助対象とするものでは無いこと

（未就職卒業者等本人の費用負担について、総費用や他訓練受講生の受講料の例

えば 3 分の 1 以下にする等、各都道府県において独自の補助基準を定めることが

考えられる）」

この通知に照らして検討した場合、16,242 千円から 13,100 千円に減額されたと

はいえ、多額の収益が得られていないか、当年度収入額、支出額に比較して適正

な繰越額といえるかといった検討を行った上で、補助金の返還を含めた訓練生の

負担金や補助金のあり方を検討すべきである。

そのことによって適正、的確、公平で透明性の高い補助金の交付が行われること

になり、より有効的、効率的、経済的な補助金制度の活用が図られるはずである。

■ 生徒の授業料の減額 

補助金の交付が，厚生労働省の制度運用上「適正」と判断されているのであれば

特に生徒からの授業料（年間 60 万円、入学金 13 万円）を減額し、生徒の負担

を減らすべきである。

このことによって鹿児島のホテル業界で働くものが少ない負担でスキルアップ

していくということが可能となる。そのことによって雇用が確保され、新規高卒

者等の県外流出がくい止められ、地域がより活性化していくことにつながること

になる。
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V. 外部監査人の所感

今回の監査は、「かごしま将来ビジョン」の「新時代に対応した戦略的な産業おこ

し」のうち「新産業戦略の展開」と「誰もが働ける環境づくり」のうち「ふるさ

とでいきいきと働ける環境づくり」という基本目標を達成するための産業・雇用

施策に関する事業を対象とした。本項では全般的な観点から所感をまとめた。

鹿児島県の産業・雇用に関する課題１.
「Ⅱ.鹿児島県の産業・雇用の状況」で掲げたとおり、鹿児島県の産業・雇用を取

り巻く状況は以下のとおりである。

・県全体の人口減と少子高齢化が進行していること

・一人あたりの県民所得が平成 25 年度では全国で 45 位と低迷していること

・有効求人倍率が 1.0 を超えたものの依然として全国平均より低いこと

・新規高卒者の県外就職率が高いなど若年層の働き手が減少していること

鹿児島県の労働者全般にとって県外に比べ所得水準が低く、就職先の選択肢も狭

いことから、雇用環境が整っているとは言えない。特に県外流出する若年層に対

しては県内での就職に魅力を感じるような職場、高齢化社会の中で増加する高齢

者に対してはいきいきと働ける職場を創り出すことが課題である。

産業・雇用に関する事業への提言２.
「Ⅰ.５（1）監査の目的」で記載したとおり、包括外部監査は合規性のみならず

合理性、すなわち有効性（目的にかなっているか）、効率性（よりよい成果が上が

る方法で行っているかどうか）、経済性（無駄な経費を使っていないかどうか）の

観点からも、県の事業を検討してきた。いわゆる 3E の観点から提言したい。

事業の見直しを含めた検証の必要性（１）

県は産業振興と雇用環境の改善のために様々な事業を行っているが、昨今、県の

産業雇用を取り巻く環境は変化しており、事業開始時と同一の状況にはない。そ

のため継続事業については内容が目的に適っているかの検証が常に必要となって

くる。ＰＤＣＡサイクルの観点から、事業の見直しを継続して行う必要がある。

その上で事業目的にそった成果が得られない、費用対効果が得られない、あるい

は事業そのものの必要性がなくなった事業については、廃止を含めた検討を実施



－134－

しなければならない。

このことは今回の監査対象としなかった事業についても、同様である。

そのためにも事業ごとにその成果を明らかにし、常に検証・評価していく姿勢が

求められる。例えば、県が公表している「主要政策の成果に関する調書」では、

企業立地協定件数など事業の成果も記載されているが、特定の事業と企業立地と

いう成果の関連は明らかにされていない。個々の事業と企業立地の関連性を明ら

かにし、その有効性を検証していくことで、施策の実現につながるものと考える。

事業範囲の拡大を含めた見直しの必要性（２）

県の事業には特定の業種・企業のみが対象となるものがある。たとえば、企業立

地促進補助金事業は補助対象が設備投資額に限られているため、製造業の工場の

新設・増設がその対象になることが多い。

県が実施する事業はその事業目的から重点業種や特定の範囲に絞ることも認めら

れるが、産業振興・雇用創出に資するためには、範囲はできる限り拡大すべきで

ある。たとえば、熊本県では設備投資額に限らず、事業所賃借料や専用通信回線

使用料等の経費が企業立地促進補助金の対象となっている。鹿児島県でも企業立

地補助金の対象範囲の拡大を含む見直しを実施し、雇用の拡大・維持につなげる

べきである。

県が実施する事業は、同様の観点から範囲を見直すことで、事業目的をさらに効

率的に達成できると考える。

県の保有する財産の有効活用の必要性（３）

県の保有する財産は県の施策・事業目的にそって活用されるべきものである。し

かし、個別意見で記載したとおり、約 60 億円の造成費で開発し平成 16 年度から

分譲を開始した鹿児島臨空団地は約 8 割が未分譲のままである。また、平成 4 年

度末に解散した鹿児島開発事業団の剰余金を活用した臨海環境整備基金残高は、

約 47 億円のうち約 43 億円は利用方法が決まっていない。このような重要な財産

を長年に亘って有効活用できなかったことは、経済性の観点から県民の厳しい批

判を受けざるを得ないと考えられる。事業目的の範囲内で有効活用できないので

あれば、条例・要綱の見直しも視野に入れ、産業振興・雇用創出を実現できる事

業目的に変更すべきである。

他にもこのように有効活用されていない土地、基金等の財産の有無を早急に点検

し、今後の活用方法について迅速な意思決定をはかるべきである。
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最後に３.
産業雇用施策に関する事務の執行について当監査報告書で記載した事項を迅速

に実行し、ＰＤＣＡサイクルの観点から事業の見直しを継続して行うことで、さ

らなる産業振興、雇用創出及び雇用環境の改善を期待する。

以上
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VI. 巻末資料～その他の監査対象事業の概要

監査対象とした事業のうち、特に問題点のない事業についての概要は以下の

とおりである。

発電用施設周辺地域振興基金造成事業(No.7)  １.

事業の概要（１）

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 56 年度 

かごしま将来ビジ

ョンとの関連 

5 (1) 新産業戦略の展開 

① 重点業種（自動車・電子・食品・新成長分野関連産業）に対する企業誘

致活動の推進 

事業の目的 
電源地域への企業の導入及び産業の活性化のための措置に要する費用の財

源に充てるため、基金造成を行う。 

根拠法令等 県発電用施設周辺地域振興基金条例 

対応する歳出科目

（款・項・目） 
款 商工費 項 工鉱業費 目 工業振興費 

事業費推移 

（千円） 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

予算（最終）    0    0 491,196

決算    0    0 491,195

平成 27 年度 

事業費内訳 

（千円） 

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 491,195    0 491,195

節内訳 負担金補助金

及び交付金 
委託料 その他 合計

   0    0 491,195 491,195
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事業費の概要（２）

１) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

積立金
発電用施設周辺地域振興基

金への積立（貸付基金から）

発電用施設周辺地域貸

付基金の事業計画変更

に伴う繰替運用

公金振替

490,000

鹿児島県発電用施設周辺地

域振興基金運用益の同基金

への積立

定期預金運用による利

息収入が歳入（財産収

入）に計上されており、

同額が基金積立として

歳出に計上

公金振替

1,195

計 491,195
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重点業種広域連携事業（No.9）２.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助金及び交付金 

名称 内容 支出先
支出額（千

円）

広域的連携組織の負担金

広域的連携組織の

協議会負担金

九州半導体・エ

レクトロニクス

イノベーション

協議会他

722

計 722

２) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

旅費 出張旅費他 広域的連携組織体会議

の出張旅費他

県職員 7名 946

その他 需用費 3
計 949

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 14年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

③ 重点業種の振興

事業の目的
本県の重点産業分野である自動車・電子・食品について、九州内における

広域的連携組織に参画することを通じて、本県企業の振興を図る。

根拠法令等 - 

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 1,707 1,734 1,733
決算 1,566 1,501 1,671

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 1,671 1,671
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

 722    0  949 1,671
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下請企業振興事業（No.11）３.

事業の概要（１）

事業費の内訳（２）

１) 負担金補助及び負担金 

名称 内容 支出先 
支出額 

（千円） 

下請企業振興事業補助金

下請企業の安定と振

興を図るための事業

に対する補助金

公益財団法人かごし

ま産業支援センター 32,675

計 32,675

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 昭和 52年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

④ 地域特性を生かした新たな産業の創出

事業の目的
下請中小企業の下請取引の円滑化を推進することにより、下請中小企業の

振興を図る。

根拠法令等 下請中小企業振興法

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 34,550 34,908 33,987
決算 34,050 34,003 32,675

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 32,675 32,675
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

32,675    0    0 32,675
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県内中小企業人材育成支援事業（No.13）４.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 委託料 

摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

「県内中小企業人材育成支

援事業」業務委託

県内中小製造事業所の若

手社員及び指導的立場に

ある者を対象とした人材

育成セミナーを開催

公益財団法人

日本生産性本

部
1,598

計 1,598

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 25年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

③地域特性を生かした新たな産業の創出

事業の目的

県内製造業における若手社員及びその指導者を対象に、ものづくり意識の

醸成やコミュニケーションスキル、コーチングスキル等を高めるための人

材育成セミナーを開催し、県内中小製造業の体質強化と若年労働者の職場

定着等を図る。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 2,000 1,712 1,712
決算 1,480 1,670 1,680

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 1,680 1,680
節内訳 負担金補助金

及び交付金
委託料 その他 合計

   0 1,598   82 1,680
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鹿児島・神奈川ビジネスマッチング支援事業（No.14）５.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 委託料 

摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

鹿児島・神奈川ビジネスマッ

チング支援事業

神奈川県主催の工業見本

市であるテクニカルショ

ウヨコハマに本県企業ブ

ースを出展

公益財団法人か

ごしま産業支援

センター
1,283

計 1,283

所管部・局 商工労働水産部 所管課 産業立地課 開始年度 平成 25年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

5 (1) 新産業戦略の展開

① 地域特性を生かした新たな産業の創出

事業の目的
神奈川県と鹿児島県の交流事業の一環として、神奈川県の工業見本市に鹿

児島県ブースを設置し、県内製造業者の参加を支援する。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 商工費 項 商業費 目 中小企業振興費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終）    0 2,477 1,682
決算    0 2,166 1,563

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 1,563 1,563
節内訳 負担金補助金

及び交付金
委託料 その他 合計

   0 1,283  280 1,563
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若年者就業促進対策事業(No.17)  ６.

事業の概要（１）

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 昭和 49年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6 (1) ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

②多様な就労ニーズに応じた雇用機会と公正な待遇の確保

事業の目的

県内企業と高校等就職指導担当者との情報交換会の開催や高校生及び高校

就職指導担当者による県内企業見学会、鹿児島魅力企業に会える！合同企

業説明会を実施することにより、県内就職の促進を図るとともに、企業説

明会“鹿児島で働こう！”の開催により県外へ進学等した若者のＵターン就
職を促進し、県内企業の人材確保を図る。また、若年者の厳しい雇用環境

の改善を図るため、きめ細やかな就職支援サービスを一元的に提供し、県

の若年者に対する雇用対策の拠点テライト」を管理運営する。施設として

設置した「若者就職サポートセンター」及び「若者就職サポートセンター

鹿屋サテライト」において若年者の雇用環境の改善を図る。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 労政費 目 就職促進費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 13,568 14,232 12,730
決算 12,988 13,181 12,150

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 12,150 12,150
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

 722 1,367 10,061 12,150
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事業費の概要（２）

１) 負担金補助金及び交付金 

名称 内容 支出先 
支出額 

（千円） 

若年者就職サポートセンターの冷

暖房負担金 

冷暖房負担金（平成

27 年 4 月～平成 28

年 3 月分）月額

45,355 円 

鹿児島商工会議

所 
544

鹿屋市産業支援センター施設維持

管理費負担金（２７年度分） 

鹿屋市産業支援セ

ンター（若年就職 

サポートセサンタ

－鹿屋サテライト）

の施設維持管理の

負担金 

鹿屋市役所 

177

計 722

２) 委託料 

名称 内容 支出先 
支出額 

（千円） 

「鹿児島県若者就職サポートセン

ター」管理運営業務委託 

鹿児島県若年者就

職サポートセンタ

ー及び鹿屋サテラ

イトの平成 27年度

管理運営の委託 

鹿児島商工会議

所 

755

「鹿児島県若者就職サポートセン

ター」清掃管理業務委託 

鹿児島県若年者就

職サポートセンタ

ーの平成 27 年の清

掃管理業務の委託 

星光ビル管理㈱ 

324

その他 288

計 1,367
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３) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

使用料及

び賃借料

「若者就職サポー

トセンター」賃貸

借料（共益費を含

む）

若年者就職サポートセン

ターの賃貸料（月額

404,457円）

鹿児島商工会

議所
4,853

鹿児島魅力企業に

会える！合同企業

説明会会場使用料

合同企業説明会の会場費 城山観光㈱

803

県内企業と高校等

就職指導担当者と

の情報交換会（７

／６）に伴う会場

使用料

情報交換会の会場費 城山観光㈱

324

鹿児島県若者就職

サポートセンター

業務用パソコン賃

貸借料

PCの使用料
(月額 11,880
円) 

㈱エム・エム・

シー 142

その他
高等学校の県内企業見

学会などがある
1,935

小計 8,059
その他 需用費、役務費等 2,003

計 10,061
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ふるさと人材確保事業(No.18)  ７.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

報酬 非常勤職員報酬 2名分の報酬 非常勤職員 3,156

旅費 打ち合わせ会議旅費他 県職員他 716
その他 使用料及び賃借料など 1,786

計 5,659

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 平成 18年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6 (1) ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

②多様な就労ニーズに応じた雇用機会と公正な待遇の確保

事業の目的
ＵＩターン希望者の県内就職を促進し、県内企業の人材確保や県内産業の

振興を図る。

根拠法令等 －

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 労政費 目 就職促進費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 6,865 7,528 6,042
決算 6,172 6,835 5,659

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0 3,000 2,659 5,659
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 5,659 5,659
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障害者雇用促進事業(No.19)  ８.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助金及び交付金 

摘要 内容 支出先 
支出額

（千円）

南日本新聞広告協賛金 9 月障害者雇用支援月間に関

する南日本新聞の一面広告に

対する広告協賛金 

27

計 27

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 平成 19年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6 (1) ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

②多様な就労ニーズに応じた雇用機会と公正な待遇の確保

事業の目的
県民一般、特に事業主に対し、障害者の雇用についての理解を深めるため

の啓発等を行い、障害者の雇用の促進を図る。

根拠法令等 障害者雇用促進法

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 労政費 目 就職促進費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 8,940 12,287 12,436
決算 8,132 11,172 11,683

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

   0    0 11,683 11,683
節内訳 負担金補助金

及び交付金
委託料 その他 合計

  27 4,223 7,432 11,683
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２) 委託料 

摘要 内容 支出先
支出額（千

円）

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

あまみ障害者就業・生活支

援センター管区にて障害

者雇用経験のない事業主

に、障害者の短期雇用を体

験してもらう事業。 

社会福祉法人三

環舎

100

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をくまげ障害

者就業・生活支援センター

管区にて実施。 

社会福祉法人暁

星会

223

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をなんさつ障

害者就業・生活支援センタ

ー管区にて実施。 

社会福祉法人敬

和会

418

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をおおすみ障

害者就業・生活支援センタ

ー管区にて実施。 

社会福祉法人天

上会

984

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をあいらいさ

障害者就業・生活支援セン

ター管区にて実施。 

社会福祉法人真

奉会

646

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をかごしま障

害者就業・生活支援センタ

ー管区にて実施。 

社会福祉法人鹿

児島県社会福祉

事業団

1,502

「企業による障害者雇用体

験事業」業務委託

同上の内容をほくさつ障

害者就業・生活支援センタ

ー管区にて実施。 

社会福祉法人鹿

児島県社会福祉

事業団

346

計 4,223

３) その他  

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

報酬 障害者就業開拓推

進員

障害者就業開拓推進員

による求人情報開拓に

対する報酬。

障害者就業開

拓推進員 3名
4,749

小計 4,749
その他 2,682

計 7,432
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技能向上促進事業(No.22) ９.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 負担金補助及び交付金 

摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

補助金 技能向上促進事業補助金 鹿児島県職業能力開発協会 31,604

負担金 かごしま技能競技大会負担金
鹿児島県職業能力開発協会内

かごしま技能協議大会実行委員会
500

鹿児島県職業能力開発協会内

鹿児島県技能祭実行委員会
900

合計 33,004

２) 委託料 

摘要 内容 支出先 
支出額（千

円） 

平成 27 年度技能者講習会

委託契約 
100

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 昭和 34年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6(1)ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

⑤ 多様な職業能力開発ニーズに応じた支援体制の充実

事業の目的

鹿児島県職業能力開発協会が行う各種講習会及び技能検定試験実施等に要

する経費の補助を行うとともに、熟練技能者が技を競い合う「かごしま技

能競技大会」を開催し、労働者の技能の向上を図る。

根拠法令等 雇用保険法施行規則、職業能力開発促進法等

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 職業訓練費 目 職業訓練総務費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 27,436 26,543 33,398
決算 27,311 26,439 33,306

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

15,802 0 17,504 33,306
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

33,004 100 202 33,306
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職業能力開発校施設整備事業(No.23)  １０.

事業の概要（１）

事業費の概要（２）

１) 委託料 

摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

宮之城高等技術専門校寄宿舎屋根

防水補修工事実施設計（食事棟）

屋根防水補修工事実施設計 286

２) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

工事請負費 吹上高等技術専門校

渡り廊下補修工事

渡り廊下補修工事 (株)つばめ
機動建設

7,335

宮之城高等技術専門

校寄宿舎屋根防水補

修工事（食堂他）

寄宿舎屋根防水補修工

事

(株)南防 3,450

小計 10,786

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 昭和 21年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6 (1) ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

③ 多様な職業能力開発ニーズに応じた支援体制の充実

事業の目的 県立高等技術専門校において、必要な実習場の整備及び維持補修を行う。

根拠法令等 職業能力開発促進法

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 職業訓練費 目 職業能力開発校費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 12,779 19,289 20,793
決算 11,424 11,080 18,655

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

1,725 7,335 9,594 18,655
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

   0  286 18,369 18,655
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その他 7,582
計 18,369

職業能力開発校設備整備事業(No.24) １１.

事業の概要（１）

所管部・局 商工労働水産部 所管課 雇用労政課 開始年度 昭和 43年度

かごしま将来ビジ

ョンとの関連

6 (1) ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

③ 多様な職業能力開発ニーズに応じた支援体制の充実

事業の目的 県立高等技術専門校において、職業訓練に必要な機械器具の整備を行う。

根拠法令等 職業能力開発促進法

対応する歳出科目

（款・項・目）
款 労働費 項 職業訓練費 目 職業能力開発校費

事業費推移

（千円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

予算（最終） 49,662 8,933 9,662
決算 49,121 8,861 9,598

平成 27年度
事業費内訳

（千円）

財源内訳
国庫支出金

その他特定

財源
一般財源 合計

4,560    0 5,037 9,598
節内訳 負担金補助及

び交付金
委託料 その他 合計

   0    0 9,598 9,598
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事業費の概要（２）

１) その他 

節 摘要 内容 支出先
支出額

（千円）

備品購入費 パーソナルコンピ

ュータ（サーバほ

か）

宮之城高等技術専門校の

サーバ

(株)エム・エ
ム・シー

2,376

角のみ盤 宮之城高等技術専門校で

授業に使用する角のみ盤

前田機工(株) 1,706

その他 1,239
小計 5,322

使用料
メカトロニクス科

数値制御旋盤シス

テム一式リース料

姶良高等技術専門校で

使用している数値制御

旋盤システム一式リー

ス料

三菱電機クレ

ジット(株) 
2,608

メカトロニクス科

マシニングセンタ

ーシステム一式リ

ース料

姶良高等技術専門校で

使用しているマシニン

グセンターシステム一

式リース料

東京センチュ

リーリース

1,323

CADシステムリ
ース料

宮之城高等技術専門校

で使用している CADシ
ステムリース料

南日本マイク

ロコンピュー

タ(株) 

344

小計 4,276
計 9,598


